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行財政計画（案） 集中取組期間（平成 14～16 年度）の最終年度に向けて 

 

１ 大阪府行財政計画(案)策定後の取組の経緯 

大阪府では、府政の再生に向けて徹底した行財政改革をすすめるため、平成 13 年９月、おおむね 10 年間を展望した

府政改革の基本方針として「大阪府行財政計画(案)」（以下、計画(案)といいます。）を策定しました。計画(案)では、平成

14 年度から 16 年度までの 3 年間を「集中取組期間」と位置付けており、この３年間の具体的な取組内容について、平

成 14 年 2 月に「改革工程表」としてとりまとめ、「出来ることは先送りせず、どんどん着手する」という姿勢で行財政

改革をすすめてきました。 

また、計画(案)の策定後も予想を上回る税収の落ち込みが続くなど、府政を取り巻く環境の変化に迅速に対応するとと

もに、一日も早く府政の再生を実現するため、平成 14 年度を「改革元年」とし、改革工程表に示した取組を着実にすす

めるのはもちろんのこと、取組の前倒しや早期具体化、さらに、計画(案)に記載されていない「さらなる改革」にも積極

的に取り組んできました。 

計画(案)の進捗状況については、平成 15 年 2 月に平成 14 年度の進捗状況をとりまとめ公表したところですが、集中

取組期間も平成 16 年度の 1 年間を残すところとなり、また、来年度には計画(案)の改定を予定していることから、今回、

平成 16 年 2 月時点における進捗状況をとりまとめるとともに、集中取組期間の 3 年間における取組目処もできる限りお

示しすることとしました。 

 

２ 改革工程表の取組項目の進捗状況 

まず、当初から改革工程表に示した取組項目の進捗状況ですが、163 の項目のうち 20 項目については、すでに取組完

了もしくは平成 16 年度末までに完了することが確実となったのをはじめ、53 項目については、前倒し・早期具体化等

の取組が実施されているなど、ほぼすべての項目で順調に進捗しております。また、計画(案)に記載されていない「さら

なる改革」に取り組むものが 58 項目に及んでいます。さらに、施策評価により毎年度、全事業（約 1,800 事業）の２

～３割について見直しを行ってきましたが、平成 15 年度においては、348 事業の見直しを行いました。これらのことか

（１）



 
 

ら、改革工程表に示した集中取組期間中の取組については、着実な推進だけでなくスピードアップも図られており、概ね

その達成に目処がついた状況となっています。 

 

取組の中では、「全国一スリムな組織づくり」の分野、特に、職員数の削減、給与水準の抑制、出資法人における役職

員数の削減などでスピードアップを図りました。これらは、府自らの改革として強い決意をもって取り組んだものであり、

府職員自らも努力を払うことにより、計画当初の見込みを超える進捗と取組効果額を生み出しました。 

また、りんくうタウン事業などの「『負の遺産』を整理」の分野についても、事業用定期借地権方式の本格導入をはじ

めとする立地インセンティブの拡充など、企業ニーズや経済動向に迅速かつ柔軟に対応して思い切った取組を行うことに

より、事業の早期終結に向けて一定の方向性を示すに至りました。 

 

一方、改革工程表と比べて進捗が遅れている項目もあります。「超過勤務の縮減」、「ＩＴ化によるＢＰＲの推進」のう

ちの「ペーパーレス化」の取組、「府立５病院会計への一般会計繰出金の削減」の 3 項目については、目標の達成が遅れ

ている状況となっています。 

「超過勤務の縮減」については、これまで縮減方策の例を示した指針を策定するとともに、上限目標時間の設定、職員

の意識啓発など、縮減に向けての取組をすすめてきました。しかし、平成 14 年度においては、10％の削減目標に対して

8.4％の削減に止まっており、引き続きさまざまな取組をすすめることで目標達成を図ることとしています。 

また、ペーパーレス化の取組については、行政文書管理システムの導入により文書保存段階のペーパーレス化は図られ、

約 1 千万枚が削減されたものの、会議資料の電子化など、活用段階における取組が遅れ、削減目標 60％（約４千万枚）

の達成はかなり厳しい状況となっています。平成 16 年度からは、財務会計事務等のペーパーレス化が図られるとともに、

電子会議の導入や電子媒体のままでの文書活用を普及させることで、一層のペーパーレス化をすすめることとしています。 

３点目の「府立５病院会計への一般会計繰出金の削減」についてですが、病院事業については、経営改善１０ヶ年計画

（平成 11～20 年度）に基づき経営改善につとめ、平成 11～13 年度は収支改善目標を達成してきましたが、平成１４

年度において、単年度資金収支の黒字転換は果たしたものの、その額は計画の目標に及びませんでした。診療報酬のマイ

（２）



 

ナス改定、地価下落による土地売却利益の縮小など経営改善１０ヶ年計画策定時と大きく環境が変化していることがその

要因ですが、これら環境の変化に加え、府立５病院の診療機能の見直しに着手したことから、平成 15・16 年度における

新たな目標を設定し、その達成にむけて取り組んでいます。 

 

３ さらなる改革で示した新しい展開 

計画(案)に記載されていない、「さらなる改革」についても 58 項目に及ぶ取組を行いました。なかでも、透明でわかり

やすい行政経営や、ＩＴなどを最大限活用した行政システムの実現などを目指した取組を重点的に行ったほか、規制緩和

についても、都市再生、経済再生、府民ニーズへの対応などの観点からすすめてきました。 

さらに、職員の意識改革などについても、府庁の幹部職員の行政改革に対する意識啓発や政策形成・行政経営能力の向

上を図るため、優れた経営革新等に取り組んでいる民間企業のトップ等を講師とした研修を実施するなど、職員一人ひと

りの意識改革に向けた積極的な取組を行ってきました。 

 

４ 計画(案)の取組による効果額 

以上に示したように、当初計画(案)に示した取組に加えて、前倒しやさらなる改革に積極的に取り組んだ結果、平成 14

～16 年度における計画(案)の取組効果額の見込みは約 2,132 億円になっています。これは当初計画(案)で見込んでいた

1,145 億円を上回っており、財政効果の点でも一定の成果を上げることができました。このうち、前倒し・さらなる改革

等による平成 14～16 年度の取組効果額は約 988 億円となっています。（詳細については(６)ページの「＜参考＞行財政

計画(案)に対する実績額（さらなる改革を含む）」を参照） 

 

５ 計画(案)の改定に向けて 

これまで述べてきたように、計画(案)に示した取組については概ね順調に進捗しており、取組の前倒しや計画(案)に記載

されていない「さらなる改革」に取り組んだ結果、集中取組期間の 3 年間において、計画(案)での見込みを上回る取組効

果をあげることができる見通しとなっています。 

そうした取組の一方で、府政を取り巻く環境は、社会・経済情勢をはじめ、あらゆる分野において大きく変化してまい

（３）



 
 

りました。 

 

(1)3 年間の情勢の変化 

①社会・経済情勢の変化 

経済情勢においては、大阪府の実質経済成長率は平成 13 年度においてマイナス１．７％となり、府総合計画で見込

まれた最も低い平均プラス１．３％の伸び率を大きく下回りました。今後、政府の見通し（経済財政諮問会議―「構造

改革と経済財政の中期展望―2003 年度改定」）では、今後 5 年間の実質経済成長率を１．８％～２．１％と推測する

など、やや明るい兆しが見え始めてはいるものの、未だ予断を許さない状況です。 

そうした状況のなか、一方では、公共に対する府民意識が高まってきています。東南海、南海地震等への備えをはじ

め、SARS などの感染症対策など、安全・安心に対する危機意識が高まってきているといえます。また一方では、認証

NPO 法人数が府で平成１５年に 1,000 件を突破するなど、地域へ貢献しようとする意識、機運も高まってきており、

府民をはじめ民間のパワーがあらゆる分野で活性化してきています。 

そして、行政の領域においても、三位一体改革や構造改革特区の実施にみられるような規制改革など、この 3 年間で

地方分権に向けた本格的な動きが始まっています。また地方独立行政法人法の成立により、目標管理による行政サービ

スの向上などを目的とした独立行政法人の設立に向けた動きも、地方において始まっています。大阪府においても府立

の３大学の統合と地方独立行政法人化に向けた取組を行うなど、これまでの枠組みを超えた制度改革がすすんできてい

ます。 

さらに、あらゆる場面において IT 化が進行してきました。平成 14 年末ではインターネット利用人口が約 7,000 万

人に達しました。大阪府庁においても、「e-ふちょうアクションプラン」に基づいて、総務サービスセンターの設置を

はじめ、IT を活用し、業務全般にわたる効率化をすすめるとともに、府民サービス向上の観点からインターネットなど

による情報提供や電子申請などの取組をすすめています。 

 

（４）



 

②財政状況の変化 

現計画(案)においては、税収の伸び率を平成１４～１６年度で０％、平成１７年度以降を１．３％と見込みましたが、

景気の低迷や深刻なデフレを反映して、府税収入が計画(案)の見込を大きく下回りました。その一方で、改革のスピー

ドアップやさらなる改革の取組、マイナスの給与改定などによる人件費の減などがあり、結果的には平成 16 年度末に

おける減債基金からの借入累計額は、計画(案)に比べて下回る見込であり、現在は計画(案)の範囲内で財政収支は推移

しているといえます。 

しかしながら、平成１６年度単年度でみると、依然、税収が計画(案)上の見込みを大きく下回り、地方交付税総額の

縮減の影響もあるなか、府としても厳しい施策選択を行いましたが、当初予算案では、減債基金からの借入れが計画(案)

を上回ることになるなど、引き続き厳しい財政状況が続いています。 

 

(２)情勢の変化を見極めて 

来年度に現計画(案)を改定し、新たな行財政計画(案)を策定するにあたっては、こうした情勢の変化を見極めながら、こ

れまでの取組を十分に精査することが必要です。そして、現計画(案)の基本理念である３つの S（スリム、サービス、セーフテ

ィ）やその考え方をさらに深め、今何が必要で、何が求められているのかを十分に検証していかなければなりません。こ

うした検証の上に立ち、大阪再生を目指した改革プログラム案を今年の夏を目処にお示ししてまいります。 

（５）



< 参考 > 行財政計画（案）に対する実績額（さらなる改革を含む） 

    集中取組期間合計 

平成 14 年度 平成 1５年度 平成 16 年度 計 画 案 実績見込 

取組分野 計 画 案 

(a) 

実  績 

① 

計 画 案 

(b) 

実績見込 

② 

計 画 案 

(c) 

見  込 

③ 
a＋b＋c ①＋②＋③ 

施策の再構築 

 

６５億円 

 

１１３億円 

（４８億円）

   ・施策評価による取組  

 

 

など 

８５億円

１７４億円 

（８９億円） 

   ・夜間定時制課程における給食の 

   デリバリー給食に向けた取組 

  ・施策評価による取組 

など 

９０億円

２１５億円 

（１２５億円）

・府立社会福祉施設（豊寿荘）の 

 民間移管 

・施策評価による取組 

など 

２４０億円
５０２億円 

（２６２億円） 

組織等の再構築 
１１５億円 １５１億円 

      （３６億円）

１４５億円 ４３８億円 

（２９４億円） 

２００億円 ５４７億円 

  （３４７億円）

４６０億円 １，１３６億円 

（６７７億円） 

 

組織・定数、勤

務条件の見直し 
１０５億円 

 

 

 

１３７億円 

 （３２億円）

  ・給与マイナス改定等 

など 

１３０億円

４２３億円 

（２９３億円） 

・給与マイナス改定等 

・退職手当見直し 
など 

 

 
１８０億円

５１９億円 

（３３９億円）

・退職手当見直し 

（15 年度経過措置） 

など 

４１５億円
１，０７９億円 

（６６４億円） 

 

出資法人の見直

し（公の施設含

む） 

１０億円  

１４億円 

 （４億円）

・(財)大阪府ポートサービス公

 社の解散・清算に伴う収入 

・門真ＳＣ・漕艇Ｃにおける職

員の非常勤化等 

 

など 

１５億円

       １５億円 

       （１億円） 

・老人総合センターの効率的 

な施設運営を図る観点からの 

経費節減 

 

 

など 

 

 
２０億円

２８億円 

（８億円）

・府立体育会館の民間ノウハウ

の活用による運営 

 

 

など 

４５億円
５７億円 

（１３億円） 

歳入の確保 

 

１５０億円 

 

１５９億円 

（９億円）

・大阪高速鉄道㈱長期貸付金 

の前倒し償還 

・日本赤十字社（大阪府支部）

 長期貸付金の前倒し償還  

など 

１２５億円

１５２億円 

（２７億円） 

・使用料、手数料の見直し 

 

 

 

など 

１７０億円

１８３億円 

（１３億円）

・使用料、手数料の見直し 

（15 年度経過措置） 

 

 

など 

４４５億円
４９４億円 

（４９億円） 

合  計 

 

３３０億円 

 

４２３億円 

（９３億円）
３５５億円

７６４億円 

（４１０億円） 
４６０億円

９４５億円 

（４８５億円）
1，１４５億円

２，１３２億円 

（９８８億円） 

 

 
   

       

（６）

○ 額については、現時点において、一定見込めるもののみを記載しており、一部未確定です。 (  )内は前倒し・さらなる改革等による取組効果額です。（平成 14・
15 年度の給与改定による取組効果額は、平成 14 年度 40 億円、15 年度 270 億円、16 年度 315 億円を計上しました。また土地開発基金の廃止に伴う額は計
上しておりません） 

〇 この表は、平成 14 年度以降の行財政計画（案）に基づく取組実績と平成 14～16 年度における、さらなる改革による取組効果額を一般財源ベースで算出したもの
です。そのため、平成 13 年度以前の取組による効果が平成 14 年度以降も継続している額（管理職手当カット、昇給停止、期末勤勉手当カットや法人事業税・法
人府民税法人税割超過課税の延長にかかる額）については、除外しています。なお、年度ごと（平成 8 年度以降）の行財政改革全体の事業費ベースでの取組額に
ついては、付属資料（ｐ1－2）をご参照ください。 



集中取組期間における取組の概要 

 

Ⅰ 「５つの改革」の取組の概要（１～56 ページ） 

 

１ 全国一、スリムな組織づくり（１～13 ページ） 

全国一、スリムでスピーディな組織づくりを目指し、徹底的な組織の再編・スリム化を図るとともに組織の活性化や職員

のモラールアップを図ってきました。特に、府政の抜本的な改革をすすめるにあたって、府民の皆さんの理解と信頼が得ら

れるよう、まず府自らが最大限の努力を行うべきという観点から、一般行政部門における 3,000 人削減の大幅な前倒しや

組織のスリム化に積極的に取り組んでいます。 

全ての指定出資法人について、法人の存立意義や目的、法人に委託することの効率性などを踏まえて総点検を行い、統廃

合をより一層すすめるとともに、存続する法人については経営の抜本改善及び法人の自立運営をさらにすすめてきました。

これにより、計画を上回るペースでの法人の廃止・統合や役職員数の削減を行い、また経営改善においても出資法人間のグ

ループファイナンスの導入など、全国に先がけた取組を行っています。 

今後も、府自らの取組については、組織のスリム化をより積極的にすすめることはもちろん、ただスリムになるのではな

く、団塊の世代の大量退職期という新たな課題にも対応しうる、少数でスキルアップされた組織を目指した、改革をより強

力にすすめていきます。 

 

≪取組項目例≫ 

○一般行政部門の職員数の削減 

計画を上回るペースで職員数を削減しました。 

（計画：平成１４・１５年度２年間で４００人の削減 ⇒ ２年間で５８１人の削減） 

 

（７）



○出資法人数の削減 

計画達成に向け、法人数の削減につとめています。 

（計画：７９法人（平成１３年度）を集中取組期間内に２割削減 ⇒ 平成１５年度時点で１３法人削減し６６法人に） 

○出資法人役職員数の削減 

計画を上回るペースで役職員数を削減しました。 

（計画：集中取組期間内に４００名削減 ⇒ 平成１４･１５年度で約５８０名の削減） 

○出資法人に対する補助金・委託料の削減（一般財源ベース） 

計画達成に向け、補助金・委託料の削減に取組んでいます。 

（計画：集中取組期間内に１割（２０億円）削減 ⇒ 平成 16 年度当初予算案で１３年度に比べ約 28 億円の削減） 

 

２ 「負の遺産」等を整理（１４～１６ページ） 

企業局事業の収束に向け、りんくうタウンや阪南スカイタウンについては、新たな誘致促進方策の導入等により事業目

的の早期達成をすすめています。また、住宅供給公社では、建替えに伴い生じる余剰地の処分、分譲価格の見直しによる

分譲促進、家賃の見直しによる入居促進や駐車場使用料の適正化など、経営改善につとめており、土地開発公社では代替

地の処分を計画的にすすめています。 

今後、「負の遺産」の対応については、整理だけでなく、活用の視点で取り組みます。また公共事業をすすめるにあたっ

ては、府民、利用者の視点から、最大の効果をあげることが必要との観点から、これからは優先度の高い公共事業に集中的

に投資するとともに、今あるストックをいかに有効に活用していくのかということも重視していきます。 
 

≪取組項目例≫ 

○りんくうタウン・阪南スカイタウン産業用地の企業誘致促進 

事業用定期借地権方式の導入、賃料減額制度などの立地インセンティブの拡充など、企業誘致の促進につとめていま

す。 

（８）



○阪南スカイタウン住宅用地の分譲促進 

分譲価格を見直し、新価格を設定とするとともに、民間への販売代理方式を導入するなど分譲の促進につとめてい

ます。 

 

３ 新しい行政システム「大阪モデル」づくり（１７～２１ページ） 

地方分権の時代を迎え、大阪にとってふさわしい自治システムや府と大阪市との連携のあり方について、大阪市と研究

をすすめています。また、住民に身近な行政について市町村に権限移譲を行うとともに、自主的・主体的な市町村合併を

推進しています。 
府民が府政をより身近に感じることができるよう、情報公開や府民と府政とのコミュニケーションにつとめています。

また、２１世紀にふさわしい府政を築きあげるためには、透明でわかりやすい行政経営やＩＴなどを最大限活用した行政

システムの実現などが必要不可欠であることから、総合的な行政評価システムを構築するとともに、電子入札システムの

整備など、新しい行政システムに向けた改革に積極的に取り組んでいます。 

今後は、こうした取組を、より発展・充実させることはもちろん、さらに府民の信頼を得るため、安心と安全をはじめと

する府民ニーズを、全職員が常に緊張感をもって捉え、機敏に対応しうるシステムを構築しなければなりません。そのため

「現場主義」を徹底していくとともに、職員のやる気を引き出し、常に自律的なシステム改革がすすめられるようにしてま

いります。 
 

≪取組項目例≫ 

○大都市自治システムの研究 

平成１３年１１月、大阪市と「新しい大都市自治システム研究会」を設置し、広域行政や大阪市との二重行政の排

除に向けた具体的な取組等について研究をすすめています。 

 

 

（９）



○インターネットを活用した情報発信の強化 

府ホームページのリニューアル、メールマガジン「府れっしゅレター」の創刊、「情報公開システム」の運用開始な

どを行いました。 

○総合的な行政評価システムの構築 

施策評価の実施とともに、建設事業評価システムを充実し、事前評価、事中（再）評価に加え事後評価を導入する

など総合的な行政評価システムを構築しました。 

 

４ すべての施策を評価し、重点化／ＮＰＯと協働（２２～５４ページ） 

「まちが安全・くらしが安心」、「人が元気」、「都市が元気」な大阪づくりに向け、限られた財源のなか、適正な受益と

負担、選択と集中の観点から、抜本的な施策の再構築に積極的に取り組むとともに、少子高齢化社会への対応や子どもの

教育問題など、未来への投資にも取り組んでいます。 
ＮＰＯの成長と活動の活性化を支えるため、場の提供や情報の集積、マンパワーの養成などを行い、ＮＰＯがその特性

を活かせる分野での協働を積極的にすすめています。 

主要プロジェクトに関しては、分譲事業について一定の方向性を出すなど、計画に基づく着実な取組や適切な見直しを

行ってきました。和泉コスモポリスや津田サイエンスヒルズについては、定期借地権方式、賃料減額制度といった新たな

誘致促進方策の導入や誘致対象の拡大等により事業目的の早期達成を図っています。 
公の施設については、府民ニーズの変化、費用対効果などの視点から、出資法人の改革とあわせて厳しく総点検を行い、

運営効率の向上を図るとともに、より魅力ある施設とするため、民間の活力やノウハウの積極的な活用につとめています。 

今後、施策再構築をすすめるにあたっては、府民生活や大阪の将来にとって、「何が必要か」をこれまで以上に見極めなが

ら、限られた財源の中で府民と生活者の視点から、より一層の選択と集中をすすめ、そうした内容について、きちんと説明

責任を果たしていきます。さらに、サービスの提供においても、NPO やボランティアなどをはじめとする、民のパワーを

活かした、強力な公民協働をすすめ、きめの細かい、質の高いサービスを府民の身近なところで実現させていく取組を行い

ます。 

（10）



≪取組項目例≫ 

○府立３大学のあり方検討【生活文化部・健康福祉部】 

平成１７年度を目途に府立大学、府立女子大学、府立看護大学の３大学を再編・統合するとともに、公立大学法人

化に向けた取組をすすめています。 

○府保健所組織の再編【健康福祉部】 

難病・感染症や食品衛生・環境衛生などの専門サービスに効果的・効率的に対応できるよう、保健所支所を本所に

統合し、保健所の専門的・広域的機能の強化を図ります。 

○府立５病院のあり方検討【病院事業局】 

各病院の診療機能の重点化を図り、効率的・効果的に高度専門医療を提供できる体制を確立するとともに、運営形

態のあり方について検討をすすめています。 

○府立高等学校の特色づくりに向けた取組【教育委員会】 

生徒の多様な学習ニーズに応え、一人ひとりの個性を伸ばすため､多部制単位制高校（クリエイティブスクール）の

設置や夜間定時制課程の再編、工業高校の改革など、すべての府立高校を対象とする「府立高等学校特色づくり・再

編整備計画（全体計画）」を平成１５年１１月に策定し、魅力と活力にあふれる高校づくりをすすめています。 

 

５ 再建団体転落を回避（５５～５６ページ） 

施策や組織の再構築による歳出の抑制とあわせ、府税収入の確保、府有財産の売り払いや受益に見合った適正な負担など、

自主財源の確保につとめています。 
今後、厳しい財政状況が見込まれるなか、財政再建をすすめるにあたっては、単に収支を均衡させるだけではなく、府民

の安全、安心の確保など府民の快適な暮らしをきちんと支える施策展開を図るとともに、府自らもスリムでタフな組織づく

りや財政の健全化を目指していくという、責任ある財政運営を目指した取組をすすめます。 
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・ 滝畑ダム管理事務所の南河内農と緑の総合事務所への統合  

 【環境農林水産部・p 1 №１・p 2 №3】 

・ 府営公園維持管理業務のアウトソーシング・公園事務所の統合 

 【土木部・p 1 № １・p2 №4】 

・ 自動車税事務所のあり方検討 【総務部・p 1 № １】 

・ 府大学の「公立大学法人」化の実現に向けた取組 

 【生活文化部・健康福祉部・p 1 № １･2・p 33 № 41】 

・ 職員数（一般行政部門）の削減 【p 2 №3・４・５】 

・ 文書使送・逓送業務の見直し 【総務部・p 2 №3・4】 

・ パスポートセンターの業務執行体制の見直し 【企画調整部・p 2 №3】 

・ 債権回収業務の見直し 【商工労働部・p2 №4】 

・ 一般職の任期付職員制度の創設 【総務部・p 5 №15】 

・ 福利厚生住宅敷地の売却 【教育委員会・p 7 №21】 

・ ＰＦＩ方式による寝屋川待機宿舎の整備 【警察本部・p 7 №22】 

・ 職員の能力、実績を給与制度（特別昇給制度の運用）に反映等 【総務部・p 7 №24】 

・ (財)大阪府ポートサービス公社の解散・清算に伴う収入 【土木部・p 9 №28】 

・ 岸和田港木材倉庫(株)の解散・清算に伴う収入 【環境農林水産部・p 9 №28】 

・ (財)大阪がん予防検診センター経営改善計画の前倒し改定 【健康福祉部・p 9 №28】 

・ 役職員数の削減 【p 10 №29】 
 
 
 
・ りんくうタウン・阪南スカイタウン等（定期借地権方式及び賃料減額制度の導入） 

 【企業局・p14 №１】 

・ 箕面北部丘陵整備事業［水と緑の健康都市］（都市計画変更、事業計画変更） 

 【建築都市部・p15 №１】 
 
 
・ これからの大都市自治システムの研究（大阪市に対する権限委譲） 【総務部・p17 № 1】 

・ 市町村に対する権限移譲 【p17 № ２】 

・ インターネットを活用した情報発信の強化 【知事公室・p19 № ５】 

・ 総合的な建設事業評価システムの充実（事後評価の本格導入） 【総務部・p20 №11】 
 
 
・ 「安全なまちづくり推進月間」を定め市町村等と連携した取組 【生活文化部・p23 №3】 

・ 「ひったくり防止重点対策事業補助金」による市町村の主体的な取組支援 【生活文化部・p23 №3】 

・ 府管理施設に防犯照明を整備 【生活文化部・p23 №3】 

・ 府保健所組織の再編 【健康福祉部・p24 №8】 

・ 身体障害者福祉センター附属病院と大阪府立病院（急性期・総合医療センター）を統合 

   【健康福祉部・病院事業局・p25 №11】 

・ 府立の５病院の診療機能の見直し（３次医療圏を踏まえた高度専門医療への重点化）  

【病院事業局・p25 №12】 

・ 府立５病院の運営形態の検討 【病院事業局・p25 №12】 

・ 府立社会福祉施設（豊寿荘）の民間移管 【健康福祉部・p26 №15】 

・ 府立社会福祉施設（槻ノ木荘・高槻温心寮・豊里学園）の民間移管 【健康福祉部・p26 №16】 

・ 肢体不自由児施設（太子学園）の民間移管 【健康福祉部・p26 №17】 

・ 金剛コロニーの再編・民営化に向けた取組 【健康福祉部・p26 №18】 

・ 砂川厚生福祉センターの再編に向けた取組 【健康福祉部・p27 №19】 

・ 身体障害者福祉センターの再編に向けた取組 【健康福祉部・p27 №20】 

・ 府立高校における納付金の見直し（空調整備の実施） 【教育委員会・p30 №33】 

・ 定時制高校の改革（府立高等学校特色づくり・再編整備計画） 【教育委員会・p30 №34】 

・ 夜間定時制課程における給食のデリバリー給食に向けた取組 【教育委員会・p30 №34】 

・ 私立高校通信制課程の経常費補助単価の見直し 【生活文化部・p31 №37】 

・ 府教育センターにおける再編整備 【教育委員会・p31 №38】 

・ 府大学の教員組織のスリム化等 【生活文化部・健康福祉部・p33 №41】 

・ 府３大学の再編・統合等に向けた取組 【生活文化部・健康福祉部・p33 №41】 

・ 府立工業高等専門学校の改革（改革計画の具体化） 【教育委員会・p35 №44】 

・ 府立職業高校の再編整備（府立高等学校特色づくり・再編整備計画） 【教育委員会・p35 №45】 

・ 全国高校総合体育大会の近畿 2 府４県でのブロック開催     【教育委員会・p37 №51】 

・ 海外事務所の機能強化に向けた取組 【商工労働部・p38 №52】 

・ 高等職業技術専門校の再編整備に向けた取組 【商工労働部・p38 №55】 

・ 都市基盤整備の重点化 【土木部・p41 №62】 

・ 府営住宅建替における民活手法の早期導入の取組 【建築都市部・p42 №64】 

・ アドプト・ロード・プログラムの府内全域への展開 【土木部・p42 №65・p47 №77】 

・ ＥＳＣＯ（エスコ）事業の推進 【建築都市部など・p43 №66】 

・ 都市再生緊急整備地域における民間プロジェクト支援 【建築都市部・p43 №67】 

・ NPO との協働による男女共同参画社会づくり事業の促進 【生活文化部・p47 №78】 

・ 南河内・健康ふれあいの郷（土地造成着手） 【企画調整部・p50 №85】 

・ 和泉コスモポリス（分譲価格及び賃料の引下げ、賃料減額制度の導入） 【商工労働部・p50 №86】 

・ 岸和田コスモポリス （コスモポリス事業の収束に向けた取組） 【商工労働部・p50 №87】 

・ 津田サイエンスヒルズ （用途地域の変更、分譲価格及び賃料の引下げ）  

  【商工労働部・p51 №88】 

・ 国際文化公園都市シンボルゾーンの形成 （国文都市㈱の財務健全化を実施） 

  【建築都市部・p51 №90】 

・ 阪神西大阪延伸線［西大阪延伸線］（建設着手） 【土木部・p52 №94】 

・ 京阪中之島線［中之島新線］（建設着手） 【土木部・p52 №95】 

・ 老人総合センターの効率的な施設運営を図る観点からの経費節減 【健康福祉部・p53 №97】 

・ 門真スポーツセンター、漕艇センターにおける職員の非常勤化等 【教育委員会・p54 №99】 

 

 

・ 使用料・手数料の見直し 【p55 №4】 

全国一、スリムな組織づくり 

新しい行政システム「大阪モデル」づくり 

すべての施策を評価し、重点化／ＮＰＯと協働 

「負の遺産」を整理 

< 参考 > 行財政計画（案）の前倒し・早期具体化等取組項目 ※【 】内の「p」は改革工程表における記載頁、「№」は項目番号を表す

（１２）

再建団体転落を回避 



Ⅱ さらなる改革の取組の概要（５７～６９ページ） 

府政を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確に対応するとともに、一日も早く府政の再生を実現するため、行財政計画（案）

の着実な取組やスピードアップだけでなく、行財政計画（案）に記載されていない「さらなる改革」についても積極的に取

り組んでいます。これまで、施策の再構築はもちろんのこと、新しい時代にふさわしい府政を築きあげる観点から、職員の

意識改革、電子府庁の推進、規制緩和など 58 項目にわたって取組を行っています。 

≪取組項目例≫ 

○全国最低レベルの給与水準 

府職員の給与は平成１３年度に４７都道府県中最低水準となっていますが、さらに、１４・１５年度には、府人事

委員会のプラス勧告に対し、マイナス改定を行いました。 

○行政経営能力向上のための管理職研修 

行政改革に対する意識を高め、改革に向けた政策形成・行政経営能力の向上を図るため、優れた経営革新等に取り

組んでいる民間企業から講師を招き、管理職のグループディスカッションなどを実施しています。 

○「大阪府ＩＴ推進プラン」（仮称）の策定 

平成１６年度以降の大阪府域におけるＩＴ化推進のあり方や府政のＩＴ化の方向性などをとりまとめた「大阪府Ｉ

Ｔ推進プラン」（仮称）を策定し、その具体化に取り組みます。 

○パスポートセンター本所における日曜交付の開始 

利用者サービスを向上させるとともに、より効率的な業務執行体制を構築するため、旅券発給業務の委託拡大を行

うこととし、併せてパスポートセンター本所において日曜交付を開始します。 

○府健康福祉施策の再構築 

府健康福祉施策を「持続可能」なものとし、これからの時代にふさわしい「自立支援型の施策」へ転換を図るため、「大

阪府健康福祉アクションプログラム案」を取りまとめ、福祉医療制度を含む府健康福祉施策の再構築に取り組みます。 

○公の施設指定管理者制度導入の検討 

施設管理状況全般について点検を行い、管理体制のあり方を検討するとともに、可能な限り民間事業者等を選定の対

象に加え、制度の導入をすすめます。 

（13）



 

 

 
 
・ 審議会・懇話会など附属機関等のスリム化 【p57 №１】 

・ 大阪臨海工業用水道企業団の解散 【水道部・p57 №２】 

・ 行政経営能力向上のための管理職研修の実施 【総務部・p57 №３】 

・ 給与水準の抑制 【p57 №4】 

・ 退職手当制度の見直し 【p57 №5】 

・ (財)大阪コンベンション・ビューロー、(社)大阪府観光連盟、(社)大阪観光協会の統合  

 【商工労働部・p58 №6】 

・ (財)大阪勤労者職業福祉センターの解散 【商工労働部・p58 №6】 

・ (財)大阪府勤労者福祉協会の解散 【商工労働部・p58 №6】 

・ (財)大阪産業廃棄物処理公社の解散 【環境農林水産部・p58 №6】 

・ (財)大阪府住宅管理センターと大阪府住宅供給公社の統合 【建築都市部・p58 №6】 

・ (財)大阪府文化振興財団の自立的経営の促進 【生活文化部・p59 №7】 

・ 大阪府保健医療財団事業の効率的運営方策の検討 【健康福祉部・p59 №8】 

・ 大阪高速鉄道㈱の自立的経営体への移行 【土木部・p59 №9】 

 
 
 
 
・ 大阪府 IT 推進プラン（仮称）の策定、推進 【総務部･企画調整部・p60 №１】 

・ 国有財産（里道・水路）管理業務の市町村移管 【土木部・p60 №2】 

・ インターネットを活用した府民の意識・動向の把握 【知事公室・p60 №3】 
・ パスポートセンター本所における日曜交付の開始 【企画調整部・p60 №4】 

・ 消費生活センターにおける中核センターとしての相談・情報提供機能の充実強化  

 【生活文化部・p61 №5】 

・ 構造改革特区のインパクトを活かしたまちづくり 【企画調整部・p61 №6】 

・ 私立幼稚園定員についての府独自の規制を廃止 【生活文化部・p61 №7】 

・ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）被害者への府営住宅における対応の拡大 

 【建築都市部・p61 №8】 

・ 印刷物、イベント等、公共工事のコスト表記の実施 【知事公室・p61 №9】 

・ 公共事業の業務改革（建設ＣＡＬＳ／ＥＣ）の推進  

 【総務部,土木部,建築都市部など・p62 №10】 

・ 入札事務の集約化に向けた検討 【総務部,土木部,建築都市部など・p62 №11】 

・ 産業保安業務情報システムの構築 【生活文化部・p62 №12】 

・ 大阪府生涯学習情報提供システムの再構築 【生活文化部・p62 №13】 

・ 私学情報システムの構築 【生活文化部・p62 №14】 
 

 
 
・ 大規模施設跡地活用調整委員会の設置 【総務部・p63 №1】 

・ 土地開発基金の廃止 【p63 №2】 
・ 府健康福祉施策の再構築に向けた取組 【健康福祉部・p63 №3】 

・ 精神医療センターの再編整備の検討 【病院事業局・p64 №4】 

・ 水道事業将来構想の策定と具体化の取組 【水道部・p64 №5】 

・ 高等学校における計画進学率の改定 【教育委員会・生活文化部・p64 №6】 

・ 「大阪教育 7 日制」の取組 【教育委員会・p64 №7】 

・ 盲・聾・養護学校の空調整備の実施 【教育委員会・p65 №8】 

・ 盲・聾・養護学校の給食調理業務の一部民間委託の実施 【教育委員会・p65 №9】 

・ 非常勤（若年）特別嘱託員の効果的・効率的な活用 【教育委員会・p65 №10】 

・ 小学校 1 年･2 年生における「35 人学級」の導入 【教育委員会・p65 №11】 

・ 能力開発総合プラザ(仮称)の設置 【商工労働部・p66 №12】 

・ 労働者福祉施設の廃止等 【商工労働部・p66 №13】 

・ 中央卸売市場の経営改善の取組 【環境農林水産部・p66 №14】 

・ 府有建築物のＰＦＩ導入拡大に向けた取組 【建築都市部・p66 №15】 

・ 府有施設長期活用に向けた取組 【建築都市部・p66 №16】 

・ 大阪府ＮＰＯ協働海外研修員受入事業の創設 【企画調整部・p67 №17】 

・ ＮＰＯとの協働を推進するための協議の場の設定 【生活文化部・p67 №18】 

・ コミュニティ・ビジネス創出 【商工労働部・p67 №19】 

・ 帰国・渡日児童生徒の学校生活サポートの充実 【教育委員会・p67 №20】 
・ 青少年海洋センターの閑散期閉鎖 【生活文化部・p68 №21】 
・ 里山の自然学校「紀泉わいわい村」の民間ノウハウの活用による運営 

 【環境農林水産部・p68 №22】 

・ 府立体育会館の民間ノウハウの活用による運営 【教育委員会・p68 №22】 

・ 国際児童文学館における任期付専門員の任用 【教育委員会・p68 №22】 

・ 上方演芸資料館（ワッハ上方）の活性化のための多様な使用料の設定 【生活文化部・p68 №22】 

・ 地方自治法改正に伴う指定管理者制度導入の検討 【p68 №23】 

 
 
・ 庁舎借上げ料の縮減 【総務部・p69 №1】 

・ 事務経費等の節減 【p69 №2】 

・ 日本赤十字社（大阪府支部）長期貸付金の前倒し償還 【健康福祉部・p69 №3】 

・ 大阪高速鉄道㈱長期貸付金の前倒し償還 【土木部・p69 №4】 

・ 売却可能な府有地の新たな掘り起こし・売却の前倒し 【p69 №5】 

 

全国一、スリムな組織づくり 

新しい行政システム「大阪モデル」づくり 

すべての施策を評価し、重点化／ＮＰＯと協働 

再建団体転落を回避 

< 参考 > さらなる改革取組項目 
※【 】内の「p」は改革工程表における記載頁、「№」は項目番号を表す

（１４）



Ⅲ 施策評価による取組の概要（２０ページ参照） 

 

社会経済情勢の変化に的確に対応するとともに、府政の透明性を確保するために、平成 11 年度から実施していた事務事

業評価を発展させ、平成 13 年度から、府が実施する約３００施策・1,800 事業のすべてについて施策評価を実施していま

す。施策評価では、施策ごとに目標設定するとともに、施策を構成するそれぞれの事務事業について、社会的ニーズやコス

トパフォーマンスなどの観点から点検・分析し、施策目的を踏まえた優先順位付け（ＡＡＡ、ＡＡ、Ａ）を行い、資源配分

の方向性を明らかにすることにより、施策の効果的・効率的な推進を図る取組をすすめています。 

こうした取組により、平成 13 年度から 15 年度までの 3 年間にわたって、毎年度、全事業の約２～3 割の事務事業につ

いて、休廃止を含む何らかの見直しを行いました。 

 

 

≪平成１３年度施策評価結果≫ 

 ○評価対象 ２８７施策及びこれらの施策に含まれる 1,810 事業 

 

 優先順位 基本的な方向 事業数 「今後の方向性」の状況 

「AAA」 「拡大」又は「継続」する事務事業 305 事業

「AA」 「継続」又は「見直し」を行う事務事業 1,068 事業

「A」 「見直し」又は「休止・廃止」を行う事務事業 437 事業

うち 

「拡大」17 事業 

「見直し」330 事業 

「休止・廃止」273 事業 
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≪平成１４年度施策評価結果≫ 

○評価対象 ２７５施策及びこれらの施策に含まれる 1,843 事業 

 

 優先順位 基本的な方向 事業数 「今後の方向性」の状況 

「AAA」 「拡大」又は「継続」する事務事業 350 事業

「AA」 「継続」又は「見直し」を行う事務事業  1,133 事業

「A」 「見直し」又は「休止・廃止」を行う事務事業 360 事業

うち 

「拡大」８事業 

「見直し」２０５事業 

「休止・廃止」2０２事業 

 

 

 

≪平成１５年度施策評価結果≫ 

○評価対象 ２７７施策及びこれらの施策に含まれる 1,850 事業 

 

 優先順位 基本的な方向 事業数 「今後の方向性」の状況 

「AAA」 「拡大」又は「継続」する事務事業 378 事業

「AA」 「継続」又は「見直し」を行う事務事業 1,143 事業

「A」 「見直し」又は「休止・廃止」を行う事務事業 329 事業

うち 

「拡大」７事業 

「見直し」168 事業 

「休止・廃止」180 事業 

 

 

 

（16）



 

 

集中取組期間における各項目の 

具体的な進捗状況 

 

 

 

 

 

○平成１４年２月策定の「改革工程表」に示した取組項目について、集中取組期間における進捗

状況（１４年度の実績・１５年度の実績見込・１６年度の取組内容）を示したものです。 

○すでに取組が完了もしくは平成１６年度までに完了することが確実な項目については、備考欄

の中に平成○○年度完了と記載しています。また、取組の一部が完了した項目については、平

成１４～１６年度の各欄に平成○○年度完了と記載しています。 

○これまで前倒しや早期具体化などが行われた項目については、備考欄に前倒し・早期具体化等

と記載するとともに、これまで前倒し・早期具体化の取組として公表した際の項目名（または

前倒し・早期具体化の具体的内容）を記載しています。 

○なお、表中の記号は次のことを示しています。 
 
 
 

      「同左」        前年度の取組の中味を変えて実施するもの 

             取組が具体化され、その取組を継続して実施していくもの 

              取組の具体化に向けて検討を続けるもの 



 

 1

 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 組織の再編・スリム化 

1 

本庁組織及び出先機

関の再編 

・企画、立案機能の強化を図る

など本庁組織の見直し。 

・行政の守備範囲の明確化、民

間ノウハウの導入・活用、市町

村への権限移譲などによる、出

先機関の再編。電子申請等ＩＴ

化の普及等を踏まえ、窓口機能

のあり方を含め、出先機関のあ

り方についても検討。 

・政策調整機能を知事直轄に一元化 

・環境農林水産部門における環境部門の充実 

・企業局本庁組織の見直し 

・大学、病院、高校教育など改革実現に向けた

体制整備 

・万代診療所の廃止（13 年度末） 

・3 労働事務所の再編 

・淡水魚試験場を食とみどりの総合技術センタ

ーへ再編 

・北部公園事務所と東部公園事務所を統合し、

新たに北部公園事務所を設置 

・阪南･臨海整備事務所の廃止（13 年度末） 

・7 教育振興センターを１ヵ所に再編し、教育

事務所を開設 

・高槻市への中核市移行に伴う高槻保健所の

移管（14 年度末） 

・堺高等職業技術専門校の廃止（14 年度末）

・滝畑ダム管理事務所を南河内農と緑の総合

事務所へ統合 

・中部公園事務所と南部公園事務所を統合し、

新たに南部公園事務所を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・政策立案・企画調整機能の一元化 

・総務サービスセンター稼動に伴う体制整備

・府保健所組織の再編 

・貿易専門学校の廃止（15 年度末） 

・府立大学事務局組織の再編 

 

前倒し・早期具体化等 

滝畑ダム管理事務所

の南河内農と緑の総

合事務所への統合 

府営公園維持管理業

務のアウトソーシン

グ・公園事務所の統合 

自動車税事務所のあ

り方検討 

府大学の「公立大学法

人」化の実現に向けた

取組 

2 

地方独立行政法人化 

 
・質の高い行政サービスを柔軟

かつ効率的、効果的に行うとと

もに、透明性のある組織運営を

確保するため、国の検討状況を

見極めつつ、本府の実情に即し

て活用できる地方独立行政法

人化を検討。 

【検討項目例】 

 試験研究機関、大学、病院等

・本府の実情に即した法制度の早期創設を国に

引続き働きかけ 

 

・国の動向を踏まえつつ、本府における地方独

立行政法人化の検討を推進 

12 月 府大学改革基本計画の中で平成 17

年度を目途に法人化の実現を位置付け 

・地方独立行政法人法の公布 

平成１５年度完了

 

［大学］ 

・9 月 府大学改革具体化推進会議を設置 

    「府大学法人像(案)」取りまとめ 

・1６年２月議会を目途に、「府大学法人定款」

及び「関係条例」の議会上程を図る 

 

 

 

［大学］ 

・総務省及び文部科学省認可申請（4 月予定）

・「公立大学法人」化の実現に向け、中期目標

案の作成や必要な諸規程の整備等に取り組

む 

 

 

 

前倒し・早期具体化等 

府大学の「公立大学法

人」化の実現に向けた

取組 

全国一、スリムな組織づくり 
～一般行政部門で３,０００人を削減～ 

出先機関等のあり方について検

討のうえ順次具体化 
・入札契約事務の集約化の検討 
・自動車税事務所のあり方検討 
・法整備を見据えた府大学の「公

立大学法人」化の実現 



 

 

2

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

3 

事務事業の見直し・

出先機関の再編によ

る削減 

約 1,200 人 

(Ｈ14～16：約 350

人) 

・施策評価の実施や行政の守備

範囲の明確化等により、事務事

業の見直しや出先機関の再編

による削減。 

・職員診療所の見直し・万代診療所の廃止（13

年度末）・成人病センター附属高等看護学院の廃

止（13 年度末）・中宮病院の一部休床・環境指

導室泉州分室の廃止（13 年度末）・企業局本庁

組織の見直し・阪南･臨海整備事務所の廃止（13

年度末）・試験研究機関における研究業務の重点

化・建設事業費の削減など 

 

約１１５人削減

・文書使送・逓送業務の一部非常勤化・高槻

保健所の市への移管（14 年度末）・府立 5 病

院の診療機能の見直し・堺高等職業技術専門

校の廃止（14 年度末）・滝畑ダム管理事務所

の南河内農と緑の総合事務所への統合・企業

局業務の見直し・施設管理業務の見直し・試

験研究機関における研究業務の重点化など 

 

約２６０人削減

・東京事務所業務の見直し・秘書業務におけ

る非常勤の活用・文書逓送業務の非常勤化・

パスポートセンターの業務執行体制の見直

し・府保健所組織の再編・府立 5 病院の診療

機能の見直し・貿易専門学校の廃止（15 年

度末）・府立大学事務局組織の再編・施設管理

業務の見直し・試験研究機関における研究業

務の重点化など 

4 

アウトソーシングの

実施による削減 

約 800 人 

(Ｈ14～16：約２50

人) 

 

・直接、公権力の行使にかかわ

らないもので、民間で実施した

ほうが効率的かつ効果的に実施

できる業務・サービスについて

は、そのサービス水準に留意の

上、原則として、民間委託。 

・職員健康診断業務 ・消費生活センターにお

ける相談業務 ・府営公園維持管理業務（北部・

東部公園事務所）・業務処理方法の見直しなど 

 

 

約４０人削減

・庁内システム開発・府営公園維持管理業務

（中部・南部・臨海公園事務所 １５年度当

初）各種検査業務・業務処理方法の見直しな

ど 

 

約３０人削減

・文書使送業務・債権回収業務・各種検査業

務・業務処理方法の見直しなど 

 

5 

事務効率化による削

減 

約 400 人 

(Ｈ14～16：約 150

人) 

 

・ＩＴ化・ＢＰＲの活用、業務

執行体制の見直しなどを行い、

より効率的な事務執行体制を

確立することにより削減。 

・各種事務改善等 

  

 

約６０人削減

・各種ＢＰＲ 

・各種事務改善等 

 

 約７５人削減

・総務サービスセンターの設置を契機とした

関係業務の効率化 

・各種事務改善 

前倒し・早期具体化等

職員数（一般行政部

門）の削減 

文書使送・逓送業務の

見直し 

滝畑ダム管理事務所の

南河内農と緑の総合

事務所への統合 

パスポートセンター

の業務執行体制の見

直し 

府営公園維持管理業

務のアウトソーシン

グ・公園事務所の統合

債権回収業務の見直

し 

 

 

6 
独立行政法人化 

約 600 人 
 ・法制化の動向を踏まえながら、本府における

地方独立行政法人化の検討推進 

   



 

 3

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

7 

公立学校教員定数 ・児童生徒数の動向、教育水準

や教育課題への対応、教育改革

の着実な推進等を踏まえた上

で、少人数授業などによる基礎

学力の向上やきめ細かな指導

を目指し、国で措置される定数

を最大限確保することにより、

本府独自に配置した教員を全

廃するなど、一層適正な定数管

理に努力。 

なお、学校の活性化と年齢構

成の是正を図る観点から、教員

の計画的な採用に努力。 

・国措置定数を最大限確保するとともに、単独

加配教員全廃に向けた取組 
・府単独加配教員  

２７３人削減 
・国改善教員定数  

       ３２５人確保 
 

 

 

 

 

・府単独加配教員 

         ２７１人削減 

 

・国改善教員定数 

         ３２８人確保 

 

 

 

 
 

 

・府単独加配教員 

       ２７２人削減予定 

 

・国改善教員定数 

       ３３０人確保予定 

 

 

 

8 

府立学校事務職員等

定数 
・一層効率的な学校運営に努

め、IT 化による業務省力化やア

ウトソーシング等を行うこと

により削減。 

･事務のＢＰＲ、アウトソーシング等の実施

１１人削減 

･基幹システムの構築 

（知事部局と連携） 

 

 

       開発 

 

･事務のＢＰＲ、アウトソーシング等の実施

64 人削減

 

 

 

 

 試験実施 

・IT 化による業務省力化、事務のＢＰＲ、ア

ウトソーシング等の実施 

75 人削減予定

 

 

9 

警察部門の職員定数 ・組織・人員の効率的運用、業

務の合理化、民間能力の活用及

び職員の資質の向上を図りつ

つ、治安情勢や警察事象の推移

を見極め、より一層適正な定数

管理に努力。 

・政令定数の確保 

警察官１７０人増員 

 

警察官３８０人増員 

 

 

警察官２４０人増員予定 

 

 
 
 

運用開始（16 年度当初） 



 4

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度(実績見込) 平成 1６年度 
備考 

２ 組織の活性化・職員のモラールアップ 

10 

部局単位での自律的

で主体的な組織運営 

・行政評価システムによる施策の進行

管理をはじめ、予算・人事などの権限

の庁内分権の推進。 

・全庁横断的な総合調整機能を担保す

るための本庁組織体制の整備。 

・総務サービスセンター機能の検討と併せ

た、予算・人事等各部局への権限移譲項目

の検討、実施 

 

 

・政策調整機能を知事直轄に一元化 

・施策評価と予算編成の連携によるＰＤＣ

Ａの推進 

・同左 

 

 

・府立５病院の医師・看護師配置に係る裁

量権の拡大 

 

・同左 

 

・同左 

 

 

 

 

 

・同左 

 

11 

シンプルでフラット

かつスピーディーな

業務執行体制の整備 

・組織の責任と権限をより明確化し、

小規模な組織単位で基本的な業務が完

結することを視野において業務執行体

制の整備。 

・迅速な意思決定を確保するため、現

行の室・課体制の見直し、意思決定に

関与する中間職制の見直し。 

・スリムで機動的な組織運営を確保す

る観点から、非常勤職員の有効な活用

方策の検討。 

・現行の室課体制の検証と小規模組織の活

用 

・迅速な意思決定を確保するため、スタッ

フ職の適正配置 

・府退職職員の知識経験を非常勤職員とし

て有効活用する府退職職員・非常勤嘱託員

登録制度の創設 

・同左 

 

・同左 

・同左 

 

・同左 

 

・財務会計など、他の基幹システムについても電子決裁、電子文書保存の共通基盤を適用

⇒総務サービスセンターの出先機関運用のための対応 

12 

ＩＴ化によるＢＰＲ

の推進 

・電子決裁の導入により決裁手続きの

100％電子化を目指すなど、ペーパー

レス化と意思決定の迅速化を推進。 

（目標ペーパー６０％カット、本庁） 

 

・一人一台のパソコン配置などを契機

として、ＢＰＲについての目標管理制

度を導入・運用し、職員一人あたりの

生産性の１０％向上（処理時間ベー

ス）。 

・本庁において行政文書管理システム（電

子決裁・電子文書保存等）稼動 

（１５年１月試行運用）

・意思決定の効率化、決裁添付書類のスリ

ム化 

 

 

 

・本庁職員１人当たり平均約 200 時間/年

の可処分時間の創出を盛り込んだＢＰＲ実

行計画を策定（13 年度末）・推進 

 
・「ｅ－ふちょう」アクション・プラン実施

レポート等の策定により、進捗状況を確認

・システムの導入により保存文書は想定ど

おりペーパーレス化が図られたが、電子会

議や電子媒体のままでの情報活用等が普及

せず、全体的には緩慢な進展 

 

 

・同左（計画の時点修正） 

 

 

 

・同左 

・システム連携により、庁内の決裁件数の約

半分を占める財務会計事務等が電子決裁さ

れるため、より一層の保存文書のペーパーレ

ス化と意思決定の迅速化を推進。今後、電子

会議や電子媒体のままでの情報活用等によ

り、さらなるペーパーレス化をめざす 

・「ｅ－ふちょう」の実現（各種情報基盤の

概成） 

 ⇒ 16 年度当初より総務サービスセンタ

ー稼動 

・「ｅ－ふちょう」アクション・プラン等の

実施状況の総括 

 



３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度(実績見込) 平成 1６年度 
備考 

13 

シンクタンク機能を

強化した組織体質へ

の変革 

・府政のシンクタンク機能を強化する

ため、戦略的、計画的な人材養成。 

・情報発信機能強化に向けた人材養成。 

・職員の政策形成能力の向上に向けた取組

の推進 

・職員の広報プレゼンス能力強化に向けた

研修充実など 

・同左 

 

・同左 

・同左 

 

・同左 

 

14 

庁内の政策議論活性

化の促進 

・自主研修グループを支援する政策提

言サポートシステムや庁内ＬＡＮによ

る大阪維新電信室の積極的な活用。 

・政策提言サポートシステムの運用、研究

費用の助成、海外等調査研修の実施 

・維新電信室改革フォーラムの機能強化を

実施 

・同左 

 

・維新電信室の所管事務に職員の政策提言

支援機能を加える 

・同左 

 

・維新電信室が担う機能の活性化を検討 

 

15 

採用方策の多様化 ・年度当初の新規学卒者一括採用にこ

だわらず、内部での育成・登用が困難

な専門性の高い分野において民間人材

の登用など多様な採用方策の検討・実

施。 

・任期付研究員制度の導入 

・一般職の任期付職員制度の創設 

・任期付研究員制度の運用 

・一般職の任期付職員制度の運用 

・同左 前倒し・早期具体化等

一般職の任期付職

員制度の創設 

16 

能力・人物本位の登

用 

・思い切った若手職員の抜擢や役付職

員の降任制度の運用など。 

・新人事評価制度の有効活用及び、昇任基

準の弾力化や役付職員の降任制度の運用な

どによる、さらなる能力本位、人物本位の

人事管理の推進 

・同左  ・同左  

17 

多様で柔軟な人事管

理 

・職員の専門性を高めるため、異動年

限に過度にとらわれない柔軟な人事配

置。 

・ラインとスタッフ、企画立案と事業

実施など多様な人材を育成するコース

の設定。 

・事務系職員と技術系職員の交流など、

職種間の人事異動の促進。 

・国、都道府県、市町村、民間企業と

の人事交流の促進。 

・職域ごとの求められる専門性に応じた、

異動年限にとらわれない柔軟な人事配置 

・職員の政策形成能力の向上に向けた取組

の推進の中で多様な人材を育成するコース

の検討推進 

・事務系職員と技術系職員の交流など職種

間交流の拡大促進 

・新たな交流先の開拓による国、都道府県、

市町村、民間企業との人事交流の促進 

・同左 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 

 

・同左 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 

 

 

 

 
5



 6

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度(実績見込) 平成 1６年度 
備考 

18 

任用制度（昇任、昇格

など）の再構築 

・組織のフラット化などにも対応でき

る任用制度（昇任、昇格など）の再構

築。 

・的確な人事評価をもとに、能力や実

績をより反映した人事制度の確立。 

・国の公務員制度改革の動向を踏まえつつ、

現行の任用制度の見直しを検討 

・新人事評価制度を有効に活用した、能力

や実績をより反映した昇任管理の推進 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

19 

職員の生涯設計や新

たな能力開発の支援 

・職員自らが主体性を持って生涯設計

が行えるようライフプラン教育の充

実。 

・ＮＰＯ、ボランティア団体などの活

動への参加が促進されるような新たな

人事制度の検討。 

・ライフプランセミナーの充実に向けた検

討 

・ＮＰＯとの人材交流の仕組みづくりの検

討（職員のＮＰＯ派遣やＮＰＯ職員の受け

入れ） 

・ＮＰＯ活動への参加促進策の検討 

・ライフプランセミナー内容の充実、実施

 

・ＮＰＯとの仕組みづくりの具体化 

・同左 

 

・同左 

 

20 

活力のある職場の実

現 

・プロポーザル型人事異動や庁内リク

ルートシステムの整備。 

・幅広い分野への女性職員の配置や研

修の充実、職場環境の整備。 

・障害者が働きやすい職場環境の整備、

新たな職域開発に向けた検討。 

・健康や職場の悩みなどに関する総合

相談体制の整備。 

・チャレンジＪＯＢシステム（プロポーザ

ル型人事異動）の導入（14 年） 

・Ｅ-ボードシステム～やる気掲示板～（庁内

リクルートシステム）の導入（14 年） 

 

・「大阪府における女性の登用・職域拡大に

関する意識調査」の結果を踏まえた女性職

員の登用・職域拡大 

・女性職員のキャリアアップのための研修

の実施 

・障害者雇用率３％の目標達成に向けた、

積極的な身体障害者の採用選考。併せて、

引き続き、障害者が働きやすい職場環境の

整備、職域開発に努力 

 

 

 

・職員の総合相談窓口として「職員相談セ

ンター」を設置 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・目標としていた障害者雇用率３％を達成

したことを受け、今後は毎年度の一般行政

職の採用数の５％を目標として、積極的に

身体障害者を採用 

・併せて、障害者が働きやすい職場環境の

整備、職域開発に引き続き努力 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 

 

 

 

 

 

 

 



３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

３ 勤務条件     

21 

福利厚生住宅の廃止 ・民間住宅の供給状況など社会経済情勢

の変化を踏まえ、平成１６年度末までに

職員宅舎等を廃止。 

・職員宅舎 3 ヵ所、教職員住宅２ヶ所の

廃止 

 

 

・職員宅舎６ヵ所、独身寮３ヵ所、教職

員住宅７ヵ所の廃止に向けた協議調整 

 

・一部前倒しで敷地売却（教職員住宅･･･

就正寮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一部前倒しで敷地売却（教職員住宅…

狭山） 

・一部前倒しで敷地売却予定（教職員住

宅…深日） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

前倒し・早期具体化等

福利厚生住宅敷地の

売却 

22 

警察職員待機宿舎の整

備 

・待機宿舎の計画的集約化とＰＦＩ方式な

ど民間資金を活用することにより、効率的

に整備。 

・寝屋川待機宿舎の整備について、ＰＦ

Ｉ導入可能性調査検討を実施 

・寝屋川待機宿舎のＰＦＩ方式による整

備 

 

・待機宿舎の計画的集約化を推進すると

ともに、高い入居率維持の検討及び災害

時等における入居者の対応マニュアル

を整備 

 前倒し・早期具体化等 
ＰＦＩ方式による寝

屋川待機宿舎の整備

23 

健康管理業務の効率的

実施 

・職員健康診断を効率的、効果的に実施

するため、アウトソーシングを実施。併

せて、府職員互助会が設置する職員診療

所の抜本的見直し。 

・検診内容の充実 
・職員健康診断業務のアウトソーシング

を実施 

・職員診療所の機能縮小（内科、第２内

科のみ存続） 

  
平成 1４年度完了 

・新たな人事評価制度を早期に確立し、その評価結果を反映した、能力主義・成績主義に基づく給与制度を導入 

24 

能力、成績を反映した給

与制度の導入 

・職員がやる気をおこし、組織の活性化

につながるよう、職員の能力、勤務成績

が適切に反映される給与制度の確立。 

 ・評価結果を反映した内容で特別昇給を

実施 

 

前倒し・早期具体化等

職員の能力、実績を

給与制度（特別昇給

制度の運用）に反映

等 

 
全

 
 
 
廃

職 員 宅 舎…浅香山、滝井、千里、長田、岸和田、鴫野 

独 身 寮…謙受、節和、成美 

教職員住宅…箕面、茨木、泉北晴美台、門真、金岡、千

里、泉北三  原台

職員宅舎…小倉、神田、平池 

教職員住宅…深日、狭山 

 
 

 
7



３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

25 

超過勤務の縮減   ・事務の BPR などにより超過勤務の縮

減(原則 10％)を図り、手当総額の縮減 

（知事部局等） 

・超過勤務の上限目標時間の設定 

・ＩＴ化を契機とする本格的なＢＰＲの

実施 

･要綱、指針の策定による縮減方策の例

示や手続の適正化に努めるとともに「ゆ

とりの日」の実施など管理監督者を含め

た職員の意識啓発を行い、縮減に向けて

取組を進めた結果、相当の縮減が図られ

たが、新たな業務への対応などにより、

8.4％の実績 

 

 

・「過重労働による健康障害防止のため

の総合対策」実施 

･引き続き目標達成に向けて様々な取組

を進める 

26 
通勤手当の支給方法の

変更 

・現行 1 ヵ月定期分の支給を 6 ヵ月定

期分へ転換することによる、支給総額の

縮減。 

・全任命権者一斉に 4 月実施 

（全職員対象） 

 

 

 

 
平成 14 年度完了 

27 

早期勧奨退職制度（選択

定年制）の実施 

・職員の年齢構成や現在の厳しい財政状

況を踏まえ、人事の刷新、公務能率の向

上、財政負担の軽減等を図る観点から、

時限的（平成 13 年度から 3 ヵ年）に

早期勧奨退職制度（選択定年制）を実施。 

・早期勧奨退職制度を活用し、職員の年

齢構成の是正や人事の刷新を図る。（13

年 10 月条例改正済、13～15 年度末ま

で適用） 

退職者数１,０４０人 

（13 年度末 全任命権者計） 

 

 

 

 

退職者数 1,6９４人 

（14 年度末 全任命権者計） 

 

 

 

 

退職者数見込 1,700 人 

（15 年度末 全任命権者計） 

 

 8
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

４ 出資法人の改革 
集中取組期間内に法人数(現行７９法人)を概ね２割削減する  概ね半減（計画期間内） 

事業を徹底して見直した上で、法人の必要性や

活用のメリットを精査し、経営効率化の観点か

ら廃止や統合、民営化を進める。 

また、府の法人指導の実効性を高めるとともに

自立的運営を促進するため、府の関与を見直

す。 

 

実施済の法人 

解散 

(財)大阪府ポートサービス公社 

（13 年度末）

（14 年度残余財産寄附採納）

岸和田港木材倉庫(株)（13 年度末）

（14 年度分配金収入）

(財)大阪府私学振興会（14 年度末）

(株)松原食肉市場公社（13 年度末）

統合 

(財)大阪府文化財調査研究センター

(財)大阪府博物館協会（14 年度当初）

自立・民営化 

(福)大阪府社会福祉事業団 

         （14 年度当初）

関与の見直し（14 年度当初） 

(財)紀の川水源地域対策基金 

(財)琵琶湖・淀川水質保全機構 

(財)大阪府こども会育成連合会 

りんくう国際物流(株) 

実施済又は実施予定の法人 

統合 

(財)大阪府住宅管理センター 

(財)大阪府建設監理協会 

（15 年度当初） 

(財)大阪コンベンション・ビューロー 

※(社)大阪府観光連盟 

(社)大阪観光協会（15 年度当初） 

関与の見直し 

大阪府漁業信用基金協会 

（15 年度当初） 

自立・民営化 

(株)大阪泉大津フラワーセンター 

          （15 年度末） 

(財)阪南医療福祉センター 

          （15 年度末） 

事業の民間移譲 

  (財)大阪府保健医療財団 

（新千里病院） 

（15 年度当初) 

検討している法人 

自立・民営化 

(財)大阪みどりのトラスト協会 

関与の見直し 

(財)地球環境センター 

 

解散 

※(財)大阪勤労者職業福祉センター 

※(財)大阪府勤労者福祉協会 

 

抜本的にあり方検討をすすめる法人 

28 

３つの削減目標 

法人数の削減 

(財)大阪府男女共同参画推進財団⇒NPO との協働による事業展開を進める観点から法人のあり方を検討する 

(財)大阪府青少年活動財団⇒公の施設改革に併せ、効率的な法人運営を図る観点から法人のあり方を検討する 

※(財)大阪府文化振興財団⇒大阪センチュリー交響楽団の運営改革を進め、法人のさらなる自立的経営を促進しつつそのあり方を検討する 

(福)大阪府障害者福祉事業団⇒府立社会福祉施設の民間移行などの検討とともに法人のあり方検討を行う 

※(財)大阪勤労者職業福祉センター、(財)大阪府勤労者福祉協会⇒宿泊・研修等施設を運営する法人として国の動向や経営改善状況を見極めながら法人のあり方を検討する 

(財)大阪府下水道技術センター⇒府内市町村の下水道整備の進捗状況等を踏まえ、法人のあり方を検討する 

(財)大阪府千里センター、(財)大阪府泉北センター、(財)大阪府臨海・りんくうセンター 

⇒地元市町、民間等との役割分担を明確化し、法人の統廃合も視野に入れて法人のあり方を検討する 

※大阪府住宅供給公社、(財)大阪府住宅管理センター 

⇒公共賃貸住宅ストックの一元的・効果的な活用により、府民・入居者サービスの向上及び効率的な業務執行体制の確保を図るため、府営住宅と公社賃貸住宅の一

元的管理システムを構築し、両法人を平成 17 年度当初を目途に統合する方向で検討を進める 

(財)大阪がん予防検診センター⇒本府の健康指標の動向を踏まえ、事業のあり方及び法人のあり方を検討する（経営改善計画の前倒し改定。平成１４年度完了） 

※(財)大阪府保健医療財団⇒新千里病院移譲後の法人のあり方について検討を行う 

 
前倒し・早期具体化等 
(財)大阪府ポートサー

ビス公社の解散・清算

に伴う収入 
岸和田港木材倉庫㈱)解
散・清算に伴う収入 
 
※は「さらなる取組」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前倒し・早期具体化等 
(財)大阪がん予防検診

センター経営改善計画

の前倒し改定 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

集中取組期間内に、事務事業の見直し等により役職員数を概ね４００名削減（▲８％）する 

別途、自立・民営化（(福)大阪府社会福祉事業団など）により役職員数を削減する 

29 

３つの削減目標 

役職員数の削減 

 

 概ね２割削減（計画期間内） 

事業の見直し、経営の効率化の観点からスリ

ム化を図る。 

このため、法人の職員採用は原則として行わ

ない。 

あわせて、早期勧奨退職制度の導入を図る。 

約２３０名削減 

・法人の統廃合による削減 

・各法人の事務事業見直しによる削減

・経営改善による削減 

  ((財)阪南医療福祉センター等) 

約３５０名削減 

同左 

 

 

    (大阪府土地開発公社等)   

 

同左 

 

 

((財)大阪府保健医療財団等) 

 
 
前倒し・早期具体化等 
役職員数の削減 

集中取組期間内に、事務事業の見直し等により、府からの補助金・委託料の１割削減を達成(概ね２０億円削減) 

30 

３つの削減目標 

府からの補助金、委託料

の削減 

 ３年間で１割削減（一般財源） 

事業そのものの政策的必要性など徹底した評

価を行う。 

法人活用の妥当性を精査するとともに、効率

化を図り、府の財政負担を軽減する。 

▲１１億円（１３年度当初予算比） 

・事務事業の見直し、人員削減、公の

施設改革等による 

▲１５億円（１３年度当初予算比）

・同左 

 

▲２８億円（１３年度当初予算比）

・同左 

 

 

31 

５つの経営改善プラン

経営計画・経営目標の策

定、経営評価の実施、公

表 

 法人の経営責任の明確化や自立的運営を

促進するとともに、運営の状況等を公表する

ことにより透明性の向上を図るため、１４年

度からの導入を促す。 

 役員に業績評価制度を導入し、経営目標の

達成度合い等に応じた報酬への反映の仕組み

づくりを促進する。 

・５０％以上出資している法人等（３

４法人）について、１４年度の経営目

標を策定し公表した 

・１４年度経営目標策定・公表した

法人等については、達成状況を公表

・対象法人の範囲を４７法人に拡大

し、経営目標を策定・公表 

・１６年度にその実績を評価する 

・役員の業績評価制度を試行的に導

入する 

 

公の施設の管理運営業務等について可能な限りの民間委託 

32 

５つの経営改善プラン

民間活力の導入による

効率化 

費用対効果を改善するため、アウトソーシン

グ等により効率的・効果的に実施できる業務

は民間に委ねる。 実施済の施設 

青少年海洋センターファミリー棟 

(14 年度当初)

 

実施済の施設 

※里山の自然学校「紀泉わいわい村」

(15 年度当初) 

検討している施設 

※体育会館（１６年度当初） 

羽衣青少年センター 

府民牧場（一部事業） 

 

 

※は「さらなる取組」 

民間人材の役員等への登用促進 

33 

５つの経営改善プラン

役員等の民間人材の登

用、公募制の導入 

 民間経営のノウハウを積極的に活用し、経

営体質の改善を図るため、役員等への民間人

材の登用を行う。 

 法人の代表者への府職員の兼務は、法人自

立の観点から基本的に廃止する。 

実施済の法人 

(財) 大阪府文化振興財団 

(財)大阪府保健医療財団 

(社)大阪国際ビジネス振興協会 

(財)大阪みどりのトラスト協会 

大阪府漁業信用基金協会 

      

等 

検討している法人 

(財)大阪みどりのトラスト協会 

(株)大阪府食品流通センター 

              等 

 

 

34 
５つの経営改善プラン

給与体系の見直し 

・法人の効率的・機動的な運営改善を図るた

め、府に準じた給与体系を改め、法人の経営

実態に応じた給与体系の導入に努める。 

成果主義を導入した給与体系のモデルを策定し、具体的に法人への適用・導入 
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３ヶ年の具体的取組内容  番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度  
・給与制度の見直しと併せ、法人プ

ロパー職員の人事交流制度を創設 

・出資法人の経営改善を進めるため

のグループファイナンスの実施(下図

参照) 

・人事交流制度に基づく法人プロパー

職員の人事交流の実施 

・対象法人、対象資金の拡大によるグ

ループファイナンスの拡充 

 

35 

５つの経営改善プラン

法人間連携の強化、グル

ープファイナンスシス

テムの検討 

 法人間の連携を強化するため、法人間の人

事交流を積極的に行い人材の流動化を図る。 

 資金の運用・調達コストの効率化を図るた

め、グループファイナンスの仕組みの検討を

行い、導入を目指す。 

日々の運転資金等を集中し運用するキャシュマネジメントシステム（ＣＭＳ）

（全国初）

法人の決済資金・運転資金（参加法人:2６法人） 

融資（運用） 

統括法人に集中              運用・調達あわせて効果額約６億円 

融資（調達）                 （1５年度）

資金を必要とする法人 

 

証券化等を活用したシステム 

証券化により資金調達を行う法人（大阪府住宅供給公社） 

 

金融機関等により証券化    運用・調達あわせて効果額約８億円 

証券（債券）購入＝運用            （14 年度）

法人の基本金・基金（発足時参加法人：13 法人）   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

備考 
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３ヶ年の具体的取組内容  番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度(実績) 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度  

■重要課題を有する法人 

36 

㈱松原食肉市場公社 牛肉輸入自由化等による流通の変化により取

扱い頭数が減少し、毎年度赤字を計上、累積赤

字が膨らんでいる。 府民への安全で良質な食肉

の安定供給という市場の役割を踏まえつつ、抜

本的な見直しが必要である。 

そのため、集荷頭数の確保、施設効率を高める

ための市場の集約化や、民営化を基本とした経

営の効率化など、他市場との競争に耐えうる経

営への見直しも含め検討する必要がある。 

なお、見直しにあたっては、松原・羽曳野両

市など関係機関等とも十分協議しつつ、現在の

債務の処理、法人経営基盤強化のための支援の

あり方について、国の補助など公的支援の仕組

みの活用も含め、さらに検討を行い、抜本的な

対策を講じていく。 

・松原市場と羽曳野市場を集約 

・市場の民営化 

・(株)松原食肉市場公社の解散 

(１３年度末) 

  平成１3 年度完了 

37 

大阪府土地開発公社 公社の代替地差損処理については、公社が府の

包括的な指導・監督のもと、府と一体となって事

業を推進する団体であること及び外部監査の指摘

などを踏まえ、府として支援を行うこととし、今

後 10 年間を目途に計画的に処理を行っていく。 

・未利用の代替地について、引き続き

市町村等への情報提供を行うととも

に、今後１０年間で売却処分を行う 

14 年度末までの処分 

処分金額（簿価） 

80 億円／290 億円(全体) 

 

 

 
 

15 年度処分見込（簿価） 

17 億円 

 

15 年度末までの処分累計（予定）

処分金額（簿価） 

97 億円／290 億円（全体） 

 
 
 
 

 

 

38 

大阪府住宅供給公社 公社については、自主努力を基本に経営改善を

計画的に進めることとし、府は住宅施策の観点か

ら老朽賃貸住宅の建替促進策を講じる。 

今後の公社の役割については、新たな分譲住宅

事業からは原則として撤退し、賃貸住宅について

は、高齢者等への住宅供給に重点を置いたストッ

クの有効活用を図る。 

・公社の経営改善計画に基づき、着実

な経営改善の実施（１２６．９億円）

 

・公共賃貸住宅ストックの一元的・効

果的な活用を図るため、法人のあり方

を検討する 

・公社の経営改善計画に基づき、着実

な経営改善の実施（３０．９億円） 

 

※公共賃貸住宅ストックの一元的・効

果的な活用により、府民・入居者サー

ビスの向上及び効率的な業務執行体

制の確保を図るため、府営住宅と公社

賃貸住宅の一元的管理システムを構

築し、住宅管理センターと平成 17 年

度当初を目途に統合する方向で検討

を進める 

  

 

 

※は「さらなる取組」 

備考 
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３ヶ年の具体的取組内容  番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度(実績) 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度  

39 

(財)大阪府住宅管理セン

ター 
 住宅管理センターは、府営住宅約 13 万戸の

入居管理及び維持管理を府から一括受託してい

るが、地域業者の選定における競争原理の導入、

契約手続の公平性・透明性の確保及び駐車場の

賃料の見直しが課題となっている。 

このため、日常的、緊急的な修繕に対応する地

域業者の選定については、業者間の競争性の導

入を図るため、入札の方法や業者枠の拡大等の

検討を行うとともに、手続の公平性・透明性の

確保に努める。 

府営住宅の駐車場については、駐車場未整備

団地の整備を早期に進め、今後 3 ヵ年を目途に

民間や公的住宅の動向を踏まえ使用料を改定

し、負担の適正化に努める。 

住宅管理事務所を中心とする府営住宅管理の

あり方については、入居者サービスの確保を図

りながら、入居者の高齢化や施設の老朽化など

の状況変化に対応した、より効率的な業務執行

体制の検討を進める。 

・契約手続きについては、公平性、

透明性などの観点から改善を実施済

み 
・緊急修繕業者(地域業者)制度につ

いては、競争性などの観点から競争

入札の導入などの改善を１３年度よ

り順次実施 

 

 

 

 

・駐車場未整備団地の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・府営住宅管理についてより効率的

な業務執行体制を確立する観点か

ら、法人のあり方を検討する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・府営住宅の一貫した管理システム

(建設時の工事監理から入居後の維

持管理、補修まで)を構築するため、

１５年度当初に(財)大阪府建設監理

協会と統合した 

※(財)大阪府住宅管理センターと大

阪府住宅供給公社は１7 年度当初を

目途に統合する方向で検討を進める 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・駐車場使用料を改定し、負担の適正

化を実施 
 

 

40 

(財)大阪府建設監理協会 工事監理業務については、府から建設監理協

会に全て一括して委託を行った上で、さらに一

部を民間に補助委託していることから、協会に

一括委託する必要性、効率性について再検討する。 

当面、建設監理協会から民間への補助委託に

ついては、透明性を確保するため、府から直接

民間に業務委託する方式に改める。 

また、今後、公共建築工事の監理については

工事量の減少や入札･契約適正化法に基づく工

事監理の重要性の高まりを踏まえ、府が民間を

活用しながら直接監理していくことも視野に入

れて条件整備を行う。 

このため、建設監理協会については、整理・

統合を含め法人のあり方を抜本的に検討する。 

工事監理業務について、 

・協会がこれまで民間へ補助委託し

ていた業務は府から直接発注 

・一般建築関係は府の直接執行を検

討 

・府営住宅関係は管理業務との一体

的な執行を検討 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

・府営住宅の一貫した管理システム(建

設時の工事監理から入居後の維持管

理、補修まで)を構築するため、協会の

業務を整理し、(財)大阪府住宅管理セ

ンターと１５年度当初に統合した 

  

備考 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

1 

企業局事業の収束 ・企業局の事業全体で２，０７９億円の財源不

足が生じるため、公共施設の整備・活用などの

措置を講じるとともに、局出資法人の財産活用

など可能な限りの取り組みを進める。 

 

・りんくうタウンおよび阪南スカイタウンの事

業計画を抜本的に見直し、分譲促進に最大限努

力し早期事業終結を目指す。 

 

・水と緑の健康都市については、地元協議を進

め見直し案の確定に努めるとともに、平成 14

年度当初を目途に現行企業会計から分離し別

会計への移管を検討する。 

 

・これらの取り組みにより、行財政計画期間（平

成２３年度）を目途に企業会計を廃止し、他会

計への移行を図る。 

 

・今後事業進捗に応じ機動的に組織を再編し、

企業局組織の廃止と他部局への事業移管を図

る。 

○りんくうタウン 

「りんくうタウンの活用方針と事業

計画の見直し（案）」に基づき、戦略

的な企業誘致活動を展開 
・誘致活動として「１万社ローラー作

戦」を引続き実施 
・誘致対象範囲を東京圏、名古屋圏な

ど全国に拡大 
・民間機関・人材を活用 
・立地インセンティブのエリア拡大 
・企業が進出しやすい環境を整えるた

め、地元市町と連携し、実需要に応じ

て土地利用に関する規制緩和につい

て検討 
 

 

 

◆契約実績：２社[面積：約０.３ha] 

 
 

○阪南スカイタウン 

・新住宅市街地開発事業の事業計画等

の変更（事業施行期間、資金計画） 
【住宅用地】 
・街の早期熟成を図るため、一般定期

借地を引き続き募集 
 

◆契約実績：16 区画[面積：約０．４ha] 
 
 
【特定業務施設用地等】 
・地元市と連携した助成制度や税制優

遇など企業立地のインセンティブ

を活用し、企業誘致を行った 
 
 
 
 

◆契約実績：なし 

○りんくうタウン 

 
 
 
・産業用地に事業用定期借地権方式を

本格導入 
・まちづくり促進事業会計を新設し、

同会計に順次産業用地を移管 
・立地インセンティブの拡充（賃料減

額制度の導入等） 
・一万社ローラー作戦のフォローアッ

プや民間機関の情報を活用した対象

企業を絞った誘致活動の展開 
・国際交流特区の認定 

（公有水面埋立地の用途変更等の柔

軟化事業等） 
 

◆契約実績<H16. 2.16 現在>： 

１１社[面積：約２１．４ha]

 
○阪南スカイタウン  

・新住宅市街地開発事業の都市計画の

変更（土地利用計画） 
【住宅用地】 
・分譲価格を見直し新価格を設定 
・民間への販売代理方式の導入 

 
◆契約実績<H16. 2.16 現在>： 

３３区画[面積：約０．７ha]

 
【特定業務施設用地等】 
・産業用地に事業用定期借地権方式を

本格導入 
・まちづくり促進事業会計を新設し、

同会計に順次産業用地を移管 
・立地インセンティブの拡充（賃料減

額制度の導入等） 
 

◆契約実績<H16. 2.16 現在>： 

１社[面積：約０．３ha] 

○りんくうタウン 

 
 
 
・引き続き事業用定期借地権方式と拡

充したインセンティブ等を最大限

活用し、企業誘致の促進に努める 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

○阪南スカイタウン 

 
 
【住宅用地】 
・引き続き民間ノウハウを活用しなが

ら分譲促進に努める 
 
 
 
 
【特定業務施設用地等】 
・引き続き事業用定期借地権方式と拡

充したインセンティブ等を最大限

活用し、企業誘致の促進に努める 
 
 
 

 
前倒し・早期具体化等 
 
 
企業誘致促進方策を

展開し、企業立地促

進を図った 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住宅用地の価格を見

直し分譲促進を図っ

た 
 
 
 
 
 
 
 
企業誘致促進方策を

展開し、企業立地促

進を図った 
 

「負の遺産」を整理 
～問題を先送りせず、企業局事業を収束～ 

～府主導の新たな面的開発と決別～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

1 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○水と緑の健康都市 
・現行の企業会計から特別会計へ移管 

平成１４年度完了 
・地権者、地元をはじめ箕面市等関係

機関と、協議を進め、都市計画変更

(案)及び事業計画変更(案)を作成 

○二色の浜 

・産業用地に事業用定期借地権方式を

本格導入 
・まちづくり促進事業会計を新設し、

同会計に順次産業用地を移管 
・立地インセンティブの拡充（賃料減

額制度の導入等） 
 

◆契約実績<H16. 2.16 現在>： 

２社[面積：約７．１ha] 
 
○水と緑の健康都市 
 
・都市計画及び事業計画を変更 
 
・本事業の整備手法として、コスト縮

減の視点から、ＰＦＩを視野に入れた

「民間活力」の導入可能性を検討 

○二色の浜 

・引き続き事業用定期借地権方式と拡

充したインセンティブ等を最大限

活用し、企業誘致の促進に努める 
 
 
 
 
 
 
 
○水と緑の健康都市 
 
・事業計画（変更後）に基づく造成等

工事を実施 
・ＰＦＩ実施本格検討 

 
前倒し・早期具体化等 
 
企業誘致促進方策を

展開し、企業立地促

進を図った 
 
 
 
 
 
 
見直し案の確定に伴

う法手続きの完了 
 
 
[※１９年春 
一部まちびらき予定] 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

2 

住宅供給公社の経営改善 ・今後 10 年で５０９億円（総額９９７億円）

の損失が見込まれるため、余剰地処分など公社

資産の有効活用や事業資金コスト軽減など、経

営改善計画に基づく取り組みを進め、損失の計

画的処理を図る。 

・府は賃貸ストックの有効活用の観点から、公

社の老朽賃貸住宅の建て替え促進策を講じる。 

○公社資産の有効活用（73.2 億円）

・老朽化した公社賃貸住宅の建替促進

を図りつつ、土地の有効利用に伴う余

剰地等を処分 

・未契約分譲住宅の市場価格への見直

しを行い、分譲を促進 

 

○経営合理化・適正化（37.1 億円）

・特定優良賃貸住宅の家賃の見直しと

入居促進 

・一般賃貸住宅家賃等の適正化 

・人件費等一般事務費節減 

 

○事業資金コストの軽減（16.6 億円）

・既借入金の低金利資金への借換 

 

 

○公社資産の有効活用（7.8 億円） 

・老朽化した公社賃貸住宅の建替促進

を図りつつ、土地の有効活用に伴う余

剰地等を処分 

・未契約分譲住宅の市場価格への見

直しを行い、分譲を促進 
 
○経営合理化・適正化（3.1 億円） 

・特定優良賃貸住宅の家賃の見直しと

入居促進 

・一般賃貸住宅家賃・駐車場使用料の

適正化 

・人件費等一般事務費節減 

○事業資金コストの軽減(20 億円) 

・既借入金の低金利資金への借換 

 
 

 

 

3 

土地開発公社の代替地差

損の処理 

・代替地処分に際し、地価下落に伴う差損が生

じるため、公社内の引当金を充ててもなお不足

する額については、府が支援することとし、今

後 10 年間を目途に計画的に処理を行う。 

・未利用の代替地について、引き続

き市町村等への情報提供を行うと

ともに、今後１０年間で売却処分を

行う 

 

  １４年度末までの処分 

   処分金額（簿価） 

   ８０億円/290 億円(全体) 

 

 

 
 
 
 

15 年度処分見込（簿価） 

１７億円 

 

15 年度末までの処分累計（予定） 

処分金額（簿価） 

９７億円／290 億円（全体）

 

 
 
 
 

 

 



３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 新たな自治システム、 ２ 市町村との新たなパートナーシップの構築 

1 

これからの大都市自治シ

ステムの研究 

・住民の立場にたって、新しいタイプの「大阪

都」構想や府市連合など、これからの大都市の

自治システムについて研究。 

・府･大阪市で研究会設置（13 年１１

月） 

・同研究会において、施策の連携・共

同化や権限の再配分、制度改正を検討

するとともに、新しい大都市自治シス

テムについて検討 

・府県における広域行政のあり方につ

いても引き続き検討 

・研究会におけるこれまでの検討状況

と今後の研究課題を明らかにするた

め「中間整理」を公表 

・大阪市内の 6 河川の管理権限を大阪

市へ移譲するとともに、４項目の権限

移譲について具体的に協議 

 

・研究会において、最終報告をとりま

とめ、併せて国への提言・要望 

 

 

 

前倒し・早期具体化等

大阪市に対する権

限移譲 

2 

市町村の行財政基盤の充

実・強化に向けた支援 

・中核市・特例市への円滑な移行に対する支援。 

・市町村への権限移譲の推進。 

・高槻市の中核市移行に対する支援

（市職員に対する移譲事務に係る研

修の実施、府職員の派遣など） 

・大阪版地方分権推進制度を活用した

権限移譲の推進 

（まちづくり関係を中心に、１１事務

を１５団体に移譲） 

 

 

 

 

 

（15 事務を３３団体に移譲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

前倒し・早期具体化等

市町村に対する権限

移譲 

3 
自主的・主体的な市町村

合併の推進 

・気運の醸成、合併推進事業補助金等による具

体的な検討に対する支援、及び合併後のまちづ

くりへの支援。 

合併特例法の期限（１６年度末）を視野に、地域の取組状況に応じた支援 

 

・合併に向けた気運の醸成 ・合併協議会等への支援 ・合併後のまちづくりへの支援 

 

新しい行政システム「大阪モデル」づくり 

～21 世紀の府県像を目指して、透明で分かりやすい行政経営～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

（政策形成の協働） 

・少子高齢社会における持続可能な健康福祉施

策体系の確立をめざし、福祉医療費助成制度の

あり方などについて、府・市町村の連携のもと

研究する。 

・福祉医療費助成制度や地域福祉施策

など、持続可能な健康福祉施策体系の

あり方について、市町村との共同研究

を行い、報告書をまとめた 

   平成 14 年度完了

・府と市町村が参加する新たな情報化

の共同取組組織として大阪電子自治

体推進協議会を設立。ＬＧＷＡＮ府域

ネットワークの構築予備調査や情報

システムの共同研究等の実施 
 
 

・ＬＧＷＡＮ府域ネットワークの共同

整備・全市町村展開を完了。調査研究

の結果を踏まえた共同利用、電子入札

情報システム等の共同開発を実施中 
（府内７市の電子入札システムを共同

で開発） 

・共同取組システム・サービスの拡充

 

 

 

（府内７市の電子入札システム稼動

（予定）） 

 

・府・千早赤阪村で、金剛山関連事業

活性化について協働で調査、検討 

 

 

 

 

・金剛山関連事業活性化に向けた推進

体制の検討 

・村営施設のプロポーザル方式による

民間活力の導入 

 

（サービス提供の協働） 

・府と市町村が参加する地域情報ネットワーク

の構築、情報システムの共同開発、及び情報サ

ービスの連携に向け、これまでの共同事業（オ

ーパススポーツ施設情報システム）を発展・継

承させ、新たな共同取組推進組織の設立を検討

する。 

・地元市町村が行う地域の活性化検討にあわせ

て、地域に密着した府立施設について、サービ

スの向上、経営改善の視点から、その活性化方

策について、府と地元市町村が協働で検討する

（例：府民の森「ちはや園地」）。 

・同和問題解決のための施策をはじめ人権施策

について、府と市町村が密接に連携しながら、

人権相談のネットワークの構築を図るなど、効

果的な推進に努める。 

・府と市町村の人権相談のネットワー

クを構築 
・府同和対策審議会答申（13 年 9 月）

を踏まえ、きめ細かな人権啓発､相談

を図る観点から、（財）大阪府人権協

会について、府と市町村が人権施策を

推進するための協力機関として位置

付け、市町村とともに支援 

・人権相談のネットワークの充実 

 

 

  

4 

市町村との協働 

（マネージメントの協働） 

・新たに市町村に移行するサービス（精神保健

福祉業務の一部）の円滑な提供に向け、市町村

間の連携と応分の負担のもと、府の専門マンパ

ワーを有効に活用する。 

・精神保健福祉業務の一部市町村移管

に伴う人的支援（１４年度から１６年

度までの最長 3 年間） 

 

 

  平成 16 年度完了 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 項目 計画における基本的考え方 
平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 

備考 

■府民との対話等 

・インターネットを活用した広報広聴

の充実 

 

 

 

 

 

・府政の情報発信を強化し、戦略的・

効果的な広報広聴を実施するため、広

報戦略アドバイザーを設置するとと

もに、職員の広報 PR 能力の向上のた

めの研修を実施 

 

・府ホームページを利用しやすくわか

りやすいものへリニューアル 

・府政の動き、知事のコラムなど最新

情報を伝えるメールマガジン「府れっ

しゅレター」を創刊 

・報道提供資料提供の電子化を実施 

 

・危機事象発生時における効果的なパ

ブリシティ活動の展開のため、職員研

修を実施 

・府ホームページのユニバーサルデザ

イン化の推進、提供内容の充実 

 

 

 

 

 

 

5 

府政の情報発信機能の強

化 

・府民と府政のコミュニケーションを深め、府

としてのアカウンタビリティ（説明責任）をよ

り一層果たすため､府政の情報発信機能を強化。 

・東京事務所と連携した広報機能の強

化（１４年６月に東京アドバイザリー

スタッフを設置し、府政の重要課題の

取り組み状況などについて情報提供

するなど首都における情報発信機能

の強化に努めた） 

・京阪神や首都圏の知事等と連携し、

国に対し政策提言を行い、その実現を

働きかけるなど積極的に府政の情報

発信に努めた 

・今後とも京阪神や首都圏の知事等と

の連携を強化し、国に対し政策提言を

行うなど府政の情報発信に努める 

前倒し・早期具体化等

インターネットを活

用した情報発信の強

化 
 

 

 

 

6 
「府民電子会議室」の充

実 

・府民がインターネット上で府政の課題につい

て議論する「府民電子会議室」をさらに充実。 

・12、13 年度の試行実施を踏まえ電

子掲示板方式で府民電子会議室の実

施 

・府民電子会議室を継続して実施   

・「わいわいミーティング」を継続的

に実施 

・「わいわいミーティング」ＨＰを充

実させるため、学生ボランティアの協

力により「動画」を導入 

・知事と府民との対話事業の充実  

7 

「わいわいミーティン

グ」をはじめとする広聴

の充実 

・知事と府民との対話事業である「わいわいミ

ーティング」を充実するとともに、府政や手続

に関する問い合わせ・相談をインターネットで

受付、回答する電子相談を充実する。 ・すべての本庁相談窓口のホームペー

ジに FAQ（よくある質問に対する回

答集）を整備 

・相談メールの進捗管理等､電子相談

システムの検討 

・電子相談のホームページにおいて、

メール相談窓口及び FAQ を整備する

など、電子相談を実施（メール相談窓

口：２４箇所、FAQ：２８箇所） 

・電子相談窓口、FAQ の整備推進 

 

 

8 

ITを活用した情報公開の

推進 

・電子メールでの情報公開請求の受付やインタ

ーネット上での文書の公開を実施。 

・府が保有する文書目録をホームペー

ジへ登載し、文書目録からの、文書閲

覧、行政文書公開請求等を行える「情

報公開システム」の構築 

・本庁における「情報公開システム」

の運用開始（11 月） 

・本庁における「情報公開システム」

の運用 

・出先機関で「情報公開システム」の

運用開始 

 

9 

パブリックコメント手続

の実施 

・府民に関わりの深い計画等については、事前

に内容を公表し、府民の皆さんの意見や情報を

広く聞くパブリックコメント手続を実施。 

・引き続き要綱に基づき実施    

 

必要に応じて充実を図る 
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13 

行政コスト情報の提供 ・平成 12 年度に民間企業の貸借対照表にあた

るバランスシートを作成し公表したところであ

るが、行政運営の効率性を判断する材料として、

また、コスト情報の提供手法として、減価償却

などを含めた、主な施策分野ごとのコストなど、

損益計算書にあたる「行政コスト計算書」の作

成をすすめる。 

・総務省研究会の作成方針に基づき、

「普通会計行政コスト計算書」及び企

業会計を含む「地方公共団体全体のバ

ランスシート」をはじめて作成し、公

表（13 年 11 月）。 

以降、毎年度実施 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１３年度完了

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 項目 計画における基本的考え方 
平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 

備考 

３ 施策の進行管理システム 

10 

総合的な行政評価の実施

による進行管理システム

の整備 

・総合計画と予算編成との連携を図る施策評

価・建設事業評価の実施により、PDCA サイク

ルを確立するとともに、評価によって得られた

客観的な情報によって、重点的に取り組むべき

施策を選択するなど施策の再構築を図り、施策

の企画立案・実施に関する透明性を高めていく。 

＜施策評価＞ 

・施策ごとに施策目標を設定し、施策目的を達

成するための手段である事務事業について、施

策目的に対する寄与度を踏まえた優先順位付け

を行うことにより、資源配分の方向性（重点化、

見直し、新規事業の展開）を明確にする。 

・また、施策目標に対する達成状況や施策に対

する社会的ニーズの状況などを点検するととも

に、施策に関する情報を府民に提供する。 

・１３年度評価結果を引継ぎ、施策目

標を設定するとともに、施策目標の達

成手段である事務事業の優先順位付

けを精査 

 

 

 

・評価作業を通じ、府が集中的に取組

む施策分野を選択するための情報提

供機能を果たす 

・14 年度評価結果を引継ぎ、施策目

標に対する達成状況を点検するとと

もに、施策目標の達成手段である事務

事業の優先順位付けを精査 

 

 

 

 

 

 

 

・13～15 年度における施策目標に対

する達成状況も踏まえ、新たな目標を

設定 

・また、目標達成のため、手段である

事務事業の優先順位付けを再点検 

 

 

 

 

 

 

 

11 

建設事業評価による適正

なチェックシステム 

・新規のプロジェクト及び一定規模（事業費 10

億円）以上の建設事業について、着手までに外

部の専門家等による事前評価を行い、事業実施

の可否を決定する。 

・また、従来の建設事業再評価に加え、大幅な

計画変更を要するプロジェクトについても、必

要に応じ、外部の専門家等による評価を実施す

る。 

・13 年度から導入した事前評価を

本格実施 

・完了した事業を評価して改善措置

や計画立案に反映させる事後評価の

ケーススタディ 

・プロジェクトについて、事前・事

中評価を適宜実施 

・事前評価、事中（再）評価に加え

て、事後評価の導入を図り、総合的

な建設事業評価システムとして運用

 前倒し・早期具体化等

総合的な建設事業

評価システムの充

実（事後評価の本

格導入） 

12 

公営企業の経営評価によ

る経営の効率化やサービ

ス向上 

 

・公営企業（病院、市場、水道事業）について、

経営の効率化と提供するサービスの質の両面に

おいて、その改善内容を表す指標とそれぞれの

目標を設定する。 

・また、評価にあたっては、外部の専門家等に

よる評価を活用し、目標に対する達成状況など、

分析・点検を行う。 

・目標に対する達成状況を分析・点

検し、具体的な改善を行った 

 

・目標に対する達成状況を分析・点

検し、具体的な改善を行う 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 項目 計画における基本的考え方 
平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 

備考 

13 

行政コスト情報の提供 ・平成 12 年度に民間企業の貸借対照表にあた

るバランスシートを作成し公表したところであ

るが、行政運営の効率性を判断する材料として、

また、コスト情報の提供手法として、減価償却

などを含めた、主な施策分野ごとのコストなど、

損益計算書にあたる「行政コスト計算書」の作

成をすすめる。 

・総務省研究会の作成方針に基づき、

「普通会計行政コスト計算書」及び

企業会計を含む「地方公共団体全体

のバランスシート」をはじめて作成

し、公表（13 年 11 月） 

・以降、毎年度実施 

 

・公の施設について、各施設運営に

かかる収支について公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 14 年度完了

14 

入札・契約業務の適正化 ・公共工事入札･契約事務改善の基本方向に基づ

き、入札･契約に係る第三者からなる入札監視機

関の設置等により、公共工事の入札及び契約の

適正化の推進を図る。 

・入札監視委員会・公正職務執行確

保委員会（13 年度設置）の運営及

び入札・契約制度の改善等により、

公共工事の入札・契約業務を適正化

 

・電子入札のシステム設計・開発 

 

 

 

 

 

・電子入札の一部導入 

 

 

 

 

 

・電子入札の適用拡大 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 施策の抜本的な見直し 

1 

再生戦略会議の設置 ・行財政計画の進捗状況や財政収支の見通し等

を踏まえながら、施策評価の結果に基づいて、

施策の再構築をすすめ、集中的な取組が必要な

施策分野への限られた財源の効果的・効率的な

配分を議論する場として「再生戦略会議」を設

置する。 

・ここでは、府民ニーズや緊急性、事業効果な

どについて全庁的な視点から検討を行い、施策

再構築の方向性や、集中取組分野において特に

重点化すべき事項を決定する。 

・第１回再生戦略会議を１３年１１月

に設置・開催 
・同会議において、１４年度を「改革

元年」と位置付け、行財政計画案の着

実な推進と再生予算枠活用方針とし

て、「安全なまち大阪」「スピードのあ

る構造改革」を決定 
 

・「行財政計画(案)のさらなる推進」を

踏まえて、予算編成に臨むことを指示

するとともに、再生予算枠活用方針と

して「雇用を生み出す」「子どもを育

てる」を新たに決定 
・１４年度の「安全なまち大阪」につ

いても引き続き取り組むこととし、府

民の不安の高まりに応え、「食の安全」

への対応を強化 
 
 
 
 

・「行財政改革のさらなる推進」を踏

まえて、予算編成に臨むことを指示す

るとともに、再生予算枠活用方針とし

て、１５年度に引き続き「子どもを育

てる」「安全なまち大阪」「雇用を生み

出す」を決定 
 
 
 
 

 

2 

再生予算枠の創設 ・施策の再構築等を通じて生み出した財源を活

用し、大阪が抱える課題に集中して取り組むた

めの毎年度の当初予算において「再生予算枠」

を設ける。 

・１４年度当初予算案において、上記

再生戦略会議で決定した重点項目に、

事業費３６億円（一般財源ベース２０

億円）を計上 

・１５年度当初予算案において、上記

再生戦略会議で決定した重点項目に、

事業費４０億円（一般財源ベース２５

億円）を計上 
 

・１６年度当初予算案において、上記

再生戦略会議で決定した重点項目に、

事業費５０億円（一般財源ベース３７

億円）を計上 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

すべての施策を評価し、重点化～やるべきことを厳選して施策を再構築～ 

ＮＰＯと協働 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

（１）まちが安全・くらしが安心 

3 

安全なまちづくり ・府内の犯罪発生状況などを踏まえ、府民の不

安を払拭し安全なまちを実現していくため、各

分野で活躍する有識者による懇談会などの意見

を踏まえつつ、警察、知事部局、教育委員会な

ど、行政が一体となった犯罪防止に向けた方策

の検討、具体化を図る。 

・「大阪府安全なまちづくり有識者懇談

会」の報告を踏まえた施策の推進 

・「大阪府安全なまちづくり条例」を１

４年４月に施行 

・「再生予算枠」も活用し、「安全なま

ち大阪」に向けた集中的取組の推進 

 

○市町村、事業者、府民及び民間団

体等の代表者からなる「安全なまち

づくり推進会議」の設置運営と気運

醸成に向けて安全キャンペーン等を

展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○府管理道路における道路照明灯、

歩車道分離柵の設置 

 

○学校、通学路等における子どもを

守る取組 

 

○登下校時における学童への指導援

助、ひったくり等の被害防止に向け

た広報･啓発  等 

・「再生予算枠」も活用し、「安全なま

ち大阪」に向けた集中的取組を推進 

 とりわけ、ひったくりに重点を置

いた取組を強化 

 

 

 

 

 

○１０月を「安全なまちづくり推進

月間」と定め、市町村等と連携した

街頭キャンペーン等を展開 

 

○「ひったくり防止重点対策事業補

助金」により市町村の主体的な取組

を支援 

 

○市町村、事業者、府民及び民間団

体等の代表者からなる「安全なまち

づくり推進会議」の運営 

 

○府管理道路における道路照明灯、

歩車道分離柵の設置 

 

○学校、通学路等における子どもを

守る取組 

 

○登下校時における学童への指導援

助、ひったくり等の被害防止に向け

た広報･啓発  等 

 

・安全なまちづくりに関する取組を

推進（ひったくりに重点を置いた取

組を拡充・強化） 

 

 

○府管理施設に防犯照明を設置 

・設置箇所調査の実施 

・特に緊急性の高い施設における

先行的整備 
○１０月を「安全なまちづくり推

進月間」と定め、市町村等と連携

した街頭キャンペーン等を展開 

 

○「ひったくり防止重点対策事業

補助金」により市町村の主体的な

取組を支援 

 

○市町村、事業者、府民及び民間

団体等の代表者からなる「安全な

まちづくり推進会議」の運営 

 

○府管理道路における道路照明

灯、歩車道分離柵の設置 

 

○学校、通学路等における子ども

を守る取組 

 

○登下校時における学童への指導

援助、ひったくり等の被害防止に

向けた広報･啓発  等 

 

前倒し・早期具体化等

「安全なまちづく

り推進月間」を定

め市町村等と連携

した取組 

 

前倒し・早期具体化等

「ひったくり防止

重点対策事業補助

金」による市町村

の主体的な取組支

援 

 

前倒し・早期具体化等

府管理施設に防犯

照明を整備 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

4 

府社会福祉事業団等委

託施設の民営化（特別養

護老人ホーム） 

・大阪府社会福祉事業団及び恩賜財団済生会支

部大阪府済生会委託の特別養護老人ホームは、

府立施設としては廃止することとし、平成 14

年度中の事業団等への移管を目指す。 

・13 年度末で府立施設としては廃止

し、14 年 4 月 1 日に府社会福祉事業

団等委託法人へ移管し、民営化（白島

荘、春日丘荘、高槻荘、四条畷荘、美

原荘、富美ヶ丘荘、光明荘） 

・13 年度末で府立施設を廃止し、 

新たに恩賜財団済生会立の特養として

民立民営化（泉南特養） 

  平成 14 年度完了 

5 

社会福祉施設機能強化

推進費（地域開放事業） 

・地域開放事業については、施設の自主的事業

を促進するため助成してきたものであるが、各

施設において一定の成果を達成したため、廃止

する。 

・地域開放事業を１３年度末で廃止   平成 13 年度完了 

6 

民間社会福祉施設整備

促進費補助金 

・施設の機能向上等を図るため国補助基準面積

に加算して整備を行う法人に対し助成する本制

度については、現行の「ふれあいおおさか障害

者計画」の目標達成が可能と見込まれる施設種

別（本年度からの継続事業分を除く）分を平成

１４年度から、順次、廃止する。 

・施設整備の充足状況を踏まえ、障害

者施設のうち、入所型施設、デイサー

ビス施設を補助対象から除外 

・通所型施設を含め、１４年度末で補

助制度を廃止 

 

 

 

 平成 14 年度完了 

7 

保健所の高槻市への移

管 

・地域保健サービスの円滑かつ一元的な実施を

図るため、保健所政令市への移行を推進する。

高槻市については、平成１５年４月の中核市移

行に併せて業務を移管する。 

・中核市移行にあたっての府同意、保

健所条例改正等 

・4 月 中核市移行により、府保健所

を移管 

 平成１５年度完了 

8 

府保健所組織の再編 ・地域保健サービスの充実に向け、母子保健な

ど身近な保健サービスは市町村で実施されてお

り、府保健所は、難病、感染症や食品衛生、環

境衛生などの専門サービスにより一層効果的、

効率的に対応できるよう、支所（14 ヶ所）に

ついて、早期（平成 16 年度～平成１８年度）

に本所に統合し、保健所の専門的・広域的機能

の向上を図る。 

・支所統合に向け、所要の条件整備 ・保健所の支所（１４ヶ所）を本所に

統合することを内容とした保健所条例

の一部を改正する条例が１５年９月定

例府議会において可決・成立 

施行は１６年４月１日 

・全支所同時に保健所(本所)に統合

（16 年４月１日） 

平成 16 年度完了 

前倒し・早期具体化等

府保健所組織の再編 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

9 

子ども家庭センターの

強化 

・児童虐待防止、子育て支援の取組の中で、市

町村やＮＰＯ等との連携、協働をすすめる。 

・市町村・ＮＰＯと連携した子育て支

援者（子育てＮＰＯ）に対する支援強

化 

 

・市町村・ＮＰＯとの連携・協働の推

進 

 

・家庭訪問支援事業２市実施 

 

 

 

・家庭訪問支援事業 5 市実施予定

 

10 

子どもライフサポート

センター（仮称）の設置 

・対人関係がうまくとれないなどからひきこも

り、不登校状態にある児童の自立を支援する機

能をもった施設として、子どもライフサポート

センター（仮称）を整備する。 

・施設整備を完了し、年度末に竣工 

 

・事業（運営）開始 

（堺市城山台；定員 80 名） 

 

 

平成 15 年度完了 

 
11 
 

身体障害者福祉センタ

ー附属病院の見直し 

・同院が本来果たすべき障害者医療の広域的専

門病院としての要請に十分応えた利用実態にな

いことから、府立の病院において今後、担うべ

き広域的・専門的な障害者医療やリハビリテー

ション医療機能をより効果的・効率的に提供す

る観点から、府衛生対策審議会における審議を

踏まえて、そのあり方の抜本的な見直しをすすめ

る。 

・14 年 9 月 衛生対策審議会答申 

・15 年 3 月 府立の病院改革プログ

ラム（診療機能の見直し編）策定 

（衛生対策審議会の答申を踏まえ、障

害者医療、リハビリテーション医療機

能の充実を図るため、１９年度を目途

に急性期・総合医療センターと統合予

定） 

・16 年 3 月 基本計画の策定 ・条件整備の上、具体化に着手 前倒し・早期具体化等

身体障害者福祉セ

ンター附属病院と

急性期・総合医療セ

ンターを統合 

12 

府立 5 病院のあり方 

検討 

・府立の 5 病院のあり方、果たすべき役割につ

いては、民間との役割分担等を踏まえ、府衛生

対策審議会において病院ごとの診療機能の見直

しや運営形態の変更をも視野に入れた検討をす

すめる。 

 

・14 年 9 月 衛生対策審議会答申 

・15 年 3 月 府立の病院改革プログ

ラム〈診療機能の見直し編〉策定 

 

・診療機能の重点化を図り、より効

率的効果的に高度専門医療を提供で

きる体制を確立。大阪府立病院、羽

曳野病院及び中宮病院について、平

成 15 年 4 月より病床数等を変更し、

10 月よりそれぞれの機能にふさわ

しい病院名に変更 

 

 

・府立の病院にふさわしい運営形態

を検討する会議の設置 

 

 

・引き続き診療機能の充実等に取

り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運営形態のあり方検討 

・府立の病院改革プログラム〈運

営形態の見直し編〉策定 

 

前倒し・早期具体化等

府立の５病院の診

療機能の見直し（３

次医療圏を踏まえ

た高度専門医療へ

の重点化） 

 

 

 

前倒し・早期具体化等 
府立５病院の運営

形態の検討 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

13 

公衆衛生研究所 ・国との役割分担等の観点から、一部機能の見

直しを行い、業務の重点化を図る。また、今後、

国の制度化の検討状況を見極めつつ、独立行政

法人化の検討をすすめる。 

・組織及び研究体制のあり方検討 ・新組織に改組し業務の重点化を推進 

・地方独立行政法人化に関しては、国

や地方の関連機関の動向を見極めつつ

引き続き検討を進める 

 

 

 

14 

府立社会福祉施設（社会

福祉法人等委託施設） 

・府立社会福祉施設のうち、府社会福祉事業団

等、府関係社会福祉法人委託施設については、

必要な条件整備を図った上で移管し、原則民立

民営施設とする。 

    

15 

府立社会

福祉施設

（社会福

祉法人等

委 託 施

設） 

府社会福祉

事業団等委

託施設 

・府社会福祉事業団等委託の老人福祉施設につ

いては、府立施設としては廃止することとし、

今後、事業団等への移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

養護老人ホーム（松風荘、東大阪、た

かわし寮、貝塚） 

軽費老人ホーム（万寿荘、豊寿荘、河

南荘） 

和風荘移管（4 月） 

・委託先への移管に向け条件整備 

養護老人ホーム（松風荘、東大阪、た

かわし寮、貝塚） 

軽費老人ホーム（万寿荘、豊寿荘、河

南荘） 

 

・委託先への移管に向け条件整備 

養護老人ホーム（松風荘、東大阪、

たかわし寮、貝塚） 

軽費老人ホーム（万寿荘、河南荘）

 

豊寿荘移管（４月） 

前倒し・早期具体化等

府立社会福祉施設

（豊寿荘）の民間移

管 

16 

大阪福祉事

業財団委託

施設 

・大阪福祉事業財団委託施設については、府立

施設としては廃止することとし、今後、各施設

種別ごとに条件整備に努め、順次、事業財団へ

の移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

（城東特養、城東養護、槻ノ木荘、高

槻温心寮、豊里学園） 

槻ノ木荘移管（11 月） 

・委託先への移管に向け条件整備 

（城東特養、城東養護） 

 

高槻温心寮・豊里学園移管（4 月） 

 前倒し・早期具体化等

府 立 社 会 福 祉 施 設

（槻ノ木荘・高槻温

心寮・豊里学園）の

民間移管 

17 

肢体不自由

児委託施設 

・肢体不自由児施設・同療護施設については、

府立施設としては廃止することとし、今後、各

施設ごとに条件整備に努め、順次、委託団体へ

の移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

（大手前整肢学園、整肢学院、太子学

園） 

・委託先への移管に向け条件整備 

（大手前整肢学園、整肢学院、太子学

園） 

・委託先への移管に向け条件整備 

（大手前整肢学園、整肢学院） 

・太子学園移管（４月） 

前倒し・早期具体化等

肢 体 不 自 由 児 施 設

（太子学園）の民間

移管 

18 

 

府障害者福

祉事業団委

託施設 

・金剛コロニーについては、府として果たすべ

き役割を精査したうえで、事業団の経営努力に

対する指導や運営手法の見直しなどを行い、民

間で対応可能な分野は、順次、民間移行をすす

める。 

・箕面通勤寮等の一部施設については、民間移

行やＮＰＯとの協働の観点から、利用者の立場

からみて望ましい施設運営形態を目指す。 

・民営化移行のための具体的方策につ

いての検討 

 

 

 

・施設運営形態の検討 

・施設の再編と民営化を図るため、敷

地内ゾーニングを含む調査・検討 

 

 

 

・運営形態の切り替えのための条件整

備 

・地域展開のための具体方策につい

て検討 

 

 

 

 

 

前倒し・早期具体化等

金 剛 コ ロ ニ ー の 再

編・民営化に向けた取

組 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

19 

砂川厚生福祉センター ・府として果たすべき役割を精査したうえで、

施設種別や運営手法の見直しなどを行い、民間

で対応可能な分野は、順次、民間移行をすすめ

る。 

・施設種別ごとの運営手法についての

検討 

・再編整備計画の策定 

・支援方法や支援プログラム開発のた

め支援検討会の設置 

・再編を図るため敷地内ゾーニング基

本計画を策定 

・支援検討会の運営 

・強度行動障害者を支援する新規施

設の基本計画の策定 

・既存施設の改修案の検討 

・救護施設の民営化に向け条件整備

前倒し・早期具体化等

砂川厚生福祉センター

の再編に向けた取組 

20 

身体障害者福祉センタ

ー 

・更生施設については、付属して必要となる医

療機能とあわせて、今後施設のあり方を検討す

る。また、授産施設については、民間への移行

をすすめる。 

・更生施設…医療機能（附属病院）の

見直しと併せ基本方向の検討 

・授産施設…施設運営の移行先の検討、

移行に関する条件整備 

・更生施設…基本計画の策定 

 

 

・更生施設…基本設計、実施設計の

策定 

 

前倒し・早期具体化等

身体障害者福祉センタ

ーの再編に向けた取組

21 

民間社会福祉施設従事

職員給与改善費補助金 

・平成 11 年の社会福祉審議会答申後、国の社

会福祉基礎構造改革の進展など新たな環境変化

があったことから、答申の趣旨を踏まえつつ、

経過措置期間中に、具体的な再構築の道筋をつ

ける。 

・障害者施設の支援費支給制度への移

行など国の社会福祉基礎構造改革の内

容や、府の給与水準の動向を踏まえ､社

会福祉施設に対する支援のあり方につ

いて、検討会を設置 

・社会福祉施設に対する支援のあり方

について、１５年度末に検討結果をと

りまとめ 

・１７年度以降の方向性について周

知（１６年度まで経過措置期間） 

 

22 

社会福祉施設機能強化

推進費（加算事業） 

・国の社会福祉基礎構造改革等を踏まえ、民間

社会福祉施設従事職員給与改善費と併せて、今

後のあり方を検討する。 

・民間社会福祉施設従事職員給与改善

費補助金のあり方と併行して検討 

・民間社会福祉施設従事職員給与改善

費補助金のあり方と併行して検討 

・17 年度以降のあり方について関

係機関と調整 

 

 

 

23 

老人及び障害者、母子家

庭、乳幼児の各医療費助

成制度のあり方 

・国の医療保険制度の抜本改革等の動向を見極

め、持続可能な健康福祉施策体系の確立を目指

して、適正な受益者負担、世代間負担の公平性

等の観点から、市町村とともに、研究を行う。 

・国医療制度改革の動向を踏まえ、福

祉医療費助成制度等について、市町村

との共同研究を行い、報告書を取りま

とめた 

  平成 14 年度完了 

24 
保健所政令市への移行 ・地域保健サービスの円滑かつ一元的な実施を

図るため、保健所政令市への移行を推進する。 

・保健所政令市化の促進に向けて、豊

中市、吹田市、枚方市と協議 

   

25 

府立 5 病院会計への一

般会計繰出金の削減 

 

・府立の 5 病院において、より一層の経営改善

に取り組むことで、平成 17 年度から、一般会

計からの繰出金をさらに削減する。 

・単年度資金収支黒字転換は果たした

ものの、診療報酬のマイナス改定や

地価下落による土地売却益の縮小等

から経営改善１０ヶ年計画は達成で

きなかった 

 

・計画策定時と大きく環境が変化し

ていることから、集中取組期間にあ

たる 15、16 年度の新たな目標を設

定し、経営改善の取組を推進 

・新たな目標の達成に向け、経営

改善の取組を推進 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

26 

淡水魚試験場（現：食と

みどりの総合技術セン

ター水生生物センター） 

・内水面漁業振興のための公設試験研究機関と

しての役割を見直し、水生生物に関する自然環

境保全等にかかる調査・研究機能を有効活用す

るため、農林技術センター（現：食とみどりの

総合技術センター）への統合を行う。 

・条例改正により 14 年 4 月から｢食と

みどりの総合技術センター｣へ再編 

  平成 14 年度完了 

27 

公害監視センター（現：

環境情報センター） 
・広範かつ多岐にわたる環境事象に的確に対応

した環境行政を推進・支援する中核的機関とし

て、アウトソーシング可能な検査部門等現行組

織を抜本的にスリム化する一方で、新たな環境

ニーズにも対応できるよう環境保全技術の研究

調整や環境情報発信機能等を有する行政機関と

して構築を図る。また、今後、国の制度化の検

討状況を見極めつつ、独立行政法人化の検討を

すすめる。 

・条例改正により 14 年 4 月から「環

境情報センター」に名称変更 

 

・環境情報・環境学習に係る施設とし

て「環境情報プラザ」をセンター内に

設置（15 年 2 月） 

 

 

 

・分析業務等の外部委託化（3 業務）

 

 

 

・ＮＰＯと連携した環境教育や環境情

報の提供を推進 

 

・環境技術のコーディネート事業を実

施 

 

・分析業務等の外部委託化（１業務） 

・環境農林水産部内の試験研究機能

の高度化・連携強化を図るための検

討委員会を設置 

 

 

 

 

・地球温暖化対策の技術開発事業を

実施 

・分析業務等の外部委託化と精度管

理の強化 

 

 

28 

公害監視体制のあり方

（本庁等） 
・事業所などにおける環境マネジメントシステ

ムの進展に伴い、現行の事業者監視・立入指導

業務体制を再編し、新たな環境事象にも対応す

る政策の企画立案機能や有害化学物質のリスク

管理、産業廃棄物処理等の指導体制の強化を図

る。新たな指導体制を構築する中で、泉州分室

は廃止する。 

・大気、水質関係に産業廃棄物も含む

監視体制を一元化し、事業所指導体制

を強化 

・上記指導体制を再構築する中で、泉州

分室は、13 年度末に廃止 

  平成 14 年度完了 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

（２）人が元気  

29 

同和問題解決のための施

策 
・同和問題解決のための施策については、同和地

区やその出身者のみに対象を限定した特別措置

としての事業は終了し、今後は､様々な課題を有

する府民の自助･自立を図る視点から、一般施策

を活用して取り組む。 

・同和対策審議会答申（13 年 9 月）

を踏まえ、物的事業に係る償還補助､

在校生に対する奨学金の経過措置に

係るものを除き、特別措置としての同

和対策事業は、１３年度限りで廃止 

平成 13 年度完了

・今後の同和問題解決のための施策

は、さまざまな課題を有する人々を対

象とした一般施策の中で、的確に行政

ニーズを把握しながら、効率的･効果

的に推進 
 

  

 

30 

公立学校教員定数 ・児童生徒数の動向、教育水準や教育課題への対

応や教育改革の着実な推進等を踏まえた上で、少

人数授業などによる基礎学力の向上ときめ細か

な指導を目指し国で措置される定数を最大限確

保することにより、本府独自に配置した教員を全

廃するなど、一層適正な定数管理に努める。 

 

・国措置定数を最大限確保するととも

に、単独加配教員全廃に向けた取組 
・府単独加配教員  

２７３人削減 
・国改善教員定数  

       ３２５人確保 
 

 

 

 

・府単独加配教員 

         ２７１人削減 

 

・国改善教員定数 

         ３２８人確保 

 

 
 

 

・府単独加配教員 

       ２７２人削減予定 

 

・国改善教員定数 

       ３３０人確保予定 

 

 

31 

府立高校校長への民間人

材の登用 
・府立高校の特色づくりをはじめとする様々な高

校改革を進めるため、柔軟な発想や企画力、教職

員の力を結集できる優れたリーダーシップを持

った人材を、民間から登用する。 

 

・府立高校（高津、芦間・守口北）に

２名の民間人を任用 
・府立高校（東住吉）に１名の民間人

を任用 
・府立高校（泉北）に１名の民間人を

任用 
  

32 

学校安全管理体制の確立 ・学校の安全確保のための指針に基づき、各学校

における危機管理システムの確立、セキュリティ

体制の整備、教育コミュニティづくり等の取組を

促進し、安全で開かれた学校に向けた体制づくり

を推進する。 

・「公立の学校における幼児・児童及

び生徒等の安全に関する指針」（14

年 10 月）に基づき、府立盲・聾・養

護学校への安全対策の継続実施 

・子どもを守る大人のスクラムづくり

の推進及び市町村の取組を支援 
 

・危機管理マニュアルの参考例を作成

し、電子ファイルで市町村教委へ配付 
・学校安全取組事例集を作成し、市町

村教委へ配付予定 

・「公立の学校における幼児・児童及

び生徒等の安全に関する指針」に基づ

き、引き続き安全対策を推進 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

・府立高校のさらなる教育条件の充実を図るた

め、適正な受益者負担の観点から、今後の納付金

のあり方について、具体的に検討する。 

 

・平成１６年度から府立高校全校の普

通教室に空調設備の整備を図るとと

もに条例改正を行い、空調使用料の上

限を設定 

・空調設備の整備工事 
・空調使用料の額を定める規則を制

定（全日制年額５，４００円など）

（９月） 

・全ての府立高校において空調設備

の運転開始 

・空調使用料の徴収を開始 

前倒し・早期具体化等

府立高校における納

付金の見直し（空調

整備の実施） 
33 

府立高校の納付金 

・なお、授業料の改定方式については、次期改定

時から改定が在校生にも適用されるスライド制

の導入を検討する。 

・授業料については、後期中等教育の

あり方、定時制課程の改革等の検討状

況を踏まえながら、スライド制の導入

について検討 

  
 

 

≪定時制高校のあり方≫ 

・「今後の府立高等学校の特色づく

り・再編整備に係る基本的考え方」に

おいて多部制単位制高校（クリエイテ

ィブスクール）及び夜間定時制の課程

の改革にあたっての検討内容と方向

性を示した。 

 

・全日制高校に、多部制単位制高校（ク

リエイティブスクール）を加えた「昼

間の高等学校」の整備及び夜間定時制

課程の再編、工業高校の改革などを含

む「府立高等学校特色づくり・再編整

備計画（全体計画）及び 15 年度（第

１年次）実施対象校を決定・公表（11

月） 

 

これまでの計画進学率（９２．３％）

を新たな進学率（９３．９％）に変更。

多部制単位制高校（クリエイティブス

クール）６校（うち咲州高校は 15 年

度開校）を設置するとともに、定時制

高校 29 校を 15 校に再配備。 

 

 

 

・左記決定に基づき、17 年度の開校

に向けた準備をすすめる 

 

・新高校整備推進プロジェクトチーム

の推進 

 

 

 

・17 年度入学生にかかる新高校の募

集開始及び母体校の募集停止 

 
前倒し・早期具体化等

定時制高校の改革

（府立高等学校特色づ

くり・再編整備計画）

34 

定時制高校の改革 ・生徒ニーズの多様化に応じた様々な就学機会の

確保を図るため、全日制課程における再編整備・

特色づくりの推進に加えて、新たな昼間定時制課

程の設置をはじめとする抜本的な定時制改革を

推進する。なお、学校給食については、生徒実態

及び社会環境の変化を踏まえ、集中取組期間にお

いて、見直しを行う。 

≪定時制課程の給食のあり方≫ 

・現行の完全給食について、栄養面に

配慮しつつ、生徒ニーズ及び効率性の

観点からデリバリー給食への移行を

モデル的に実施（４校） 

 

・１４年度モデル実施の諸課題の検証

を踏まえ、完全給食の自校調理方式か

らデリバリー給食に移行（１４校） 

 

 

・17 年度に新たに再編整備される補

食給食校（７校）のデリバリー給食へ

の移行に向けた取組 

 

前倒し・早期具体化等

夜間定時制課程にお

ける給食のデリバリ

ー給食に向けた取組
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

35 

府育英会奨学金 ・教育の機会均等とより自由な進路選択を保障す

る制度となるよう、日本育英会制度との役割分担

の下、他の制度を含めた効果的な運用を図るな

ど、以下の内容による抜本的な改正を行う。 

・１４年度から 計画案の趣旨に基づ

き制度改正を実施するとともに、周知

を図る 

（主な内容） 

≪奨学金貸付事業≫ 

・高校等奨学金事業は貸付額の増額な

ど充実 

・大学等奨学金は廃止 

・１４年度に実施済 

≪入学資金貸付事業≫ 

・国公立の高校及び大学等の入学資金

貸付事業の創設、私立の高校及び大学

等の貸付額の増額など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１４年度完了 

36 

・私立全日制高校及び幼稚園の経常費補助金につ

いては、教育条件の確保の観点から、国庫補助対

象の扱い等を踏まえ、学年進行等により補助対象

人数を定員内実員とする。 

・１4 年度から激変緩和として高校に

ついては学年進行で、幼稚園について

は 3 ヵ年で実施し、16 年度から完全

実施 

 

 

 

 

 

 

平成１６年度完了 

37 

私立高校等経常費補助金 

・私立通信制高校経常費補助金については、通信

制高校の課程を併習している専修学校（高等課

程）の生徒に対する助成単価の状況や、全国的な

水準等も考慮し、段階的に助成額の見直しを図

る。 

・１６年度までに予定していた補助単

価の見直しを、1５年度までに､府内

一般生は国標準額（国庫補助＋交付税

単価）、その他生は国庫補助額へ２ヵ

年で段階的に引き下げる 

 

 

 

 

 

前倒し･早期具体化等

私立高校通信制課程

の経常費補助単価の

見直し 

平成１５年度完了 

38 

府教育センター ・府・市町村との役割分担の下に、その組織のス

リム化を図る一方、学校教育の情報化支援等、教

育改革の推進のための機能強化を図る。 

・府教育センターと市町村教育委員会

の新たな連携支援のため、「府研修担

当者連絡会議」を設置 

・市町村立学校教職員研修の役割分担

について市町村教育委員会と協議 

・府教育センターの教育情報センター

機能を強化 

・既存組織、業務の見直しを実施 

・１４年度の協議を踏まえた市町村立

学校教職員研修を実施 

・研修の募集･決定にかかる新研修管

理システムを実施 

 

 

・教育の IT 化にかかる業務の集約化

教育情報センター機能の充実 

・IT 関連の研修については、情報機

器を授業で活用できる研修に重点化 

・組織再編等によるスリム化 

前倒し・早期具体化等

府教育センターにお

ける再編整備 

39 

教育振興センター ・義務教育行政の分権化を踏まえ、府・市町村の

役割分担の下、７ヵ所の業務を 1 ヵ所に集中化

することにより、市町村を支援する組織に再編す

る。 

・教育事務所開設（７ヵ所の教育振興

センターを１ヵ所に再編）（４月） 

  平成１４年度完了 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

・「府立高等学校余裕教室等活用指針」

（13 年 9 月）に基づき、取組を推進

≪高校≫ 

・学習等の「場の提供」（モデル的な

取組として２６校で実施） 

・広報や啓発事業・支援体制づくり 

 

 

 

・14 年度の活用状況を踏まえ、５０

校に取組を拡充 

 

 

 

 

・15 年度の活用状況を踏まえ、６０

校以上に取組を拡充 

 

40 

学校の余裕教室の活用 ・開かれた学校づくりと既存資源の有効活用によ

る府民活動の活性化を図る観点から、府立高校の

余裕教室の開放を推進するとともに、その成果等

を普及させることにより、小中学校についても余

裕教室の開放の拡大を促進する。 

≪小中学校≫ 

・高校におけるモデル的な取組につい

て情報提供 

 

・高校における先導的事例を紹介し、

市町村の自立的取組を促進 

 

・小中学校における新たな取組事例収

集を行い、さらなる取組を促進 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

41 

府大学 ・「府大学のあり方検討会議」の検討等を踏まえ、

少子化時代に府大学が将来にわたって果たすべ

き役割や、教育研究内容、大学運営に対する評価

や運営主体のあり方などを精査し、学部の再編、

統合、法人化などを視野に入れた本格的な大学改

革を推進する。 

・パブリックコメント手続きなどを経

て、12 月に府大学改革基本計画を策

定 

≪計画の内容≫ 

府３大学の再編統合、大学院重点化と

学部再編等、公立大学法人化、経営の自

律性の向上（教員組織のスリム化・受益

者負担の見直し等）、事務組織体制の再

編、教育研究環境の整備 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・改革具体化推進会議の設置、運営 

計画の具体化に向けた検討 

 

・府大学の「公立大学法人」化の実現

○「公立大学法人」による自律性、機

動性あふれた大学運営への転換を図

るため、１５年７月に成立した「地方

独立行政法人法」に基づき、９月に「法

人像（案）」をとりまとめ 

○1６年２月議会を目途に、「府大学

法人定款」及び「関係条例」の議会上

程を図る 

・府大学教員組織のスリム化等 

○教員について、概ね 10 年間で現行

定数を 25％削減 

○あわせて事務組織体制の再編を行

う 

 

・府 3 大学の再編・統合等 

○17 年度を目途に府立大学、女子大

学、さらには府立看護大学の 3 大学

を再編・統合し、高度「研究型」大学

として教育研究体制を再構築するた

めの諸準備を進める 

文部科学省事前協議 

（16 年 2 月目途） 

 

 

 

 

 

・府大学の「公立大学法人」化の実現

○「公立大学法人」による自律性、機

動性あふれた大学運営への転換を図

るため、「公立大学法人」化の実現に

向け、中期目標案の作成や必要な諸規

程の整備等に取り組む 

総務省及び文部科学省認可申請 

（16 年 4 月予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省認可申請 

（16 年 4 月予定） 

 

 

前倒し･早期具体化等 
府大学の「公立大学

法人」化の実現に向

けた取組 
 
 
 
 

 
前倒し･早期具体化等 

府大学の教員組織の

スリム化等 
 
 
 

前倒し･早期具体化等 

府３大学の再編･統

合等に向けた取組 
 

条件が整い次第、順次具体化 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

 
42 

 

看護・医療技術者養成 ・高度専門的な看護医療技術者を養成するため、府

立看護大学について、看護学部の充実、リハビリテ

ーション関係学部の新設を行う一方、民間との適切

な役割分担のもと、短期大学部及び府立千里看護専

門学校を廃止する。 

千里看護専門学校 

･募集停止（看護 1 科） 

 

 

 

千里看護専門学校 

･廃止（看護 1 科） 

 

短期大学部 

・募集停止（歯科衛生、看護 1 科、

臨床栄養、臨床検査、理学療法、作

業療法）〔15 年度入学生から〕 

・廃止（歯科衛生）〔15 年度末〕 

看護大学 

・総合リハビリテーション学部の新設

・看護学部定員の増員 

千里看護専門学校 

･募集停止（看護 2 科） 

 

短期大学部 

･歯科衛生を除く左記学科の廃止 

〔１６年度末〕 

 

17 年度 

千里看護専門学校 

⇒看護２科廃止 

〔17 年度末〕

短期大学部 

⇒募集停止（看護 2

科）〔17 年度入学

生から〕 

⇒全学科廃止（廃校）

〔17 年度末〕 

 

【17 年４月 府立
3 大学統合・法人化】

 

43 

 

後期中等教育のあり方 ・府民の自由な選択の下に、公私立高校が競い合う

中で、良質な教育サービスを提供できるよう、保護

者負担の公私間格差の是正や公私に今後求められ

る役割を踏まえつつ、府民ニーズに対応した就学シ

ステムに再構築する。 

・新たな進学率のあり方について、関

係機関と協議・検討を進め、結論を得、

これを前提に、１５年度に府立高校特

色づくり・再編整備計画及び第1年次

実施対象校を公表、決定 

 

 

 

 

 

・公私受入比率７：３の枠組みの弾力

化に向けて、進路決定に際しての要素

など府民ニーズを把握するとともに、

その条件について検討 

・多部制単位制高校の設置、夜間定時

制課程の再編、工業高校の改革などを

含む新たな府立高校特色づくり・再編

整備計画（全体計画）及び15年度実

施対象校を決定 

・また、府民ニーズに対応した就学シ

ステムの再構築のあり方について、関

係機関と協議 

 

・高等学校への生徒受入れについて、

より府民ニーズに対応した就学シス

テムに再構築するため、実績やニーズ

の動向を踏まえるとともに、保護者負

担軽減策の府民への一層のＰＲや、私

学自身の教育力向上、情報公開の充実

などの働きかけを行いつつ、１６年の

入試結果などを見極めながら、公私比

率の枠組みの弾力化をはじめとした

諸課題について関係機関と引き続き

協議 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

44 

府立工業高等専門学校 ・府の大学や試験研究機関等との連携のもと、産業

教育の変化や生徒のニーズ、進路の多様化に対応し

た高等教育機関としての将来展望を視野に入れ、今

後とも府が設置する必要性も含め、機能のあり方に

ついて検討を行う。 

・部内におけるあり方検討の結果を踏

まえ、産業界、学識経験者等で構成す

る「府立工業高等専門学校のあり方検

討会議」において、教育内容、学科の

あり方、管理運営体制等についてとり

まとめた 

・１４年度のとりまとめを踏まえ、部

内に改革推進プロジェクトチームを

設置し、11 月末に「改革計画中間ま

とめ」をとりまとめた。年度内に改革

計画を策定予定 

 

・ 改革計画の具体化を推進 

① 学科再編及び専攻科の設置 

（１７年度） 

② 管理運営体制の見直し（１７年度）

③ 教職員配置の段階的スリム化

（１６年度から） 

 

前倒し・早期具体化等

府立工業高等専門学

校の改革（改革計画

の具体化） 

45 

府立職業高校 ・産業経済の変化に迅速に対応した専門教育の充実

を図るため、職業学科を設置する専門高校の再編及

び教員の弾力的配置を行う。 

・７月に「工業教育研究協力者会議」

を設置し、府立工業高校の教育内容、

学科のあり方、適正規模・適正配置、

定時制の課程のあり方等について検

討 

・上記まとめを府学校教育審議会に諮

問 

 

・5 月に得た府学校教育審議会答申を

踏まえ、新たに「府立高等学校特色づ

くり・再編整備計画（全体計画）」に

工業高校改革を位置付け及び「15 年

度（第１年次）実施対象校」を決定 

 

・１７年度の新たな工業高校（工科高

校）の開校に向け整備を推進する 

 

 

 

前倒し・早期具体化等

府立職業高校の再編

整備（府立高等学校

特色づくり・再編整

備計画） 

46 

小中学校の適正配置と通

学区域のあり方 
・小中学校の適正配置については、教育の機会均

等に配慮した上で、設置者である市町村に対し

て、地域の実情を踏まえた自主的検討を促すとと

もに、府民の視点に立った小中学校の通学区域の

あり方についても研究を進める。 

≪適正配置≫ 

・小中学校の小規模化が課題となって

いる市町村に対し、地域の実情を踏ま

えた再編整備の促進を助言・指導 

≪通学区域≫ 

・市町村教育委員会の担当者会議等で

の情報交換を図るなど市町村レベル

での研究会、市独自の取組を支援 

 

・各市町村の審議会等における答申や

小中学校の統廃合など取組状況が前

進 

 

・他府県の事例等の調査研究 

 
・検討の場の設置や再編整備の推進を

引き続き指導 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

47 

私立幼稚園保育料軽減補

助金 
・府と市町村の役割分担のもと、3 歳児の就園率

や市町村における 3 歳児就園対策の状況を踏ま

えた上で、そのあり方を根本的に検討する。 

≪協議,検討≫ 

・３歳児就園対策に関する役割分担に

ついて市町村等に働きかける 

≪現状分析≫ 

・他都府県の３歳児就園率や負担軽減

策の動向等を調査 

≪協議,検討≫３歳児就園対策に関す

る役割分担について市町村等に働き

かける。 

 

・３歳児就園を含む保護者ニーズの調

査や本事業の就園促進効果の分析な

どを行う 

・それらを踏まえ、17 年度からの保

育料軽減補助金の根本的あり方につ

いて協議・検討し、早期にその方向性

を見出す 

≪協議,検討≫３歳児就園対策に関す

る役割分担について市町村等に働き

かける。 
 
 

 

48 

府立盲学校寄宿舎 ・ノーマライゼーションの理念の浸透や利用実態

等を踏まえ、現行寄宿舎のあり方について、利用

者の立場に立った見直しを検討する。 

・今後の府立盲学校のあり方及びノー

マライゼーションの理念を踏まえな

がら、生徒の自立生活支援を促進する

観点も踏まえ、寄宿舎利用の現状や他

府県状況等を把握し、寄宿舎のあり方

について課題整理を行う 

・設置部別寄宿舎入舎児童生徒の現状

把握 

・課題整理 

・具体的な方策の検討（～16 年度）

 

 

49 

今後の文化振興方策 ・民間、府、市町村の連携と府民の支援のもと、

オール大阪で文化・芸術を振興する体制づくりを

検討する。また、文化懇話会での検討などを踏ま

え、府は、市町村、民間との役割分担の上に立っ

た、文化活動の支援や文化情報発信に重点化を図

る。 

・様々な組織や人が、社会全体で文化

芸術活動を支援することを通じて、都

市の活性化、生活の豊かさの実現を図

るという観点から『文化振興アクショ

ンプラン』を策定 

・『文化振興アクションプラン』に基

づく文化振興策の検討、具体化 

 

 

 

50 

大阪センチュリー交響楽

団 
・同楽団の自立的経営を促進し、府の補助のあり

方を見直す。あわせて、在阪オーケストラの振興

方策について、今後、検討する。 

・活動実績にかかわらず運営費のほぼ

全額を補助する仕組みから楽団の活

動実績等の営業努力が経営に反映さ

れる補助の仕組みに移行 

・あわせて、在阪オーケストラを活用

し、音楽文化の裾野を拡大 

・14 年度より活動実績にかかわらず

運営費のほぼ全額を補助する仕組み

から楽団の活動実績等の営業努力が

経営に反映される仕組みに移行 

 

・引き続き、楽団の自立的経営の促進

を図り、営業努力や経費削減など経営

改善に努める 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

51 
 

全国高等学校総合体育大

会（平成 18 年開催予定） 
・平成 18 年度に大阪府を主会場とし、近畿２府

４県でのブロックで開催できるよう、関係団体と

調整を行う。 

・その際、スポーツ実践の機会を通じた青少年の

健全な育成に向けた、本来の高校スポーツ振興の

原点に立った大会とするために、競技団体の協力

のもと、府民の支援や市町村の理解・協力など、

府独自の２１世紀型大会開催方式を目指す。 

・計画案の趣旨を踏まえ、競技を中心

とした実質本位の大会を目指すとと

もに、府民との協働など 21 世紀型の

府民参加の手づくり大会のモデルイ

ベントとなるよう開催準備 

・近畿ブロックでの開催決定 

（夏季２８種目中９競技を他府県で

実施） 

・開催準備委員会設置及び第１回総会

開催（８月） 

・実行委員会の役員を先催県の２５０

名から８０名程度にスリム化 

・競技会場地の市町村に実行委員会を

設立せず、府実行委員会に一本化して

運営 

 

・財務、総務・競技・企画広報・宿

泊輸送・ボランティアの専門委員会

設立及び会議開催 

・準備委員会を実行委員会に発展改

組 

 

 
 
 
 
前倒し早期具体化等

全国高校総合体育大

会の近畿２府４県で

のブロック開催 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

（３）都市が元気 

52 

海外事務所の効果的・効

率的運営 
・海外における諸活動の総合力を高めるため、

大阪市の海外事務所との事業連携・共同化を推

進するとともに、業務の委託化等による運営の

効率化を図る。当面、シンガポール、上海をモ

デルケースとして、大阪市との共同設置を進め

る。 

［シンガポールでモデル的に実施］ 

・16 年度での共同事務所の設置に向

けた条件整備 

・各種課題に関する協議（４月以降）

・事務所改装工事（７月竣工） 

・執務室の一体化（８月１日） 

  

・企業誘致業務をはじめとする海外

事務所業務の効果的、効率的運営の

ために、海外アドバイザーに業務の

一部を委嘱 

［シンガポール］ 
・各種課題に関する協議 
 

［上海］ 
・シンガポールの状況を踏まえ、上海

での共同事務所設置に向けた協議 

［シンガポール］ 
・共同事務所設置 

平成 16 年度完了 
［上海］ 
・同左 
 

 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 
海外事務所の機能強

化に向けた取組 

53 

貿易専門学校の廃止 ・民間教育施設の充実を踏まえ、公設の専門学

校としては一定の役割を終えたことから、平成

15 年度からの新規学生の募集停止を行うこと

とし、平成 16 年 3 月末を目途に廃止する。 

・15 年度からの新規学生の募集停止 ・16 年 3 月末に廃止 

 
 

 平成１５年度完了 

54 

産業技術総合研究所 ・研究業務等の重点化を図りつつ、組織体制の

効率化をすすめる。また、今後、国の制度化の

検討状況を見極めつつ独立行政法人化の検討

を進める。 

・企業ニーズに対応した支援・研究分

野への重点化と効率的業務体制の整

備 

 

   

55 

高等職業技術専門校 ・少子高齢化の進展や産業構造の変化に対応し

た公共職業訓練を推進するため、国、民間の教

育訓練機関との役割分担や離職者の再就職支

援の重要性を踏まえつつ、高等職業技術専門校

の再編整備を行う。 

・府立高等職業技術専門校再編基本構

想を策定（１２月） 
・堺技専校を１５年３月末に廃止 

・左記基本構想に基づき、訓練体系の

充実、指導体制の充実、技専校の再編

統合 
・テクノステージ和泉内に堺高等職業

技術専門校と松原高等職業技術専門

校を統合し技専校の新設（１８年度開

校予定）に向けた取組を推進 
新設校の基本計画、基本設計等 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
・新設校の実施設計・建設工事 

前倒し・早期具体化等 
高等職業技術専門校

の再編整備に向けた

取組 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

56 

労働事務所の機能強化 ・現下の雇用情勢を踏まえ、国・市町村との役

割分担の下に、複雑多様化する労働事情に的確

に対応するため、労働行政地域ネットワークの

形成にも留意しつつ、一元化により、労働事務

所の機能強化を図る。 

・総合的・専門的な労働施策の推進、

国、市町村や労使団体等との役割分担

と連携による地域労働ネットワーク

の形成・支援等、労働事務所の機能強

化を図る観点から、総合労働事務所を

設置（14 年度当初） 

 

・地域労働ネットワーク推進会議を設

置（７ブロックに設置） 
・地域労働ネットワーク推進会議を活

用した事業実施 
（セミナー､労働相談会、市町村労

働事業支援等の実施） 
 
 

・地域における労働行政サービスのあ

り方については、労働情勢や地域の実

情等を踏まえ検証 

 

57 

農林水産業振興における

事業の重点化 

・農林水産業の有する食料生産を含む多面的機

能の発揮により、豊かな府民生活を実現すると

いう観点から事業の重点化を図る。 

・特に、農業基盤整備については、業の拡大の

みを目的としたほ場整備事業等を終了し、多様

な担い手による農空間の保全・活用を通じて、

都市と共生した地域づくりに貢献する事業への

重点化を図る。 

・大阪府新農林水産業振興ビジョン

（13 年度末策定）に基づき事業の重

点化を実施 

・農業振興目的の大規模基盤整備の見

直し 

○ほ場整備等９ヶ所→２ヶ所 

・農業･農空間の有する多面的な機能

の発揮 

 

・安全・安心な食の供給に向けた取組

の推進 

 
 
 
 
 
 
・「農空間保全・活用指針」、「農空間

づくりプランガイドライン」の策定・

具体化 
・「大阪エコ農産物認証制度」の普及、 
農薬の適正販売・使用の推進 

  

58 

農林技術センターの研究

機能等の再構築 

・今後の農林水産行政の振興方針を踏まえ、当

センターが果たすべき役割を精査し、研究業務

の重点化を図る。 

・当面、淡水魚試験場については、水生生物に

関する自然環境保全等にかかる調査・研究機能

の有効活用を図るため、当センターへの統合を

行う。 

・また、緑化センターの機能についても、同セ

ンターとの機能の一元化及び施設の一体的活用

を図る。 

・今後、国の制度化の検討状況を見極めつつ独

立行政法人化の検討をすすめる。 

・条例改正により 14 年 4 月に淡水魚

試験場及び緑化センターを統合の上、

「食とみどりの総合技術センター」と

して再編 

平成 14 年度完了

・13 年度にとりまとめた中長期計画

に基づき、豊かな食とみどりの創造に

向けた研究業務の重点化を推進 

○高品質の食品の生産と資源リサ

イクルの技術開発    など 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
・環境農林水産部内の試験研究機能の

高度化・連携強化を図るための検討委

員会を設置 

 



 

 

40

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

59 

水産試験場 ・今後の農林水産行政の振興方針を踏まえ、試

験場が果たすべき役割を精査し、研究業務の重

点化を図る。また、今後、国の制度化の検討状

況を見極めつつ独立行政法人化の検討をすすめ

る。 

・13 年度に取りまとめた中長期計画

に基づき、水産資源の持続的利用を目

指した調整・研究業務の重点化を推進

○水産資源の管理と回復 等 

 
 
 

 
・環境農林水産部内の試験研究機能の

高度化・連携強化を図るための検討委

員会を設置 

 

60 

産業開発研究所 ・中小企業支援法の改正を踏まえ、民間の活用

を図る観点から、診断・指導業務等を見直すと

ともに、政策立案のための経済動向分析等の調

査研究機能については、産業再生プログラム

（案）の円滑な推進はもとより、今後の施策展

開に向け、行政との密接な連携に配慮しながら、

研究所のあり方を抜本的に見直す。 

・13 年９月に産業開発研究所あり方

検討会を設置 

・産業・経済面における全庁的な政策

支援機能を強化し、庁内シンクタンク

を目指す 

・左記の検討結果を踏まえ、新体制で

の事業実施 

 

 平成15年度完了 

61 

漁港の管理 ・市町村との役割分担の観点から、第 1 種漁港の

管理について移管に向けた協議会を市町村ととも

に設置し、協議が整ったものから順次移管をすす

める。 

・14 年 5 月に府､市町村及び関係機関

で構成する「第 1 種漁港市町移管検討

協議会」を設置 

・順次移管に向けた課題の整理及び対

策等の検討協議を実施 

・16 年 3 月に「第 1 種漁港の移管に

係る指針」を策定 
・16 年度以降、指針に基づき、市町

と協議が整ったものから順次移管を

進める 

 

 



 

 ４１

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

・建設事業の重点化（１０％シーリング）を踏まえた都市基盤整備中期計画により、事業を重点実施 

・都市再生環状道路の整備等による都市機能の強化、水の都大阪の再生による快適環境都市の形成、既成市街地等の治

水レベルの確保、電線類地中化など身近な生活圏の整備、沿道の環境改善や水環境の再生など、既存ストックを活かし

た都市の再生を推進 

・都市基盤整備中期計画を踏まえ、個別施設の中長期整備計画を順次策定 

・新規事業について、事業の優先性についてさらに厳しく精査を行うとともに、社会情勢の変化等を踏まえた見直しを

積極的に行い、14 年度において「犬鳴川砂防事業」「深日港深日地区防波堤整備事業」の２事業を中止 

62 

都市基盤整備の重点化 ・都市基盤整備中期計画により、緊急性・費用

対効果・既存ストックの活用などの視点から

「事業の選択と資源の集中」の重点化基準を明

らかにし、それに基づいて事業をすすめる。 

重点化例 

○渋滞対策 

・中央環状線立体交差化の推進 

美原ロータリー西行き完了 

・きめ細かい渋滞対策（するっと交差

点対策（右折レーン設置等）の重点実施

余野茨木線中河原交差点完了 

○身近な生活圏の整備 

・電線類地中化による景観向上とバリ

アフリー化の推進 
豊中駅周辺他２箇所完了 

 

・水都再生モデル事業着手、道頓堀川

環境整備（大阪市と協働）推進 

「水の都大阪」再生構想の策定 

 

○環境改善が実感できる街づくり 

・透水性舗装の試行実施 

・低騒音舗装の重点実施 

 

・水環境の再生に配慮した親水空間創造 

花園多目的遊水池の植生浄化完了 
「寝屋川流域水循環」再生構想を策

定 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

大日駅周辺他４箇所完了予定 
 
 
 
 
 
 
 
透水性舗装の本格実施 

 

 

 

恩智川で流れの再生・植生浄化を実施

 

・「みんなで創ろう都市のみどり～中

環の森づくり～」に着手 

 
 
・荒本跨道橋完了予定 ２箇所完了他

２箇所事業中 
・八尾茨木線御厨交差点他１箇所完了

予定 他７箇所完了他５箇所事業中 
 
 
・寝屋川市駅周辺他２箇所完了予定 
 計１０箇所完了 
 
 
・水都再生モデル事業（堂島川・木津

川の親水護岸、緑化等）完了、道頓堀

川一部完了、併せて舟運を振興 
 
 
 
・中央環状線、大阪臨海線等重点箇所

約２０箇所の沿道環境改善 
 
 

 
 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 
都市基盤整備の重

点化 
 
 



 

 

４２

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

63 

計画的・予防的維持管理 ・土木施設の更新需要の予測や延命化の検討を

行い、維持管理アクションプログラムを順次策

定し、計画的・予防的維持管理を行う。 

 

・ストック延命化の調査・検討 

・土木施設について維持管理アクショ

ンプログラムを策定、一部実施 

  
 

 

 
・土木施設の計画的・予防的維持管理

を実施（データ蓄積） 
 

・建設事業の重点化（１０％シーリング）を踏まえ、府営住宅のストック再生に向け、ストック総合活用計画に基づく

建替え、高齢者向け改善等を順次実施するとともに、福祉施設等との連携を図るなど、地域のまちづくりにも貢献 

64 

府営住宅のストック再生 ・ストック再生に重点を置いた「ストック総合

活用計画」により、老朽化の著しい府営住宅の

建替えや、高齢化に対応した新たな改善、適切

な維持保全など、良好なストック再生に重点化

を図る。 

・府営住宅のバリアフリー化を強化す

るため、エレベーター設置事業に着手

 

・建替えに伴う売却用地について事業

コンぺを実施 

 

・円滑な建替えを促進するため、ＰＦ

Ｉを視野に入れた民活手法の実現可

能性や具体的手法等について検討 

 

 
 
 
 
 
 
・民活手法を導入した事業コンペを試

行 

 
・高齢者福祉サービスと連携したシル

バーハウジングを約 110 戸供給予定 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 
府営住宅建替にお

ける民活手法の早

期導入の取組 

65 

公共施設の環境美化活動 ・府民・地域企業・市町村との協働のもと、道

路・河川などの公共施設の環境美化活動を展開

する。 

・府民との協働の体制づくり及び身近

な公共施設における活動の拡大 

 

 

 

・アドプトリバー実施：20 箇所 

 （実績 22 箇所）

・アドプトロード実施：２３７箇所 

（実績２７３箇所） 

 

・環境ふれあいワークショップ実施 

：３公園（実績３公園）

・まちの緑化ボランティア・リーダー

の養成（３３名） 

 
 
 
・アドプト制度（道路・河川）やワー

クショップ（公園）の拡充 
・アドプトリバー実施：18 箇所 

（実績 40 箇所）

・アドプロ－ド実施：府内全域におい

て展開・拡大（15.年 12 月現在３８

箇所） 
・環境ふれあいワークショップ実施 

：５公園 

 

・府内全域で、道路をはじめ河川・公

園など、府民との協働による環境美化

活動を展開 
 
 
・アドプトリバー実施：20 箇所 
 
・アドプロ－ド実施：府内全域におい

て展開・拡大 
 
・環境ふれあいワークショップ実施 

：５公園 
 

 
 
 
 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 

アドプト・ロード・

プログラムの府内

全域への展開 



 

 ４３

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

（ＥＳＣＯ事業） 

・ＥＳＣＯ推進マスタープランの策定

・４府民センターで実施 

・母子保健総合医療センターで省エネ

サービス開始 

 

 

・ＥＳＣＯアクションプランの策定 

・急性期・総合医療センター、障害

者交流促進センター、教育センター、

豊能府民センターで実施 

 
 
・呼吸器・アレルギー医療センター、

労働センター、中小企業振興センター

で実施 
 

 
前倒し・早期具体化等 

ＥＳＣＯ（エスコ）

事業の推進 

66 

ＰＦＩ等による民間活力

を活かしたまちづくり 

・民間の技術・資金等の経営資源や創意工夫を

活かし、ＰＦＩ事業やＥＳＣＯ事業など、民間

活力を活かした新たなまちづくりを積極的に

推進する。 

（ＰＦＩ事業） 

・不法駐車対策を目的とした江坂駅南

立体駐車場「ＥＳＡＫＡ－フラッツ」

（ＰＦＩ事業）の完成・開業 

・ＰＦＩ事業の新たな展開について検討 

 
・ＰＦＩ方式による大阪府警寝屋川待機

宿舎の整備 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

67 

民間主導によるインナー

エリア都市拠点整備 

・大規模工場移転跡地を、商業業務機能に加え、

多様な機能を備えた都市拠点として再整備す

る。 

 

 

（守口大日地域拠点開発） 

・都市計画用途地域の変更（12 月）

 

 

・民間主導によるインナーエリア及び

ベイエリアの再生を図るため、14 年

7 月に都市再生特別措置法に基づく

都市再生緊急整備地域の指定（４地

域）を受け、先行する守口大日地域に

加え、堺鳳駅南地域、寝屋川市駅東地

域、堺臨海地域においても、民間プロ

ジェクトに対する支援を行う 

（堺鳳駅南地域拠点開発） 

・都市計画変更の協議(近隣(防災)公園) 

（寝屋川市駅東地域拠点開発） 

・都市再開発方針の決定（12 月） 

（堺臨海地域都市拠点開発） 

・大阪府地方港湾審議会で臨港地区分区変

更の答申（9 月） 

 
・拠点開発事業の着手（４月） 

・商業施設工事着手（15 年度第４四

半期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・近隣（防災）公園都市計画決定 

 

 

 

・民間の都市再生事業にかかる地区計

画の都市計画決定 

 
・住宅ゾーン１期工事着手 
・商業施設供用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・近隣（防災）公園工事着手 

 

・市街地再開発事業の都市計画決定 

 

・工事着手 

 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 
都市再生緊急整備

地域における民間

プロジェクト支援 



 

 

４４

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

68 

都市のバリアフリー化 ・高齢者や障害者をはじめ誰もが活動しやすい

都市づくりに向け、福祉のまちづくり条例を改

正する。また、対象施設の拡大を図り一層のバ

リアフリー化を推進する。 

・福祉のまちづくり条例改正（14 年

9 月議会） 

（改正内容） 

ユニバーサルデザインの考え方を

導入、事前協議対象施設の拡大等 

 

・ 交通バリアフリー推進連絡会議設

置、駅及び周辺地区のバリアフリー化

事業を推進 

・ 登録された高齢者向け民間賃貸住

宅のバリアフリー化を促進 

 

・ 府営公園のバリアフリー化推進 
 

・歩道部通行支障電柱移設の推進 

実績：３５０本／６７９本 

・ 点字ブロックによる駅周辺連続誘

導着手 

実績：１６.５㎞／３３㎞ 

・改正条例施行（年度当初） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・歩道部通行支障電柱６７９本移設完了 
 
・点字ﾌﾞﾛｯｸによる駅周辺連続誘導 
３３ｋｍ完了 

平成 15 年度完了 
 

・改正条例等を活用しつつ、民間と協

働し、一層のバリアフリー化に向けた

まちづくりを推進 
 
 
 
・鉄道駅舎のエレベーター設置等、駅

周辺のバリアフリー化を推進 
 
・高齢者向け民間賃貸住宅（登録住宅）

のストック増加を図り、登録住宅の

バリアフリー化を促進 
・府営公園のバリアフリー化（園路・

休憩施設等）概成 
 

 
 

 

69 

民間建築活動の適正化 ・大阪府建築物安全安心実施計画を改訂し、法

手続きの遵守並びに民間建築活動への指導強

化により、違反建築を防止し、安全安心な民間

住宅の供給を促進する。 

・大阪府建築物安全安心実施計画改訂

（8 月改訂） 

 

 ・府域における建築物の完了検査実施

率（13 年度；56％）を 80％（目標）

に引き上げ、違反建築を防止 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

２．NPO・府民との協働 

70 

提案公募型協働事

業の創出 

・ＮＰＯからの提案公募による委

託事業を府政の各分野で実施し、

NPO との協働を推進するととも

に、ＮＰＯの活動活性化を支援す

る。 

・ＮＰＯからの提案公募型委託事業

の実施（4 事業を 3 部局で実施）

 

 

 

・在住外国人とともにつくる「安全・

安心なまちづくり」事業（企画調整部）

・生活者の視点によるユニバーサルデ

ザイン・アイデア創出事業（商工労働

部） 

・農空間を活用した「地域コミュニテ

ィと NPO との連携活動」公募事業（環

境農林水産部） 

・環境保全に対する意識啓発推進事業

（環境農林水産部） 

・ＮＰＯからの提案公募型委託事

業の実施（4 事業を４部局等で実

施） 

 

 

・青少年育成地域リーダー養成事

業（生活文化部） 

・府営公園「ひと・花・みどり」

協働事業（土木部） 

・木造密集市街地における住民の

まちづくり意識向上事業（建築都

市部） 

・高校生の職業観・勤労観の育成

プロジェクト（教育委員会） 

 

・ＮＰＯからの提案公募型委託事業

の実施（３事業実施予定） 

 

 

 

・協働政策に関する意見交流会のモデ

ル実施 

・協働事業評価システムの構築検討 

 

 

・「ＮＰＯとの協働をすすめるため

のガイドライン」（13 年 9 月策定）

に基づく協働事業の推進 

・行政とＮＰＯとの協働ノウハウの

蓄積 

・具体的な協働事業拡大に向け、全庁

的な「協働推進計画」の策定に向けて

検討 

・「協働推進計画」を策定 

・推進計画に基づく協働事業の推進 
 

71 

ＮＰＯとの協働

の仕組みづくり 

各施策分野におけ

る協働事業の展開 

・「ＮＰＯとの協働を進めるための

ガイドライン」に基づき、各施策

分野における具体的な協働事業実

施を推進する。 

・「ＮＰＯ情報データベース」の構築、

運用により､各部局へＮＰＯ情報を発

信 

・協働にかかわる相談体制の構築、運

用 

・協働事業推進協議会を通じたＮＰＯ

情報の蓄積と行政情報の発信 

・「NPO 情報データベース」の運用 

 

 

・協働に関わる相談事業の実施 

 

 

 

 

 

３ヵ年で概ね１２事業、できるだけ多くの部局で実施 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

72 

当事者参画による

障害者の地域生活

支援 

・障害者当事者で組織しているＮ

ＰＯとの協働により、当事者によ

る相談等の支援活動を行う人材を

養成・派遣し、障害者の自立を支

援する。 

・ＮＰＯとの協働による障害者ピア

カウンセラーの養成等 

（14 年度実績） 

養成  １６７人 

派遣   20 人 

・ＮＰＯとの協働による障害者ヘル

パー養成研修の実施 

（15 年度以降は民間において実施）

（14 年度実績）5２９人 

・ＮＰＯとの協働による障害者ピアカ

ウンセラーの養成等 

（15 年度見込） 

養成  １０４人 

派遣   １０人 

 

 

 

 

・ＮＰＯとの協働による障害者ピアカ

ウンセラーの現任研修 

（16 年度計画）  77 人 

・障害者ピアカウンセラー派遣 

（16 年度計画）  10 人 

 

 

 

 

73 

NPO との協働に

よる就労支援 

・ＮＰＯとの協働により、障害者

の職場定着等を支援する専門人材

を育成し、活用する。 

・ＮＰＯとの協働による障害者の就

労支援を行うジョブ・サポーターの

養成と、授産施設等の要請に基づく

ジョブ・サポーターの派遣 

（14 年度実績） 

養成 19 人 

支援実績 119 人 

支援回数 2,953 回  

 

 

 

 

（15 年度見込） 

養成 20 人 

支援実績 168 人（10 月末） 

支援回数 2,015 回（10 月末）  

 

 

 

 

（16 年度計画） 

養成 20 人 

 

 

 

74 

帰国・渡日児童生

徒の学校生活サポ

ート 

・NPO との協働により、市町村と

の連携を図りながら、帰国・渡日

児童・生徒に対するきめ細やかな

進路ガイダンス・進路相談等を実

施する。 

・学校生活情報ホームページの更新

及び充実 

・ＮＰＯとの協働による学校生活ガ

イダンスのモデル実施（４地区） 

・学校生活情報ホームページの更新 

 

・ＮＰＯとの協働による学校生活ガイ

ダンスのモデル実施（７地区） 

・NPO ネットワークづくり 

・学校生活情報ホームページの更新 

 

・ＮＰＯとの協働による学校生活ガイ

ダンスのモデル実施（府内全域） 

・NPO ネットワークによる府内全域

のネットワークの拡大 

（Ｐ6７№20 参照） 

 

 

 

 

75 

先導的協働事業

の実施 

 

 

ＮＰＯとの連携に

よる児童虐待の発

生防止 

・NPO の育成・組織化に取り組む

とともに、子ども家庭センターを

中心に、子育てや虐待防止に関わ

る地域における身近な相談環境を

整備する。 

・虐待防止アドバイザーの養成及び

履修者の資質維持 

・アドバイザーの具体的活用 

・15 年度末で 640 名程度修了予定 

・19 市町において子育てサロンや地

域子育てサークルへの参加といった

形での活動実施 

・引き続き虐待防止アドバイザーの養

成及び市町村に対する活用に向けて

の働きかけを積極的に行う  
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

76 

 コミュニティ・ビ

ジネスの創出 

・福祉・環境などの地域ニーズに

対応する新たな担い手の育成に向

け､コミュニティ・ビジネスに対す

る立上がり支援や経営面でのアド

バイスを行う。 

・先進的なコミュニティ・ビジネス

を実施するＮＰＯ等に対する立上げ

資金助成・コンサルティング支援 

・１４年度事業の成果等を踏まえ、「Ｃ

Ｂ起業家応援事業」として、事業内容

を拡充の上、１６年度まで実施 

 

 

 

（Ｐ6７№19 参照） 

 

77 

ＮＰＯ・地域住民

との協働による快

適環境の創造 

・府民参加のもと、公園・道路・

河川などの快適環境を創造するた

め、身近な公共空間の清掃や緑化

等のボランティア活動を支援す

る。 

 

 

・アドプトリバー実施：２０箇所（実

績 22 箇所） 

・アドプトロード実施：２３７箇所

（実績２７３箇所） 

 

・環境ふれあいワークショップ実施：

３公園 （実績３公園） 

・まちの緑化ボランティア・リーダ

ーの養成（３３名） 

・アドプト制度（道路・河川）やワー

クショップ（公園）の拡充 

・アドプトリバー実施：18 箇所（実

績 40 箇所） 

・アドプトロード実施：府内全域にお

いて展開・拡大（15 年 12 月現在

３８箇所） 

・環境ふれあいワークショップ実施 

：５公園 

 

 

・アドプトリバー実施：20 箇所 

 
・アドプロ－ド実施：府内全域におい

て展開・拡大 
 

・環境ふれあいワークショップ実施 

：５公園 

 

 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 
アドプト・ロード・

プログラムの府内全

域への展開 

78 

先導的協働事業

の実施 

 

NPO との協働に

よる男女共同参画

社会づくり 

・女性の社会参加・参画や女性が

直面している問題に対し、各種の

支援を行うドーンセンター事業を

順次 NPO との協働事業として実

施する。 

 

・啓発・情報事業のうち、可能なも

のからＮＰＯと協働 

・女性と仕事創発事業、女性芸術劇

場、海外ビデオ収集・加工、企画展

示、情報活用講座をＮＰＯに委託 

・相談・啓発・情報事業のうち可能な

ものからＮＰＯと協働 

・カウンセリング専門講座、女性映像

フェスティバル、海外向け情報発信、

ホームページの作成をＮＰＯに委託 

相談・啓発事業のうち、可能なもの

から NPO と協働 

・電話相談等を NPO に委託予定 

・人間関係講座・ウィメンズフォーラ

ムに NPO が参画予定 

 
 
前倒し・早期具体化等 

ＮＰＯとの協働によ

る男女共同参画社会

づくり事業の促進 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

（現代美術センター） 

・１４年度当初に直営化 

・ボランティアの募集と補助的業務に

おける協働 

 

（現代美術センター） 

・ボランティアの登録更新、新規募集

と補助的業務における協働 

 

（現代美術センター） 

・ボランティアが自主的活動を行うた

めの環境づくり 

・ボランティアによる展覧会などの企

画、実施 

79 

公の施設の運営へ

のＮＰＯの参画 

・女性総合センター（ドーンセン

ター）、現代美術センター、花の文

化園の運営へのＮＰＯ・府民の参

画を図ることにより、柔軟できめ

細かなサービスの提供を図る。 

（花の文化園） 

・花の文化園ボランティアグループ

「フルルガーデン倶楽部」の設立 

・同倶楽部による一部花壇の管理 

・ボランティア活動内容の検討 

・小学生向き「体験学習プログラム集」

の作成 

（花の文化園） 

・小学生向き「体験学習プログラム集」

の活用推進 

・来園者体験メニューの充実 

・ボランティア管理部分の拡大 

（花の文化園） 

・園内案内ボランティアの立上げ 

・府民参加型イベントの企画実施 

 

80 

公の施設の運営等

への参画等 

消費者問題に関す

る協働 

・消費者を取り巻く環境の変化や

複雑化・深刻化する消費者問題に

的確に対応するため、消費生活セ

ンターの効果的、効率的な業務の

あり方について、消費者問題に関

する専門性・ノウハウ等を有する

団体等との協働の検討を行う。 

・消費者行政に関する業務を消費生活

センターに一元化し、センター機能の

強化を図り、効果的・効率的に消費者

行政を推進 

・相談業務を、消費者問題に関する専

門性・ノウハウを有する団体に委託 

・食の安全の取組宣言事業や高校生向

け消費者教育支援モデル提供事業な

どを消費者問題に関する専門性・ノウ

ハウを有する団体に委託 

・ヤミ金融問題に関する府民向け法律

相談事業を大阪弁護士会及び大阪司

法書士会と連携して実施 

・引き続き、食の安全の取組宣言事業

や消費者教育支援モデル提供事業な

どについて、消費者問題に関する専門

性・ノウハウを有する団体と協働  

81 

ＮＰＯとの協働に

向けた組織風土の

醸成 

府と NPO との人

材交流 

・職員のＮＰＯ、ボランティア団

体などの活動への参加に向けた新

たな人事制度を検討する。 

・府退職者をモデルケースとした

人材のマッチングシステムを構築

し、府とＮＰＯとの人材交流を進

めることにより、相互理解の促進

と協働化の推進を図る。 

・ＮＰＯとの人事交流制度の検討 

・職員向け「協働推進研修テキスト」

の作成と研修実施 

・「人材マッチングシステム」の構築・

運営（モデルケースとして府退職者と

ＮＰＯ求職情報とのマッチング） 

・職員に対する協働推進研修の実施 

 

 

・ＮＰＯで活動を希望する勤労者とＮ

ＰＯとのマッチングを行う「勤労者コ

ラボレーションセンター」との連携 

 

・NPO との人事交流の仕組みづくり

実施 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

・民との協働により事業を進める

分野において、出資法人が中間支

援組織として情報の収集・提供を

行うことにより、NPO との協働に

よる事業展開をすすめる。 

 

（国際交流財団） 

・ＮＰＯによる先導的事業等に対して

助成金を交付する「ＮＰＯ活動支援助

成制度」の拡充など、中間支援団体機

能の強化 

 

（国際交流財団） 

 

 

・「NPO 活動助成制度」の拡充 

・府が設立した「大阪府 NPO 協働海

外技術研修員受入事業」のＮPO サポ

ート等を行う中間支援業務を受託・実

施 

（国際交流財団） 

 

 

・コミュニティ・ビジネス事業者と連

携した多言語サービスによる生活支

援事業について、募集・実施等の中間

支援業務を受託 
82 

 出資法人と NPO

との連携・交流 

 （男女共同参画推進財団） 

・能力開発・育成事業などで事業委託

を拡充するとともに、財団の中間支援

組織を強化し、ドーンセンターにおけ

る NPO との協働を推進 

 

  

 

 

 

 

83 

ＮＰＯへのマネジ

メント支援 

・中間支援組織を通じた税務、会

計など運営面のサポートにより、

ＮＰＯの運営能力や事業遂行能力

の向上を図る。 

・ＮＰＯ運営マネジメント事業の実施

（経理・情報等の実務経験者（年間

15 人）をＮＰＯに派遣） 

  

 

84 

ＮＰＯ活動の活性

化支援 

大阪ＮＰＯプラザ

の整備・運営 

・中間支援組織の自主的な運営の

もと、NPO のインキュベート機能

や府民、行政等との交流機能を持

つサポートセンターを整備し、活

動の場や NPO に関する情報を提

供する。 

・４月「ＮＰＯプラザ」開設 

・プラザ管理運営団体に対する管理運

営支援（補助） 

・ＮＰＯプラザを通じたＮＰＯ活動支

援、ネットワーク構築支援 

  

・17 年度以降の管理運営支援のあり

方検討 

 
 

 

ＮＰＯ活動等活性化の中間支援団体機能の強化 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

主要プロジェクトの点検（１）面的開発プロジェクト 

85 

南河内・健康ふれあいの

郷 
・土地造成の着手については、外部の専門家等

による評価を行い住宅開発計画の採算性等を点

検した上で判断する。 
・今後、スポーツゾーンのあり方については関

係者で協議を進める。 

・土地造成の着手について、外部評価

を踏まえ事業継続（造成着手）を決定 
 
・土地造成、住宅建設･販売に係る事

業コンペを実施 
 
・スポーツゾーンのあり方について関

係者と協議 
（北地区）地域住民のための広場とし

て造成完了後５年間、暫定的に利用 

 
 
 
・土地造成着手（６月） 
 
 
・スポーツゾーンについて、最終的な

活用方策等について、引き続き関係者

と協議 
（南地区）土地処分について、地元市

と協議 

 
 
 
 
・住宅の分譲については、16 年度～

１９年度の完了を目指す 
 

 
前倒し・早期具体化等 
見直し案による事

業の成立性を見極

めて造成工事に着

手した 
 
 
 
[※１７年４月 

まちびらき予定] 

86 

和泉コスモポリス ・分譲単価引き下げや賃貸方式の導入など更な

る企業誘致の促進方策について協議を進め、事

業の早期完了を目指す。 

・併せて、各事業主体の事業の方向性について

も確定する。 

・ベンチャー企業の試作工房や団地内

企業の共同利便施設を備えたいずみ

テクノサポートセンターを年度当初に開設 
・各事業主体は、１３年９月に実施し

た分譲単価の引き下げなどにより、早

期の企業立地を推進 
○(株)いずみコスモポリス 

早期に土地処分を完了すべく分

譲を推進。また、事業用定期借地権

方式を導入 
○(財)産業基盤整備協会 

早期に土地処分を完了すべく主

に事業用定期借地権方式による企

業誘致を推進 
 

◆契約実績 １５区画［面積:約 4.4ha］ 

 
 
 
 
 
 
○(株)いずみコスモポリス 

・時価による分譲 
 

   
○(財)産業基盤整備協会 

・賃料の引下げ 
・賃料減額制度の導入 
  

 
◇契約見込 ３０区画［面積:約 15.3ha］ 

 
 
 
 
 
・早期に土地処分の完了を目指す 

 
 
 
 
 
 
前倒し・早期具体化等 
企業誘致促進方策

を展開し、企業立地

促進を図った 

87 

岸和田コスモポリス ・㈱岸和田コスモポリスの事業計画見直しを踏

まえ、事業成立性及び府の政策的関与の必要性

等を見極めて行く。 

・１４年１２月、㈱岸和田コスモポリ

ス取締役会において「当社が推進する

枠組みでの土地区画整理事業の推進

は当面困難である。当社としては、こ

の事業の経過を踏まえ、今後の対応方

針を関係者と協議・調整する。」と決

議された 
・大阪府は、残された課題（土地の権

利関係の整理等）を解決するために同

社が行う調整作業に協力した 

 
 
 
 
 
 
・引き続き、コスモ会社が行う調整作

業に協力していく 

 
 
 
 
 
 
・早期に残された課題が解決できるよ

う、コスモ会社に協力していく 

 
前倒し・早期具体化等 
事業成立性及び府

の政策的関与の必

要性等について見

極めた 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

88 

津田サイエンスヒルズ ・分譲価格の引き下げや賃貸方式の導入を実施

したところであり、今後とも企業誘致の促進に

取り組み事業の早期完了を目指す。 

・ 第 二 京 阪 道 路 一 部 供 用 開 始

（１５年３月）の効果を生かした企業

誘致の促進 
・学識経験者等からなる整備検討委員

会の提言を踏まえ、以下の取組を行っ

た 
･立地対象施設の拡大の検討、実施 
･まちづくりの方向性を具体化するた

めの方策の検討 
 
◆契約実績 なし 

 
 
 
・用途地域を第二種住居地域から準工

業地域に変更 
・商品開発型産業施設を立地対象施設

に追加 
・分譲価格及び賃貸価格の引下げ 
・インキュベータの開設 

（全４室満室） 
◇契約見込 ３区画［面積:約 2.0ha］ 

 
 
 
 
 
・企業の立地促進による早期のまちづ

くりを推進する 

 
前倒し・早期具体化等 
企業誘致促進方策

を展開し、企業立地

促進を図った 

89 

阪南港阪南 2 区整備事業 ・土地需要動向等が厳しいことから、採算性の

確保のため、残事業の徹底した見直し・圧縮を

図る。また、地元市・民間と一体となって企業

誘致を推進する中で、分譲見通しを見極めなが

ら建設発生土等を活用して段階施工を行う。 

・残事業の見直し・圧縮を図るととも

に、分譲見通しを見極めながら、建設

発生土等の受け入れにより一部区域

を埋立 
 
 
・連絡橋（岸之浦大橋）を１２月に暫

定２車線で使用開始 
 
 

 
 
 
 
・１７年度の第１期製造業用地の分譲

開始に向け、企業の意向を踏まえた誘

致活動の展開 
 
※15 年 12 月に企業誘致支援策と

して岸和田市が支援条例を制定 

 
 
・第１期製造業用地の埋立を完了 
 
 
 
 
・余熱利用施設（約３ha)の分譲契約

の締結 
 

 

 

 

 

[※１７年度 
第一期製造用地 
分譲開始(約 11ha)］ 

90 

国際文化公園都市シンボ

ルゾーンの形成 

・地価の低迷など社会経済環境が厳しいことか

ら、採算性の確保のため、民間主導のもとでの

事業コストの低減など会社の経営改善や保有地

の付加価値を高める取り組みが進められるよう

努める。 

・引き続き、民間主導のもとで経営改

善を実施 
 
・会社の残る保有地の 10 年分割売却

契約を締結（借入金全額返済に目処） 

・広報誘致活動の取組強化により、ラ

イフサイエンスパークの形成を推進 
 
・減資等の手続きにより、会社の累積

損失を処理 
 

 
 
・１６年春西部地区の一部でまちびらき 
・医薬基盤研究所 (仮称)の開設 
・彩都バイオインキュベータ(仮称)の

開設 

 
前倒し・早期具体化等 
国文会社の財務健

全化を実施 

主要プロジェクトの点検（２）鉄軌道整備 

91 

国際文化公園都市モノレ

ール（阪大病院以北） 

・経営採算性の確保のため、開発者の適切な負

担を前提に、引き続き、建設費及び運行経費の

節減を図りつつ、国際文化公園都市の開発熟度

に合わせた整備を行う。 

 

・開発整備の進捗状況などにあわせ 
ながら、19 年春に西センターまでの

間を開業すべく建設工事を推進 
・西センターから東センター間につい

ては、国際文化公園都市の開発熟度を

見極めていく 

   

92 
大阪モノレール（門真以

南） 

・現時点では、事業成立の見通しは極めて厳し

いことから、将来構想として、引き続き需要と

採算性を見極めていく。 

・将来構想として引き続き需要と採算

性の見極め 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

93 

大阪外環状線鉄道 ・事業採算性の確保のため、既存施設の有効利

用、施工方法の工夫、関連事業との一体施工等

により現施工区間の事業費抑制に努めるととも

に、採算性等を見極めた上で、事業の進捗を図

る。 

・現施工区間については事業主体にお

いて、事業費抑制に努めながら、建設

工事を推進 
・未施工区間については、採算性見極

めなどの課題に取り組む 

   

94 

阪神西大阪線延伸 ・調査段階に引続き、今後、建設着手前に改め

て外部の専門家等による事前評価を行う。 

・建設着手前の外部評価を踏まえ、建

設への参画を決定 
・事業主体において、施工方法の工夫

等により、事業費抑制に努めながら、

事業の進捗を図る 

・建設工事着手 
 

・事業費抑制に努めながら、建設工事

を推進 

 
 

前倒し・早期具体化等 
事業の成立性や府

の関与の必要性を

見極めて建設工事

に着手した 

95 

京阪中之島線 ・調査段階に引続き、今後、建設着手前に改め

て外部の専門家等による事前評価を行う。 

・建設着手前の外部評価を踏まえ、建

設への参画を決定 
・事業主体において、施工方法の工夫

等により、事業費抑制に努めながら、

事業の進捗を図る 

・建設工事着手 
 

・事業費抑制に努めながら、建設工事

を推進 

 
 

前倒し・早期具体化等 
事業の成立性や府

の関与の必要性を

見極めて建設工事

に着手した 

主要施設構想 

96 

新庁舎 

 

・新庁舎については、現庁舎の耐震性や本庁機

能の分散解消などの観点から整備が必要である

が、集中取り組み期間内の着手を見合わせ、庁

舎の規模・機能・整備手法などを検討する。 

・集中取り組み期間内は事業着手を見

合わせる 
・庁舎・周辺整備区域全体としての効

率的・効果的な土地利用、建物計画、

整備手法等の検討 

  
 
・集中取組期間以後の新庁舎整備にか

かる方針の決定 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 項目 計画における基本的考え方 
平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 

備考 

４ 公の施設の改革   

97 

施設の抜本的なあり方検

討 

・府民ニーズの変化や費用対効果、市町村との

役割分担や民間施設の整備状況などの観点か

ら、府として施設保有する必要性等を検討し、

廃止を含めあり方を抜本的に見直す。 

 
 
 
 
 
 
・緑化センターの廃止（１３年度末）

 
 
 
 
 
 
・総合青少年野外活動センターの閑

散期閉鎖(１～２月)及び施設規模の

縮小 

・老人総合センターの運営の効率化

平成１５年度完了
 

 
 
 
 
 
 
※青少年海洋センターの閑散期閉鎖

(１～２月) 

 
 
 
 
 
 
※は「さらなる取

組」として取り組む

もの 
前倒し・早期具体化等 
老人総合センターの

効率的な施設運営を

図る観点からの経費

節減 
  
 
 
・青少年海洋センターファミリー棟

（１４年度当初）

 
 
 
※里山の自然学校「紀泉わいわい村」

 (１５年度当初)

 
 

 
※体育会館（１６年度当初） 

・羽衣青少年センター 

・府民牧場（一部事業） 
 

98 

施設の効率的・効果的運

営 

・民間活力を最大限に活用した運営の効率化や、

受益者負担の適正化を図る。また、一層開かれ

た施設運営を目指し、NPO・ボランティアとの

協働を推進する。 

 
 
 
・現代美術センター（ボランティア

活用事業の実施） 

・女性総合センター（ＮＰＯとの協

働事業の実施） 

・花の文化園（ボランティアの参画）
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

※は「さらなる取

組」として取り組む

もの 

●運営効率の向上を図るとともに、より魅力ある施設とするため、民間事業者のノウハウを活用 

●一層開かれた施設運営をめざし、ＮＰＯ・ボランティアなど府民との協働 

●公の施設改革プログラム（案）（13 年度策定） 

●施設のあり方見直し 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 項目 計画における基本的考え方 
平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 

備考 

99 

施設のあり方・数値目標

の公表 
・平成１１年度に施設ごとの目標数値を設定し、

運営改善を進めている。さらに、今年度内にす

べての施設について、そのあり方や当面３ヵ年

の施設ごとの費用節減・利用拡大などの達成す

べき数値目標を具体的に定めた「改革プログラ

ム」をとりまとめ、公表する。 

・府の出資法人が管理運営する施設については、

法人改革と併せ取組をすすめる。 

 
 
 
１４年度当初予算削減額 

(13 年度当初予算比) 
▲３億円（一部重複） 

 
 
 
 
※国際児童文学館（任期付専門員の

任用） 

・門真スポーツセンター、漕艇セン

ター（職員の非常勤化等の前倒し実

施） 

平成１４年度完了
 
 
 
 
・総合青少年野外活動センター 

・青少年海洋センター 

・青少年会館 

・羽衣青少年センター 

・弥生文化博物館 

・近つ飛鳥博物館 
 

 
 
 
１５年度当初予算削減額 

(13 年度当初予算比) 
▲５億円（一部重複） 
 
 
 
 

※国際児童文学館（任期付専門員の

任用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上方演芸資料館 

・少年自然の家 

 
 
 
１６年度当初予算削減予定額 

(13 年度当初予算比) 
▲８億円（一部重複） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※は「さらなる取

組」として取り組む

もの 

 

前倒し・早期具体化等 
門真スポーツセンタ

ー、漕艇センターに

おける職員の非常勤

化等 

 

●収支改善目標  公の施設（２８施設）全体で、府からの一般財源支出（１３年度 約４０億円）を概ね２０％削減 

●料金体系の見直し（年齢区分の見直し、利用実態等に応じた料金区分の見直しなど順次実施） 

●収支以外の改善目標（集客の工夫・収益部門の強化、管理運営体制のスリム化など） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

■ 自主財源の確保  

1 

収入歩合の向上 ・課税調査や滞納整理の充実強化など税収確保

に積極的に取り組む。 

特に、自動車税の滞納整理を強化するなど、

従来の対策と併せてさらなる取組をすすめ、全

国平均を下回っている収入歩合（徴収率）の向

上に努める。 

収入歩合    95.2％ 

府税収入の確保 

4１億円 

主な取組 

・不動産取得税の中間登記省略調査等

課税捕捉調査の強化 

・高額滞納事案の集中処理 

・滞納整理支援システムを活用した滞

納整理の強化 

収入歩合（見込）    95.6% 

府税収入の確保（見込） 

  40 億円 

 

 

府税収入の確保（目標額） 

  30 億円 

 

 

2 

課税自主権の活用 ・法定外税など課税自主権の活用について、引

き続き検討する。 
・法定外税について、政策的な観点、法

的な問題点等の課題について整理しな

がら検討 

  

・府有資産の有効な活用を促進するとともに、低未利用地財産及び廃止予定財産の総合的、効率的運用を図るため公有財産

活用委員会を開催し、処分可能な府有地については、積極的に売り払いを推進 

・目標として、14 年度～１６年度の 3 年間において 300 億円以上の府有地を売却 

3 

府有財産の売り払い ・処分可能な府有地については、必要な手順・

手続きを踏んだ上で売り払いに努める。 

 廃川・廃道敷、施設跡地等の普通財産 

 低・未利用の行政財産 

 大阪府職員宅舎・教職員住宅等の廃止によ

る施設跡地 

 府営住宅建替えにより生み出す用地 

 府立高校再編整備に伴う施設跡地等 

取組効果額 ９５億円 取組効果額 ８７億円 

この他に用途廃止した府有財産を他の

施設用地として活用することにより 

１０億円の歳出抑制と同様の効果 

取組効果額 １３０億円予定 

 

・適正な受益者負担を求める観点から、各年度の予算編成時において単価設定等の妥当性を精査し、必要な改定を適切な時

期に実施する 

4 

使用料、手数料の見直し

等 
・適正な受益者負担を求める観点から、使用

料・手数料の見直しを行うとともに、減免制度

について、制度として時代状況に合わなくなっ

たものや、受益者間の負担の公平を確保する観

点から見直しが必要なものは、見直しを進め

る。 

改定件数２１件 

増収見込額５億円（一部重複） 

（平年度ベース２４億円） 

改定件数 14 件 

増収見込額２億円（一部重複） 

（平年度ベース３億円） 

改定件数３件 

増収見込額０.２億円（一部重複）

（平年度ベース０.２億円） 

 

 

 

前倒し・早期具体化等 
使用料、手数料の

見直し 

5 

農業大学校の入学金及

び授業料 
・受益者負担の適正化を図る観点から、農業大

学校について入学金及び授業料の徴収に向け

ての検討を行う。 

・１４年度９月議会において、授業料徴

収にかかる条例改正案を可決 

・カリキュラムの充実を図り、１５年度入

学生より授業料を新たに徴収 

 

 

 

平成 15 年度完了

再建団体転落を回避～10 年間で計画的に財政収支を改善～ 

目標値 ９６．１％ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

6 

土木施設使用料 

 ―道路占用料等― 

・府の道路占用料は、現在その区分・額も国の

道路法施行令に準拠している。しかし、法の規

定によれば、都道府県の条例で独自に定めるこ

とは可能であり、他の都県でも実施している。

適正な受益者負担を求める観点から、平成 14

年度から見直しを行う。 

・府域の地価情勢等を反映した単価に土

木施設使用料（道路占用料等）を改定

（14 年度は経過措置を設定） 

増収額 ３億円（再掲） 

 

 

 

 

増収見込額 6 億円 

 

 

 

7 

減免制度 

 ―府営住宅使用料― 

・受益者負担の適正化、公平性の確保の観点か

ら、応能応益家賃制度が平成 10 年度に導入さ

れ、すべての入居者の家賃が収入に応じた家賃

となったことを踏まえ、平成 14 年度から現行

制度に適合した減免制度に改める。 

・経過措置を設けた上で、収入額・世帯

人数等に応じた家賃負担額を定める新

しい減免制度に改正（14 年 10 月実施）

増収見込額 1 億円（再掲） 

 

 

 

増収見込額 ９億円 

 

 

 

＊ 平年度ベース増収見込額 

19 年度～１８億円 

 

 



 

 

さらなる改革（計画(案)に記載されていない取組）の 

取組状況 

 

 

 

 

 

○行財政計画(案)に記載されていない「さらなる改革」について、取組状況等（これまでの

実績や今後の具体的な取組内容）を示したものです。 

○なお、表中の記号は次のことを示しています。 
 
 

      「同左」        前年度の取組の中味を変えて実施するもの 
 

             取組が具体化され、その取組を継続して実施していくもの 
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≪さらなる改革≫ 
３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 組織の再編・スリム化 

1 

審議会・懇話会など

附属機関等のスリム

化 

・附属機関等の設置、運営等について行政コ

ストや政策決定の迅速性の観点から効率

的・効果的活用を図る。 

・「附属機関の設置及び運営に関する指針」

を策定(１４年９月) 

・「附属機関の設置及び運営に関する指針」

に基づき取組、状況を調査 

・１２機関減少 

  

2 

大阪臨海工業用水道

企業団の解散 
・堺港地区ユーザーの平成１４年度末の撤退

を踏まえ、同１６年３月の解散に向け調整を

進める。 

 ・大阪市等の関係者と協議・調整を図った

上で、同企業団を年度末に解散 

  

２ 組織の活性化・職員のモラールアップ 

3 

行政経営能力向上の

ための管理職研修の

実施 

・民間における経営改革の実例を学ぶことに

より、行財政改革に対する意識を高め、改革

に向けた政策形成・行政経営能力の向上を図

ることをねらいとする管理職研修を実施。

（平成 14 年度～） 

・民間企業から講師を招き、「改革に向け

たトップマネージメント」についてグルー

プディスカッションなどを実施 

・民間企業から講師を招き、「スピードあ

る府政改革」についてグループディスカッ

ションを実施 

・引き続き実施  

３ 勤務条件 

4 

給与水準の抑制  ・本府の財政状況等を総合的に勘案し、人

事委員会のプラス勧告に対し、給与のマイ

ナス改定 

・同左   

5 
退職手当制度の見直

し 
  ・退職手当の支給水準について、５．５％引下げ実施（上記の給与水準の抑制効果分

を含め実質８．５％引下げ） 

 

 

全国一、スリムな組織づくり 
～一般行政部門で３,０００人を削減～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

４ 出資法人の改革 

・事業を徹底して見直した上で、法人の必

要性や活用のメリットを精査し、経営効率

化の観点から廃止や統合、民営化を進め

る。また、府の法人指導の実効性を高める

とともに自立的運営を促進するため、府の

関与を見直す。 

 

 統合 

(財)大阪コンベンション・ビューロー 

(社)大阪府観光連盟 

(社)大阪観光協会（15 年度当初） 

 

解散 

(財)大阪勤労者職業福祉センター 

(財)大阪府勤労者福祉協会 

 

6 

３つの削減目標 

法人数の削減 

(財)大阪コンベンション・ビューロー、(社)大阪府観光連盟、(社)大阪観光協会の統合 

⇒観光振興・コンベンション誘致事業の一体的推進による集客力強化や効果的・効率的な事業推進を図るため、15 年 4 月に、３法人を統合し、新たに(財)大阪観光 

コンベンション協会を設立した 

(財)大阪勤労者職業福祉センターの解散 

⇒国の「民間と競合する公的施設の改革」方針（１２年５月）及び「特殊法人等整理化計画」（１３年１２月）を受け、１６年４月からオオサカサンパレスの施設運営を民営化

し、１６年度中に法人を解散する 

(財)大阪府勤労者福祉協会の解散 

⇒国の「民間と競合する公的施設の改革」方針（１２年５月）を受け、勤労者憩の家を１６年度末を目途にすべて閉館し、法人を解散する。なお、１６年３月末に１館を売却

の上、民営化する 

(財)大阪産業廃棄物処理公社の解散 

⇒堺第７－３区処分場の産業廃棄物受入れ終了に伴い、法定覆土の完了を予定する１７年度末を目途に、法人を解散する 

(財)大阪府住宅管理センターと大阪府住宅供給公社の統合 

⇒公共賃貸住宅ストックの一元的・効果的な活用により、府民・入居者サービスの向上及び効率的な業務執行体制の確保を図るため、府営住宅と公社賃貸住宅の一元的管理

システムを構築し、両法人を 17 年度当初を目途に統合する方向で検討を進める 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

7 

(財）大阪府文化振興

財団の自立的経営の

促進 

・大阪センチュリー交響楽団を運営する

(財)大阪府文化振興財団については、在阪

オーケストラの振興方策の検討にあわせ

て、役員に登用した民間人材の経営ノウハ

ウを活かし、さらなる自立的経営を促進す

る。 

・楽団改革に集中して取り組むため、楽団

の運営に特化した財団へと改編 

・音楽や経営の実務専門家を中心とした役

員構成に改め、理事長には民間人を登用 

・楽団運営について常時経営の観点を持つ

体制とすべく、常任理事会を新たに設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

大阪府保健医療財団

事業の効率的運営方

策の検討 

・財団の自主的な経営努力を促進し、経営

の効率化を図るため、府立健康科学センタ

ーのプール等運動施設について、平成１５

年度より利用料金制度を導入した。 

・千里ニュータウン地域の医療を維持する

とともに、経営改善に資するため、新千里

病院を平成１５年４月に民間移譲したと

ころであり、今後、財団が管理運営する府

立千里救命救急センターについても、事業

のあり方を検討する。 

 ・新千里病院の民間移譲 

・健康科学センター運動施設の利用料金

制導入 

・法人のあり方について検討 

・府立千里救命救急センターの民間法人

への委託変更 

 

9 

大阪高速鉄道（株）

の自立的経営への移

行 

・大阪モノレールを運営する大阪高速鉄道

（株）について、府への依存体質を抜本的

に見直し、市中銀行等からの資金調達が可

能となる財務体質に改善し、会社の自立的

経営への移行を図る。 

  ・大阪高速鉄道㈱における企業信用力の向

上と債務超過など財務体質の改善を図る

ため、同社が行う増資を引き受けるととも

に、市中銀行への一部借換等による大阪府

から同社への長期貸付金の一部前倒し償

還を受ける。 

 出資金     39 億 6,500 万円 

 長期貸付金の一部前倒し償還額 

154 億 5,005 万円 

 

 

引き続き、楽団の自立的

経営の促進を図り、営業

努力や経費削減など経営

改善に努める 
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≪さらなる改革≫ 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 新しい行政システム、 ２ 市町村との新たなパートナーシップの構築 

1 

大阪府ＩＴ推進プラ

ン(仮称)の策定、推進 

・平成１６年度以降の大阪府域におけるＩ

Ｔ化推進のあり方や府政のＩＴ化の進む

べき方向性などを示す新たなプランを策

定し、その内容の実現を図る。 

 ・「大阪府ＩＴ推進懇話会」を設置し、大

阪府のＩＴ推進の方向性について検討 

・「大阪府ＩＴ推進プラン(仮称)」を策定 

・プランの内容実現のため、具体的な取組

を進める 

 

2 

国有財産（里道・水

路）管理業務の市町

村移管 

・「国有財産特別措置法」の改正により、

市町村の申請に基づいて譲与された里

道・水路等の法定外公共物に関する財産管

理業務を府から市町村へ移管する。 

・なお、譲与期間は平成 12 年度から 16

年度とされ、市町村の申請に基づき、国か

ら譲与される。 

・市町村の申請に基づいて譲与された里

道・水路等の法定外公共物に関する財産管

理業務を府から市町村へ移管 

・９市２町（市町域の一部）について移管

 

 

 

 

・２市の全域及び 8 市１町の一部地域に

ついて移管 

 

 

 

・27 市町村の全域及び 11 市２町の一部

地域について移管 

 

■府民との対話等 

3 

インターネットを活

用した府民の意識・

動向の把握 

・インターネットの双方向性、即時性を活

かして府民の意識・動向を迅速かつ効果的

に把握するため、インターネットを活用し

た府政モニター（ネットパル）を導入する。 

・インターネットを活用したモニター制度

を実施するため、募集方法を見直し 

・インターネットを活用した府政モニター

制度「ネットパル」へ制度改革（手法、期

間短縮、人数・対象の拡大） 

・「ネットパル」の運用充実  

4 

パスポートセンター

本所における日曜交

付の開始 

・行財政計画（案）に基づき、利用者サー

ビスを向上させるとともに、より効率的な

業務執行体制を構築するため、旅券発給業

務の委託拡大を行うこととし、併せてパス

ポートセンター本所において日曜交付を

開始する。 

  ・実施（１６年度上半期）  

新しい行政システム「大阪モデル」づくり 
～２１世紀の府県像を目指して・透明でわかりやすい行政経営～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

5 

消費生活センターに

おける中核センター

としての相談・情報

提供機能の充実強化 

・悪質業者相談情報等の市町村相談員に対

する提供や府民向け情報提供機能の充実

による消費者被害の拡大防止を図る。 

  ・市町村消費者行政担当職員、相談員専用

のホームページの開設 

・府ホームページの活用による府民向け情

報提供機能の充実 

 

■行政ニーズに対応した規制緩和 

6 

構造改革特区のイン

パクトを活かしたま

ちづくり 

・構造改革特区による規制緩和と、国や府

等の施策との相乗効果により、地域のポテ

ンシャルを生かしたまちづくりを行う。 

・特区第１次提案（１４年８月） 

・特区第２次提案（１５年１月） 

・４つの特区（国際交流特区、バイオメデ

ィカル・クラスター創成特区、けいはんな

学研都市知的特区、ハイテク産業創造地

区）が認定（15 年 4 月） 

・特区第 3 次提案及び全国規制緩和の提

案（同年 6 月） 

・特区第４次提案（同年 11 月） 

・年間３～４回の特区認定申請の機会 

・特区第 5 次提案（16 年 6 月） 

・特区第 6 次提案（同年 11 月） 

 

以上、それぞれの機会において、府民や職

員の意見を公募しつつ、提案の検討を行う

 

7 

私立幼稚園定員につ

いての府独自の規制

を廃止 

・昭和 59 年に園児の就園保障や教育条件

の低下を防止するため、府独自に設定した

私立幼稚園の定員規制（審査基準）を、府

民が希望する園に、より就園しやすくなる

よう廃止する。 

 ・改正審査基準を施行（15 年 6 月） ・新基準により定員認可予定  

8 

ドメスティック・バ

イオレンス（ＤＶ）

被害者への府営住宅

における対応の拡大 

・ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）

被害者の緊急避難場所として一時的に府

営住宅において受け入れる。 

  ・規程の整備及び関係機関との調整。  

３ 施策の進行管理システム 

9 

印刷物、イベント等、

公共工事のコスト表

記の実施 

・府政の透明性のさらなる確保と職員のコ

スト意識の一層の向上を図るため、コスト

表記を実施し、その充実に努める。 

 

・印刷物、イベント等のコスト表記を実施 ・印刷物、イベント等、公共工事のコスト

表記を実施 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

10 

公共事業の業務改革

(建設 CALS／ＥＣ)

の推進 

・公共事業の設計積算から入札契約・施工

管理・維持管理に至るライフサイクルの全

体について分析・検討し、ＩＴを活用した

業務改革を行う建設 CALS／ＥＣ(公共事

業支援統合情報システム)の構築を進め

る。 

・「大阪府建設 CALS／ＥＣプロジェクト

推進会議」の設置、運営 

・情報共有・電子納品、電子調達(第１期)

システムの設計・開発 

・公共事業業務改革検討会議の運営及び公

共事業関連業務の抜本的な BPR 調査を実

施し、具体的な業務改革案及びシステム案

の検討 
 
・情報共有・電子納品、電子調達システム

の一部導入 
・電子調達(第２期)システムの設計・開発 

・台帳管理サブシステムなどのサブシステ

ム群が相互に連携した建設 CALS システ

ムを構築するため、基本設計・実施設計を

行うとともに、さらなる業務改革のための

検討を進める 

・情報共有・電子納品、電子調達システム

の適用拡大 
・電子調達(第２期)システムの設計・開発

 

11 

入札事務の集約化に

向けた検討 

・公共工事で一部導入した電子入札の適用

拡大や円滑な運用に努めるとともに、入札

契約事務のさらなる効率化や適正化等を

進める。 

 ・１７年度の「入札契約センター(仮称)」

の設置に向け、各部局等で個別に行って

いる入札契約事務の集約化検討 

・公共工事で電子入札を一部導入 

 

・「入札契約センター(仮称)」の設置に向

けた準備体制の整備 

 

・公共工事の電子入札の適用拡大と物品

及び委託業務の電子入札等システムの

開発 

 

12 

産業保安業務情報シ

ステムの構築 

・産業保安に関する高圧ガス、液化石油ガ

スなどの事業者データ、検査データを一元

管理することにより、許認可事務等の効率

化を図る。 

 ・産業保安にかかる許認可事務等に関し

て、コアとなるシステムを開発 

・稼動を開始 

・稼動状況を踏まえ、システムの機能拡充

について検討 

 

13 

大阪府生涯学習情報

提供システムの再構

築 

・大阪府内全域を対象とした地域密着型ワ

ンストップポータルサービスの構築を目

指す「e おおさか CDC（コミニュケーシ

ョンデータセンター）」に運用を切り替え、

サイト内検索機能を強化し、府民の利便性

向上を図る。 

 

  ・e おおさか CDC に運用先を切り替え。

トップページをリニューアルするなど充

実強化 

 

 

14 

私学情報システムの

構築 

・学校法人・私立学校に関する情報を一元

的管理することにより、許認可、調査・照

会等業務全般の効率化及び府民サービス

の向上を図る。 

 ・学校法人・私立学校にかかる情報管理に

関して、コアとなるシステムを開発 

・稼動を開始 

・稼動状況を踏まえ、システムの機能拡充

について検討 
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≪さらなる改革≫ 
３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 施策の抜本的な見直し 

 
 
1 

大規模施設跡地活用

調整委員会の設置 

 

 

・府有財産のうち高校等大規模な施設跡地

について、府施策や地域のまちづくりとの

整合性のもとに有効的･総合的な活用を図

るため、公有財産活用検討委員会の下に新

たに｢大規模施設跡地活用調整委員会｣を

設置する。 

 

 ・大規模施設跡地活用調整委員会を設置

し、府立高校跡地等の活用について検討

・大規模施設跡地調整委員会及び活用検

討委員会において協議を進め，順次、跡

地活用の方策を固めていく 

  

2 

土地開発基金の廃止 ・地価の下落傾向が続いており、また、施

設整備プロジェクトの廃止等により、本府

における土地需要が減少する中で、土地を

機動的に先行取得する必要性が低下して

いることから、土地開発基金はすでにその

役割を終えたものとして、廃止する。 

 ・府基金条例の改正案（土地開発基金の

廃止）を３月定例会に上程 
・土地開発基金の廃止（16 年 6 月 1 日

予定） 

 

（１）まちが安全・くらしが安心 

3 

府健康福祉施策の再

構築に向けた取組 

・健康福祉施策を「持続可能」なものとし、

これからの時代にふさわしい「自立支援型

の施策」へ転換を図る。 

 ・１６年３月議会までに、１６年度から

２０年度を見通した「大阪府健康福祉ア

クションプログラム」（案）とりまとめ

・再構築ビルド施策として、「選択と集

中」という姿勢で、「子育ち・子育て」「健

康づくり」「自立を求める人、援護を要

する人の支援」という 3 つの柱立てのも

と１５の施策を記載 

・これまで大阪府が単独で実施してきた

健康福祉施策のうち、福祉医療制度につ

いて、今後とも持続可能な制度に再構築

するため、世代間負担の公平性、受益と

負担の適正化、子育てや母子家庭等への

支援などの観点から見直し案を記載 

・「大阪府健康福祉アクションプログラ

ム」（案）に基づき、健康福祉施策の再

構築を実施 

 

すべての施策を評価し、重点化／ＮＰＯと協働 

～やるべきことを厳選して施策を再構築～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

4 

精神医療センターの

再編整備の検討 

・大阪府衛生対策審議会答申（平成 14 年

9 月）及び府立の病院改革プログラム〈診

療機能の見直し編〉（同 15 年 3 月策定）

などを踏まえ、同 3 月に中宮病院再編整

備基本構想を策定した。今年度は財源確保

の視点を踏まえつつ、必要な病院施設や

PFI 手法の導入可能性の検討などを行い、

実現化のための方策を策定する。 

・15 年 3 月 中宮病院再編整備基本構

想策定 

 

・実現化方策の策定 

 

・再編整備の具体的内容の検討  

5 

水道事業将来構想の

策定と具体化の取組 
・通水後５０年を経過し、本格的な維持管

理、施設更新の時代を迎える、府営水道事

業が将来にわたり安心と質の高いサービ

スを提供し続けるため、「大阪府水道事業

懇話会」の意見を踏まえ、中長期的な事業

展開の指針となる「大阪府水道事業将来構

想」を平成 15 年春に策定。この構想をも

とに各種事業実施計画を順次策定し、施設

整備のあり方、経営の効率化、水道事業に

ふさわしい環境保全のあり方の検討など、

構想の具体化を図る。 

・「水道事業将来構想」の策定 

 

・本構想をもとに、各種事業実施計画の策

定・具体化 

 

 

 

 

（２）人が元気 

6 

高等学校における計

画進学率の改定 
・全日制高校への進学希望の高まりや生徒

のニーズの多様化を踏まえた就学機会の

確保が必要なことから計画進学率のあり

方を見直す。 

 

 ・全日制課程への受入に限定した従前の

計画進学率という考え方を改め、１７年

度受入れから「昼間の高等学校」という

新たな枠組みに対応した進学率（９３．

９％）を設定 

 

 

  

7 

「大阪教育 7 日制」

の取組 
・子どもを取り巻く環境の変化に対応し、

学校、家庭、地域､が一体となって､社会全

体で子どもの育成に取組むという観点か

ら、「大阪教育７日制」について、知事部

局､教育委員会、府警本部の横断的な連携

により、取り組んでいく。 

 

 ・基礎学力の確実な定着と自ら学び考え

る力を育成する「学力向上プロジェク

ト」、心身ともにたくましい子どもを育

てるための「子ども元気体力 UP プロジ

ェクト」、きめ細かな子育て支援に取組

む「子育てに夢と喜びをプロジェクト」

などを実施 

・１５年度の取組を充実・発展 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

8 

盲・聾・養護学校の

空調整備の実施 
・盲・聾・養護学校において児童生徒の健

康管理及び教育環境の改善を図る観点か

ら、全ての普通教室等に空調機を導入す

る。 

・平成 15 年度末までに盲・聾・養護学

校の全普通教室等に空調設備を導入す

る 

・空調設備の整備工事を実施 

 

・全ての盲・聾・養護学校において空調

設備の運転開始 
 

9 

盲・聾・養護学校の

給食調理業務の一部

民間委託の実施 

・児童生徒の障害の状況に応じた段階食の

提供や多様なメニューの提供を行えるよ

う、必要な調理時に集中的な人員配置を行

うなど、その効果的・効率的な調理業務を

行う観点から、調理業務について民間の力

を活用する。 

 ・15 年度から調理員の退職後を不補充

とし、16 年度以降それぞれの学校の状

況を勘案しながら、順次民間委託化を実

施 

・16 年度の委託実施に向けての学校選

定等 

一部の学校において民間委託を実施予

定 

 

10 

 

非常勤（若年）特別

嘱託員の効果的、効

率的な活用 

非常勤（若年）特別嘱託員を、これから

の学校教育に求められている課題への対

応や経費の効率的執行の観点から、より積

極的に活用していく。 

 

 ・非常勤講師を配置してきた部分や、生

徒指導、進路指導、障害児対応など様々

な教育課題への対応、初任者研修などへ

の対応など、非常勤（若年）特別嘱託員

を積極的に活用 

非常勤[若年]特別嘱託員数の動向と取

組の初年度である15年度の有効活用の

実態や問題を踏まえつつ、教育課題など

に対応した効果・効率的な有効活用を推

進 

 

11 

小学校 1 年・２年生

における「35 人学

級」の導入 

・学校生活がスタートする小学１、２年生

において基本的な生活習慣や学習習慣の

定着を図るため、35 人学級編成に取り組

む。 

  ・１６年度～１９年度の４年間で小学校

１、２年生の３５人学級を段階的に実施
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

  （３）都市が元気 

12 

能力開発総合プラザ

（仮称）の設置 
・大阪府と大阪府職業能力開発協会が一体

となって、事業主・在職者・求職者に対し

て一元的な職業能力開発支援を行うとと

もに、他の労働行政サービスとの連携等を

図るため、職業能力開発にかかる既存の諸

機能（講座・講習会、相談、情報提供、訓

練場所の提供など）を集約し、能力開発総

合プラザ（仮称）を設置する。 

 ・「能力開発プラザ」をエルおおさか南

館に設置（１５年１１月） 
 
 

 
 
 

 

13 

労働者福祉施設の廃

止等 
・民間と競合する宿泊施設である憩の家

（みのお山荘、王仁山荘、河内長野荘）を

閉館（一部民営化）する。 

・国の「特殊法人等整理合理化計画」（平

成１３年１２月）を受け、雇用・能力開発

機構及び(財)大阪勤労者職業福祉センタ

ーが所有する「オオサカサンパレス」の施

設運営を民営化する。 

 【憩の家】 
・王仁山荘の閉館 
 

【オオサカサンパレス】 

・運営者をコンペにより決定（運営の民

営化） 

 

【憩の家】 
・みのお山荘の民営化 
・河内長野荘の閉館 

 

14 

中央卸売市場の経営

改善の取組 
・平成 15 年夏を目途に、市場の経営改善

を図るための計画を策定。また、計画策定

と並行して、保留地の活用など、一部の改

善方策の具体化を図る。 

 ・15 年度末に「中央卸売市場経営改善

計画」を策定。順次具体化を図る 

・15 年 9 月に保留地の活用（貸付）を

実施 

 

 

 
 

15 
府有建築物のＰＦＩ

導入拡大に向けた取

組 

・府有建築物について、ＰＦＩ事業の円滑

かつ効果的な推進と今後のＰＦＩ導入の

拡大を図る。 

 ・事業の計画段階から実施段階までの技

術的業務を建築都市部に一元化 

・事業スキームの確立、事業可能性等検

討の具体的マニュアルの策定 
 

 

16 

府有施設長期活用に

向けた取組 

・公共施設を長く安全に使えるよう、計画

的・予防的な維持管理や更新を行う。 

・「府有施設の長期保全計画作成要領」

を作成 

・府有施設の長期保全計画を作成 
・府有施設の現況・劣化度調査の実施 

 
 
・府有施設の建替等の基本的な方針等を

作成 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

  ２ ＮＰＯ・府民との協働 

17 

大阪府ＮＰＯ協働海

外研修員受入事業の

創設 

・「海外技術研修員事業」を廃止し、ＮＰ

Ｏが実施主体となる「大阪府ＮＰＯ協働海

外研修員受入事業」を創設する。 

 ・制度創設、事業実施 

府内 NPO５団体を通じて 5 名の研修員

を受入 

 

 

・対象となる NPO の拡大（NPO5 団体・

研修員 5 名） 

 

 

18 

ＮＰＯとの協働を推

進するための協議の

場の設定 

・ＮＰＯと府が一つの事業を協力して実施

することにより相乗効果が期待されるテ

ーマについて、政策形成段階から協議する

場を設定する。 

  ・協議の場づくりに向けたモデル事業の実

施 

 

19 

コミュニティ・ビジ

ネス創出 

・福祉・環境などの地域ニーズに対応する

新たな担い手の育成に向け､コミュニテ

ィ・ビジネスに対する立上がり支援や経営

面でのアドバイスを行う。 

 「ＣＢ起業家応援事業」を関係部局と連携

を図りながら実施 

（事業内容） 

・幅広い分野でのコミュニティ・ビジネス

の掘り起こしと先導役づくり（先導的ＣＢ

創出支援事業、モデル提案型ＣＢ創出支援

事業） 

・主要な担い手であるＮＰＯに対するスタ

ートアップ期の融資制度の創設（ＣＢ創設

支援資金貸付事業） 

・情報提供や人材育成・経営相談等の運営

サポート（ＣＢ創出環境整備事業） 

 

 

 

 

 

 

（Ｐ４７・№76 参照）

 

20 

帰国・渡日児童生徒

の学校生活サポート

の充実 

・NPO との協働により、市町村との連携

を図りながら、帰国・渡日児童・生徒に対

するきめ細やかな進路ガイダンス・進路相

談等を実施する。 

  ・通訳サポートボランティアに対する学校

制度についての研修を実施 

（Ｐ46・№74 参照）
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

  ４ 公の施設の改革 

21 

施設の抜本的なあり

方検討 

・府民ニーズの変化や費用対効果、市町村

との役割分担や民間施設の整備状況など

の観点から、府として施設保有する必要性

等を検討し、廃止を含めあり方を抜本的に

見直す。 

   

 

青少年海洋センターの閑散期閉鎖 

(１～２月) 

 

 

22 

公の施設の運営改善

及び民間ノウハウの

活用 

・公の施設について、運営体制の見直しに

よる効率性の向上を図るとともに、より魅

力ある施設とするため、管理運営手法を公

募する、いわゆるプロポーザル方式を導入

するなど、民間事業者のノウハウを積極的

に活用する。 

 

 

 

 

 

 

・国際児童文学館（任期付専門員の任用）

 

 

 

 

 

 

 

・里山の自然学校「紀泉わいわい村」 

 

 

 

・国際児童文学館（任期付専門員の任用）

 

 

 

・上方演芸資料館（活性化のための府民ニ

ーズに応じた多様な使用料の設定） 

 

 

・体育会館 

 

 

 

23 

地方自治法改正に伴

う指定管理者制度導

入の検討 

・地方自治法改正により、公の施設の管理

制度が「管理委託制度」から「指定管理者

制度」に移行されることに伴い、施設管理

状況全般について点検を行い、管理体制の

あり方を検討するとともに、可能な限り民

間事業者等を選定の対象に加え、指定管理

者制度の導入を進める。 

 ・改正法附則第２条に規定する経過措置

（法施行日から３年間）が終了する１８

年９月までに、順次、「指定管理者制度」

導入のための検討を行う 

 
 

 

 

●運営効率の向上を図るとともに、より魅力ある施設とするため、民間事業者のノウハウを活用 

●収支以外の改善目標（集客の工夫・収益部門の強化、管理運営体制のスリム化など） 

●料金体系の見直し（年齢区分の見直し、利用実態等に応じた料金区分の見直しなど順次実施） 

●施設のあり方見直し 



 69

 
≪さらなる改革≫ 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14 年度（実績） 平成 1５年度（実績見込） 平成 1６年度 
備考 

１ 行政コストの削減 

1 

庁舎借上げ料の縮減  ・事務の効率性・経済性を考慮し、借上

げ民間ビル（一部）からの移転を実施す

るとともに、賃料値下げ交渉により、借

上げ経費の縮減を図った 

   

2 
事務経費等の節減  ・予算執行に際し、事務費の節減や事業

の効率的・効果的な執行を図ることによ

り、事務経費等の節減を図った 

   

２ 自主財源の確保 

3 

日本赤十字社（大阪

府支部）長期貸付金

の前倒し償還 

 ・昭和 49 年度に行なった社屋建設に要す

る資金貸付の貸付残金について、同社と協

議のうえ、14 年度に前倒し一括償還を受

けた 

   

4 

大阪高速鉄道㈱長期

貸付金の前倒し償還 

 ・大阪府から大阪高速鉄道㈱への長期貸付

金について、同社に要請の上、14 年度末

に一部前倒し償還を受けた 

  ※17 年度末償還

の予定であったた

め、17 年度収入に

おいて▲６億円と

なる 

5 

売却可能な府有地の

新たな掘り起こし・

売却の前倒し 

 ・地価の下落傾向や土地需要の低迷など、

目標の歳入確保に向けた府有地の売却を

取り巻く状況が厳しいことから、売却可能

な府有地を新たに掘り起こし、売却に努め

る。また、すでに売却予定の府有地につい

ても、できる限り早期売却に努める 

   

 

再建団体転落を回避 
～１０年間で計画的に財政収支を改善～ 

 



 
 
 

付属資料「行財政改革の取組実績」 
（平成８年１月の大阪府行政改革大綱策定以降） 
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行財政改革の取組の概要 

 平成８年度以降、全国で最も厳しい改革を実行してきました。 
 その結果、累計額で約５，０８０億円の歳出を削減、抑制し、約３，８３０億円の歳入確保を達成しました。 

これまでの行財政改革の主な取組実績 
・平成8 年1 月  「大阪府行政改革大綱」策定 ・平成10 年9 月 「財政再建プログラム（案）」策定 
・平成9 年3 月  「大阪府行政改革推進計画」策定（平成12 年3 月まで毎年策定） ・平成13 年9 月 「大阪府行財政計画（案）」策定 

 
（１）歳出削減の実績  

区分 平成８～１０年度 平成１１～１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度（当初） 

人員削減 ２,９２６人  

      約２９2億円 

人員削減３，７９９人 

       約３８０億円 

（注）教職員定数改善計画に基づく増員は含まない  

人員削減  ５１０人  

         約５１億円 

（注） 同 左   

人員削減  ６２４人  

         約６２億円 

（注） 同 左   

人員削減 約４００人  

         約４０億円 

（注） 同 左   

 

同左             ３億円 
（同左） 

昇給停止       （４８０億円）
（4年間の効果累計額） 

期末手当カット   20億円 

 

超過勤務手当の縮減、通勤手当の
支給方法の変更    ２０億円 

 

同左          ３億円 
（同左） 

同左         （４８０億円） 
 

同左 

期末手当カット  １０５億円 

同左 

退職手当見直し      ２７億円 

(15年度退職予定者適用分) 

 

同左           ３億円 
（同左） 

同左          （４８０億円）
 

同左 

同左 

同左 

同左        ４５億円 

（16年度退職予定者適用分） 

   

人
件
費
の
抑
制 

 
管理職手当等カット     ６億円 
（9年度・10年度各３億円） 

特殊勤務手当見直し     ７億円 
（平年度ベース） 

ベースアップ凍結   １５０億円
（9年度・10年度） 

 

 

管理職手当等カット    ９億円 
（11～13年度各３億円） 

昇給停止   （４００億円） 
（３年間の効果累計額） 
 

期末手当カット  ２４５億円 

14年度改定〔1～３月分〕（４０億円） 15年度改定〔12～３月分〕（４５億円）

14年度改定の効果額〔通年分〕 

          1７5億円 

 

15年度改定の効果額〔通年分〕 

         １０５億円 

事業の 

見直し   

事務事業見直し     １７１億円 

シーリング     ７５２億円 

主要プロジェクト凍結  

事務事業見直し  ５９２億円 

シーリング  ６３８億円 

公の施設改革     ２億円 

主要プロジェクト凍結 

施策評価      20６億円 
（うち出資法人の改革  ９億円）
出資法人の改革〔一部再掲〕1１億円

建設事業の重点化    240億円

公の施設改革      ３億円

経費節減        9億円

主要プロジェクトの見直し 

施策評価      １５１億円 
 
出資法人の改革    ２億円 

同左 

公の施設改革     ２億円 

経費節減       ６億円 
同左 

施策評価         ６０億円 
 
出資法人の改革   １０億円 

同左 

公の施設改革     ３億円 

 
同左 

歳 

出 

抑 

制 

計 (a) 約１,３７8 億円 (b)約２,２６６億円 (c) 約１,０７４億円 (d) 約１,０５８億円 (e) 約７４６億円

給料表の改定 （プラス較差に対するマイナス改定） 
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（２）歳入確保の実績 

区分 平成８～１０年度 平成１１～１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度（当初） 

税 収 

確 保 

課税・納税の取組 １６５億円 

（９年度・10年度） 

法人事業税・法人府民税法人税割 

   超過課税の延長 (H8.11～H11.10) 

３年間で ８８６億円 

同左    ３２５億円 

（注）財政再建ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ(案)に基づく取組分 

同左((H11.11～H14.10) 

      ７２３億円 

（注）法人府民税均等割超過課税を含む 

((H13..4～.）

同左        41 億円 

（注） 行財政計画（案）に基づく取組分 

同左（(H14.11～H17.10） 

                ２５２億円 

（注） 同 左 

同左       40 億円 

（注） 同 左 

同左 

               ２６７億円 

（注） 同 左 

同左       ３０億円 

（注） 同 左 

同左 

               ２６９億円 

（注） 同 左 ((H16..4～H19.3.） 

財 産 

処分等 

府有財産売り払い促進 １５９億円 同左    ２７７億円 同左       １０５億円 

長期貸付金の前倒し償還 ９億円 

同左        ９７億円 同左       １４０億円 

受益者   

負 担 

使用料手数料見直し  １３億円 

（平年度ベース ２５億円） 

同左     ２３億円 

（平年度ベース ５０億円） 

同左              ５億円 

（平年度ベース ２４億円）〔一部再掲〕 
同左           ２億円 

（平年度ベース  ３億円）〔一部再掲〕 

同左         ０．２億円 

（平年度ベース 0.2億円）〔一部再掲〕 

歳 

入 

確 

保 

計 (f) 約１,２２３億円 (g) 約１,３４８億円 (h) 約4１２億円 (i) 約４０６億円 (j) 約４３９億円

 

 

 

 

 平成８年度～平成1６年度合計  

歳出抑制 (a)＋(b)＋(c)＋(d)＋(e) = 約５，０８０億円      (※１) 人件費の抑制 …  ２，２３０億円 

                                                                   (※２) 事業の見直し… ２，８５０億円 

（注１） 昇給停止の効果額は平成１４年度分（累計額）のみ算入。 
（注２） 給料表の改定による効果額は平成１４年度、１５年度改定の通年分のみ算入。 
（注３） 人員削減は、一人あたり１，０００万円とみなす。 
歳入確保 (f)＋(g)＋(h)＋(i)＋(j) =約３，８３０億円 
※ なお、平成１５年度及び平成１６年度の数字は一部予算上（最終・当初）での取組を見込んでおり、今後、決算において変動することがある。 
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行財政改革の取組 

 １ 組織の活性化・簡素効率化 

府政の課題に効率的・効果的に対応するため、行政運営体制や人事・給与制度の改革をすすめてきました。 

（１）組織の再編・スリム化 

簡素で効率的な行政運営を図るため、部局再編や出先機関等の統合を行ってきました。 

【組織数の変遷】 
年度 部等 室課 出先機関 附属機関 主な取組内容 

８ １１ ９８ １７５ ８０ ○商工部の再編、○企業局の再編 ほか 

９ １１ ９７ １７４ ７７ ○農林水産部の再編 ほか 

１０ １１ ８７ １７４ ７８ ○環境局と農林水産部の統合、○土木部と建築部の機能再編 

１１ １１ ８７ １６８ ８０ ○介護保険法施行に伴う体制整備、○水道部再編 

１２ ９
室  ２８ 

課 １０７ 
１１０ ７８

○福祉部と保健衛生部の統合、○病院事業部門の独立化、○商工部と労働部の統合、 

○府税事務所、保健所の統合、○大括り室の設置、○係制を廃止し、グループ制・課長補佐制を導入 

１３ ９
室  ２８ 

課 １１２ 
１０９ ７９ ○土木部の再編ほか 

１４ ９
室  ２９ 

課 １１３ 
１０３ ７９

○環境農林水産部の再編 ○労働事務所、教育事務所、公園事務所の再編  

○政策統括機能の強化（政策室の設置） ○大学改革課、病院改革課、高校改革課の設置 ほか 

１５ ９
室  ２９ 

課 １１３ 
１００ ８０

○高槻保健所の廃止（高槻市へ移管） ○高等職業技術専門校、公園事務所の再編 

○彩都バイオ推進課の設置 ○子どもライフサポートセンターの設置 ほか 

（注）１ 数値は各年度当初の組織変更後時点。組織数は知事部局のみ。「部等」には、出納室を除く。 

２ 平成12 年度は、大括り室（横断的な課題への的確な対応を可能とするため、課を超えた総合的な対応が求められる一定の部門において、課

を括って設置される組織）制度を導入し、あわせて、業務内容に着目した課体制を整備したことから、課数は増加している。 
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（２）職員数の削減 

平成８年度から、行政、教育各部門あわせて、８年間で約６，８００人を削減しました。今後さらに、事務事業の見直し、

組織・機構の簡素効率化、事務処理方法の改善などの取組みをすすめ、より一層の人員削減に努めてまいります。 

 

【職員数の推移と内訳】                           【住民１０万人あたりの職員数の比較】 

一般行政関係では、全国平均をはるかに上回る効率的な行政運営が行われています。 

 一般行政部門 教育部門 計 府 県 名 一般行政関係 教育関係 警察関係（人） 

大 阪 府 １２１ ６０２ ２４３ 
平成７年度 １６，９５３人 ５９，５０６人

全 国 平 均 ２２７ ７５７ ２０６ 

神 奈 川 県 １０５ ５６０ １７８ 
平成15 年度 １４，９５５人 ５４，７１０人

 

埼 玉 県 １１７ ６１３ １４７ 

千 葉 県 １４３ ６７２ １８５ 

愛 知 県 １４９ ６４５ １８１ 8 年間の削減数 ▲１，９９８人 ▲４，７９６人 ▲６，７９４人

兵 庫 県 １６２ ６９８ ２０９ 

（注）総務省統計局の推計人口及び総務省給与実態調査（平成１４年度）より算定 

【職員数の推移】 

教 育 部 門

59,506
58,670

58,020
57,144

56,072

55,052
54,610 54,639 54,710

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

人 一般行政部門

16,953 16,874

16,625

16,389

16,110

15,878

15,536
15,322

14,955

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

人
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（３）給与水準の抑制及び組織の活性化・モラールアップ 

将来にわたって人件費を抑制する効果が最も高い昇給停止を、警察・教員を含む全職員を対象に行い、また、府人事委員会

のプラス勧告に対しマイナス改定を実施しており、都道府県の中では最低レベルの給与水準となっています。 

また、人事制度等の改革に取り組むとともに、限りある人材を有効に活用できるよう組織・人事の活性化に努めてきました。 

 

  

 

  

           

105.2

104.3

99.5

102.2

99.6

101.6

101.9

103.3
103.1

101.7

99

100

101

102

103

104

105

106

10 11 12 13 14 15 (年度）

大阪府

全都道府県

         

2 年間昇給ストップ  （将来効果あり） 
 

４年間定数内特別昇給ストップ（将来効果あり） 

人事・給与管理の主な取組 勤務意欲の向上、能力開発等の主な取組 

○45 歳からの早期勧奨退職制度の導入（Ｈ10）

※適用実績 10 年度1,022 名 

11 年度1,340 名 

12 年度1,982 名 

13 年度1,040 名 

1４年度1,694 名 

○特殊勤務手当の見直し（Ｈ10） 

○管内旅費の日当廃止（Ｈ11） 

○昇給停止年齢の引き下げ（H13） 

○通勤手当の支給方法の変更（H14） 

○時間外勤務の縮減（H１４） 

○退職手当制度の見直し（H15） 

ほか 

○民間実務研修を開始（Ｈ10） 

○長期自主研修支援制度の導入（Ｈ11） 

○庁内公募制度の拡充（Ｈ10） 

○勤労意欲に関する職員意識調査の実施（Ｈ11） 

○特許等発明者への補償金上限額の緩和（H11） 

○短期自主研修制度の導入（H13） 

○政策提言サポートシステムの導入（H13） 

○女性の登用等に関する意識調査の実施（H13） 

○チャレンジJOB システムの導入（Ｈ14） 

○Ｅ－ボードシステム～やる気掲示板～（Ｈ14） 

○優秀職員表彰の創設（H14） 

○任期付研究員制度の導入（H１４） 

○任期付職員制度の導入（H15） 

ほか 
○ 新たな人事制度の構築（Ｈ12～） 

 職員の能力や実績を的確に評価できる新しい人事評価制度を導入し、平成 15 年度から評価

結果を反映した内容で特別昇給を実施 
 

国を 100 とした場合の府の給与水準

（ラスパイレス指数）の推移 
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２ 出資法人の改革 

 府 に 関 わ り の 深 い す べ て の 指 定 出 資 法 人 に つ い て 、 こ れ ま で も 法 人 統 廃 合 と 役 員 ・ 職 員 の 削 減 、 全 国 に 先 駆 け

て の 法 人 役 員 の 退 職 手 当 全 廃 な ど を す す め て き ま し た 。 こ れ に と ど ま る こ と な く 法 人 改 革 を さ ら に す す め ま す 。 

 

（１）法人数の削減 

法 人 の 存 立 意 義 や 目 的 、法 人 に 委 託 す る こ と の 効 率 性 な ど を 踏 ま え て 総 点 検 し 、役 割 を 終 え た 法 人 に つ い て は

廃 止 し 、 統 合 に よ り 府 民 サ ー ビ ス の 向 上 や 効 率 化 が 見 込 ま れ る 法 人 に つ い て は 統 合 を す す め て い ま す 。  

                          

              指定出資法人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 年 度 １ ０ 年 度
11年 度

12年 度
13年 度

14年 度
15年 度

93 92

89

86

79

70

66

60

65

70

75

80

85

90

95

（注）各年度末時点の法人数（ただし、１５年度は７月１日現在） 

法 人 の 見 直 し 

○ 平成 13 年度末までに概ね２割程度削減 

         （対平成 10 年度比） 

○ 今後 10 年間で概ね半減 

         （対平成 13 年度比） 
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（２）経営改善の取組等 

法 人 の 運 営 に つ い て は 、 徹 底 し た 市 場 原 理 を 導 入 し 、 経 営 の 抜 本 改 善 及 び 法 人 の 自 立 的 運 営 を す す め て い ま

す 。  

 

これまでの自立的運営への取組等 

○運営上の課題を有する法人について個別の対応方針を策定(Ｈ８～) 

○運営評価指標の策定・経営状況の点検評価(Ｈ10～) 

○外部専門機関等の活用 

○利用料金制度の順次導入（Ｈ１１～） 

○役職員数の見直し（※表１）・組織機構の見直し 

○人材育成の推進 

○民間への経営委託・経営の民営化、民間人材の活用 

○情報公開の推進 

○経営目標の策定・公表（H14～） 

○グループファイナンスの実施（H14～）         ほか 

（※表１） 

○ 役職員数の見直し 

 ※ 平成１３年度末までに概ね２割削減（対 H10 年度比） 

   今後 10 年間で概ね２割削減（対 13 年度当初（4907 名）比） 

○代表者に対する役員報酬加算措置の廃止（Ｈ10）  

○役員の退職手当の段階的廃止（Ｈ10～） 

○役員の在職期間の限度等の見直し（Ｈ11） 

 

5,449

177

5,106

157

4,915

143

4,736

138

4,098

131

3,745

122

3,500

3,750

4,000

4,250

4,500

4,750

5,000

5,250

5,500

5,750

（人）

H10.7 H11.7 H12.7 H13.7 H14.7 H15.7
（年度）

常勤役員数
常勤職員数

指定出資法人の常勤役職員数の推移 

（各 7 月 1 日現在） 
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３ 市町村との新たなパートナーシップの構築 

分権時代において、対等・協力を基本とする府と市町村の新たな関係の確立をめざした取組をすすめてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村の行政体制整備への支援の主な取組 

○「市町村振興補助金」の再編（Ｈ11） 

地方分権の推進や行政改革・広域行政など、市町村の自律性を高める取組を支援する制度に再編 

○特例市指定に係る知事同意 

・ 豊中市、茨木市、吹田市、枚方市、八尾市、寝屋川市（Ｈ12） 

・ 岸和田市（H１３） 

○中核市指定に係る知事同意 

・ 高槻市（H１４） 

 

 
 

市町村への権限移譲の主な取組 

 

○「大阪版地方分権推進制度」の創設（Ｈ９） 

（事務移譲の実績） 

・ 福 祉 分 野を中心に１４事務を移譲（Ｈ10） 

・ まちづくり分野を中心に１６事務を移譲（Ｈ11） 

・ まちづくり分野を中心に ８事務を移譲（Ｈ12） 

・ まちづくり分野を中心に２６事務を移譲（H13） 

・ まちづくり分野を中心に１１事務を移譲（H14） 

・ まちづくり分野を中心に１６事務を移譲（Ｈ15） 
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自主的･主体的な市町村合併の推進の取組 

○ 「市町村合併推進要綱」の策定（Ｈ12） 

・ 市町村や住民が合併問題について検討する際の参考や目安として策定 

・ 30 通りの合併パターンを提示 

○ 大阪府市町村合併支援本部の設置（H13） 

・ 府内における自主的･主体的な市町村合併の円滑な推進を総合的に支援 

・ 知事を本部長とする庁内横断的な連携組織 

○ 合併重点支援地域の指定（H14～１５） 

・ 富田林市・太子町・河南町・千早赤阪村の地域（H14.7 に合併協議会設置される） 

・ 守口市・門真市の地域（Ｈ15.3 に合併協議会設置される） 

・ 堺市・美原町の地域（Ｈ15.4 に合併協議会設置される） 

・ 岸和田市・忠岡町の地域（Ｈ15.7 に合併協議会設置される） 

・ 泉佐野市・泉南市・阪南市・田尻町・岬町の地域（Ｈ15.11 に合併協議会設置される） 

○ 大阪府市町村合併支援プランの策定（H14） 

・ 合併重点支援地域及び平成17 年3 月までに合併した市町村が対象 

・ 府事業の重点的な実施、重点支援地域ごとの地域部会の設置等による支援 

・ 地域版支援計画の策定 

・ 公債費負担の格差是正のための措置 

○ 合併に関する気運の醸成 

・ 啓発パンフレットの作成･配布（H12～１4） 

・ 府内5 箇所で地域シンポジウムを開催（H13） 

・ 府内13 箇所に市町村合併情報コーナーを設置（H13） 

・ ケーススタディ調査の実施（H13） 

・ 市町村職員や議員研修会などへの講師派遣（H12～１5） 

○ 市町村合併推進事業補助金制度の創設（H13） 

・ 複数の市町村や複数の市町村域にわたる公共的団体等が行う合併に関する調査研究･普及啓発事業に対して、必要経費

の1/２以内を補助 

・ 合併協議会の運営経費にまで対象拡大（H14） 

 

これからの大都市自治システムの研究の取組 

○大阪都市圏の抱える諸問題を解決し、その発展を図るため、大阪市と「新しい大都市自治システム研究会」を設置（H１３） 
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４ e － ふちょう（電子府庁）の推進 

本府では平成１２年９月「大阪ＩＴ宣言」を行い、電子府庁の実現に向け着手することとしました。平成１３年３

月には「電子府庁（ｅ－ふちょう）アクション・プラン」を策定して具体的な行動目標を明らかにし、府民サービス

の向上や業務改革の推進、庁内情報基盤の整備などの取組みをすすめてきました。今年度アクション・プランの最終

年を迎えることから「大阪府ＩＴ推進懇話会」を設置し、その提言に基づいて次期プランづくりをすすめています。

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ れ ま で の 主 な 取 組 内 容 

○「電子府庁（ｅ－ふちょう）アクション・プラン」を策定（Ｈ12） 

○共通事務システムを導入（H13） 

○本庁一人一台パソコン体制を整備（H13） 

○電子申請システムの導入（Ｈ13） 

○府と全市町村で「大阪電子自治体推進協議会」を設立（H１4） 

○総務サービスセンター開設に向け基幹業務システムの開発に着手（H14） 

○「大阪府建設ＣＡＬＳ／ＥＣプロジェクト推進会議」を設立（Ｈ14） 

○行政文書管理システム本庁稼動（Ｈ15） 

○電子入札システムの導入（Ｈ15） 

○大阪府ＩＴ推進懇話会提言（Ｈ15） 

                                          ほか      
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５ 開かれた府政と規制緩和等の推進 

行政の透明性を向上させ、府政への理解と信頼を深めるため、総合的な情報公開の推進に努めてきたほか、平成 11

年度から外部監査制度を、平成１３年度からバブリックコメント制度をそれぞれ導入しました。 

あわせて、法令や条例等の規制の緩和をすすめ府民が自由に活動できる範囲を拡大するとともに、府民の負担軽減

のための行政手続の簡素化等（申請等手続や提出書類の簡素化など）を行ってきました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ れ ま で の 主 な 取 組 内 容 

○外部監査制度の導入（Ｈ１１） 

○インターネットで各種申請書類の提供開始（Ｈ11） 

○府刊行物の販売制度を実施（Ｈ11） 

○新しい大阪府情報公開条例を施行（Ｈ12） 
 ・行政文書公開制度の充実 
 ・総合的な情報公開の推進         

○出資法人における情報公開の実施（H１２） 

○警察（公安委員会､警察本部長）における情報公開制度実施（H１３） 

○パブリックコメント手続の導入（H１３） 

○インターネットによる情報公開請求の受付開始（Ｈ１３） 

○情報公開システムの運用開始（Ｈ１５） 

○構造改革特区のインパクトを活かしたまちづくり開始（H15） 

○私立幼稚園定員についての府独自の規制を廃止（H15） 

ほか 
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◆パブリックコメント手続の実施状況（平成16 年1 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

◆規制緩和の実施状況（平成16 年1 月末現在） 

 

 

 

区   分 平成13年度 平成14年度 平成15年度 合 計 

計画等の案 １９ ２５   ７ ５１ 

条 例 案  ６   ９   ４ １９ 

合   計 ２５ ３４ １１ ７０ 

区    分 ８～１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 合  計 

規制の廃止･緩和    ７７     ２     ９     ８    ９６ 

許可等の期間の延長     ６      １      ７ 

提出書類の簡素化   ５１１      ４     ４   ５１９ 

申請等手続の簡素化   ５１５    １２２    ７２   ７０９ 

合 計 １，１０９     ２   １３６    ８４ １，３３１ 

※「提出書類の簡素化」及び「申請等手続の簡素化」については、IT（情報技術）による取組を含む 
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６ 総合的な行政評価システムの確立 

大阪府においては、社会経済情勢の変化に的確に対応するとともに、府政の透明性を確保するため、平成１１年度から「行政評

価システム」を実施しています。平成１３年度からは、施策評価を実施し、建設事業評価、主要プロジェクト評価などとあわせ、

総合的な行政評価を構築し、全庁的な取り組みをすすめています。 

平成１５年度における評価結果の概要は次のとおりです。 
 

（１） 施策評価 

 ア  評価対象 

            

   

     

 イ 評価結果 

 ◆事務事業の優先順位付け 

   平成13年度から15年度までの3ヵ年を見通して、それぞれの施策を構成する事務事業ごとに、社会的ニーズ（緊急性）や府の関与の必要性など施策

目的に対する寄与度という観点から3段階（AAA、AA、A）で優先順位付けを行い、事務事業の今後の方向付け（「拡大」「継続」「見直し」「休止・廃止」）

を行っています。 

本年度は、これらの優先順位付けや事務事業の今後の方向性について再点検を行い次のとおり確定しました。 

 

優先順位 基本的な方向 事業数 「今後の方向性」の状況 

「AAA」 「拡大」又は「継続」する事務事業 ３７８件 

「AA」 「継続」又は「見直し」を行う事務事業 １，１４３件 

「A」 「見直し」又は「休止・廃止」する事務事業 ３２９件 

うち「拡大」      ７件 
「見直し」     １６８件 
「休止・廃止」   １８０件 

 
 
 

  ○事務事業の「見直し」、「休止・廃止」による削減効果額       約６０億円（一般財源 約３８億円）  

◆施策数                             

 平成１５年度の施策評価の対象となった施策数は２７７施策 
◆事務事業数 
  これらの施策に含まれる事務事業数は再掲分を除くと１，８５０事業 
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（２） 建設事業評価  

ア 評価対象 

◆ 事前評価  

平成１６年度に新たに着手予定の主な建設事業 

・ このうち、総事業費１０億円以上の事業については、建設事業評価委員会による外部評価を実施。 

・ 国庫補助事業については、国の平成１６年度予算に応じて、今後実施箇所を確定。 

◆ 再評価 

事業採択後、５年未着工または１０年以上継続中の事業等（全て外部評価） 

◆ 再々評価 

再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業（全て外部評価） 

◆ 事後評価 

事業完了後概ね５年程度経過した事業のうちから総事業費１０億円以上の中から代表的事業を抽出（外部評価） 

 

イ １５年度評価結果（外部評価案件については、審議中の案件以外は既に結果を公表済み） 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 安威川ダム事業、交流型集落道（堺南部地区）等については、本資料公表時点（2月下旬）において審議中 

 

（３） 主要プロジェクト評価 

ア 評価対象 

    府が実施または関与する主要な面的開発プロジェクト及び鉄軌道整備  １４事業 

 イ 評価結果 

    主要プロジェクトごとの具体的な対応方針を決定。 

 

◆ 事前評価 ４８件（うち外部評価１４件※）   「事業実施」４７件、「条件付事業実施」１件 
◆ 再 評 価   ９件（外部評価）        「事業継続」 ９件 
◆ 再々評価 ３２件（外部評価）         「事業継続」３２件 
 
※ 外部評価のうち３件（河川事業）については、河川整備計画策定手続きを活用。 
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（４） 公の施設評価 

ア 評価対象 

  ◆対象施設数   ２８施設 

   （府が設置した宿泊・研修施設、貸館施設、スポーツ施設、図書館施設、博物館等）  

 

イ 評価結果 

◆平成13 年度に施設毎の成果・活動指標、運営にかかる収支や改善目標の実績などを分析するとともに、府民ニーズの変化、市町村・民間との役割分担、

民間活力の導入、ＮＰＯなど府民との協働、費用対効果の視点から評価を行い、それぞれの施設のあり方や当面３ヵ年の施設毎の費用節減・利用拡大な

どの達成すべき数値目標を定めた「公の施設改革プログラム（案）」を策定。 

 

◆「公の施設改革プログラム（案）」において、各施設ごとに定めた数値目標の実施状況を点検 

            

○１６年度当初予算における削減効果額 （13年度当初予算比） 約８億円（一部重複） 

 

ウ 施設の見直し 

  ◆各施設の評価結果を踏まえ、府立施設としての必要性や諸機能を精査し、抜本的に施設のあり方を見直し 

    緑化センター廃止（13年度末） 
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７ アウトソーシング等の推進・民間活力の導入 

（1）外部委託等の推進 

平成１２年度の行政改革推進計画において「外部委託等に係る指針」を示し、より幅広く業務の外部委託等の推進に努めてきました。 

 

こ れ ま で の 主 な 取 組 

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 

○ 職員福利厚生事業（総務部） 

○ 給与システム維持管理業務（総務部） 

○ 循環器検診業務（病院事業） 

○ 守衛業務（病院事業） 

○運転業務（環境農林水産部）    

ほか

○ 職員健康診断業務（総務部） 

○ 消費者相談業務（生活文化部） 

○ 各種データ処理等業務（病院事業） 

○ 機器等保守管理業務（環境農林水産部） 

○調査分析業務（環境農林水産部） 

 ほか

○庁舎管理業務（総務部） 

○病棟婦業務（病院事業） 

○検体検査業務（病院事業） 

○一般物質分析関係業務（環境農林水産部）

○中央図書館オーディオ・ビジュアル室関係

業務（教育委員会） 

                 ほか

 
（２）ＰＦＩ等による民間活力を活かしたまちづくり 

民間の技術・資金等の経営資源や創意工夫を活かし、ＰＦＩ事業等、民間活力を活かした新たなまちづくりを積極的に推進してきました。 

 

◆ＰＦＩ（Private Finance Initiative） 

※公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法 

・「大阪府ＰＦＩ検討指針」の策定（H14.2） 

・[ESAKA－フラッツ]江坂駅南立体駐車場（大阪府初のPFI 事業）のオープン（H14.11） 

・府有建築物のＰＦＩ事業について技術的業務を建築都市部に一元化（Ｈ１５．４～） 

・大阪府営東大阪島之内住宅民活プロジェクト実施方針の策定（Ｈ１６．２） 

・府警寝屋川待機宿舎の実施方針等策定（Ｈ１６．３） 
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◆民間資金活用型ＥＳＣＯ（Energy Service Company） 

※府有建築物の設備等について、民間の資金・ノウハウを有効活用して省エネルギー化改修し、省エネルギー 

化による光熱水費の削減分で改修工事にかかる経費等を償還し、残余を本府とＥＳＣＯ事業者の利益とする事業。 

・府立母子保健総合医療センターにおいて全国自治体初のESCO事業開始（H13.9契約締結） 

・府民センタービル（三島・泉南・南河内・北河内）ESCO事業（H14.9契約締結） 

・｢大阪府ＥＳＣＯ推進マスタープラン｣の策定（H14.9） 

・「大阪府ESCOアクションプラン策定調査」の実施（Ｈ15.8契約締結） 

・府立急性期・総合医療センターESCO事業（Ｈ15.9契約締結） 

・府立障害者交流促進センターESCO事業（Ｈ15.10契約締結） 

・池田・府市合同庁舎ESCO事業（Ｈ15.10契約締結） 

・府教育センターESCO事業（Ｈ15.11契約締結） 
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８ ＮＰＯ／府民との連携・協働関係の構築 

ボランティア・ＮＰＯ活動の活性化を積極的に図り、行政とボランティア・ＮＰＯとの連携・協働関係の構築に取り組むことで、複雑・多様

化する府民ニーズに的確に応え、柔軟な公共的サービスを提供するとともに、府民が積極的に参加する２１世紀の府政の実現を目指します。 

 

こ れ ま で の 主 な 取 組 

 

○｢大阪府ＮＰＯ活動活性化指針｣（Ｈ１２．４）に基づき、ＮＰＯ活性化に向けて総合的な施策展開を推進 

○アウトソーシングの推進に向け、府政の各種課題をテーマに公募事業を実施（H12～） 

○ＮＰＯに専門能力を持つ人材を派遣し、運営力強化を図るＮＰＯ運営マネジメント事業を実施（H12～） 

○ボランティア・NPO との協働事業推進に向けた職員研修を実施（H12～） 

○ＮＰＯとの協働事業推進に向けて、「ＮＰＯとの協働を進めるためのガイドライン」を策定（H13．９） 

○特定非営利活動法人の認証（H15 年1２月末日現在 認証数 1,182 団体） 

○大阪ＮＰＯプラザの整備（H13） 

○アドプト・プログラム〔府民や地域・企業と協働で道路や河川の清掃・緑化活動〕の実施 

アドプト・リバー・プログラムで大活躍の 

ウッチーくん（左）とタッチーちゃん（右）

 

◆アドプト・ロード・プログラム（H12 試行実施・H1３～本格実施） 

 ３１１箇所で実施中（H1６.1 末現在） 

 

◆アドプト・リバー・プログラム（H1３試行実施・H1４～本格実施） 

 33 箇所で実施中（H16.1 末現在） 
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９ 自主財源の確保 

今後とも厳しい財政状況が続くと見込まれる一方で、地方分権の推進に伴い、地方公共団体が地域における行政を自主的かつ総合的に実施していくために

は、工夫を凝らして、自主財源の充実確保を図っていく必要があります。 

 こうした中、大阪府では、府税収入の確保に向けた様々な取組を進めるとともに、低未利用等の府有財産の売り払い促進や受益者負担の適正化にも努めて

きました。 

 

（１）府税収入の確保に向けた取組 

ア 課税部門・納税部門における取組 

 不動産取得税の中間省略登記の調査等課税捕捉調査の強化や納税部門における高額滞納事案の集中処理などの取組により、税収確保に積極的

に努めています。 

課税調査・滞納整理の推進による府税収入の確保 

平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 
平成15年度 

(見込) 

１４５億円 １６０億円 ２０１億円 １９６億円 ２２８億円 ４１億円 ４０億円 

      （注）平成14年度からは大阪府行財政計画（案）で、さらなる取組による効果額のみを記載しており、平成14年度は決算ベース、平成15年度は最終予算ベース 

 

イ 超過課税の延長等 

 大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需要に対処するため、中小法人の税負担に配慮しつつ、法人府民税、法人事業税について超過課税を行って

います。（現行の超過課税は、平成1４年11月から平成1７年10月までの３年間実施） 

なお、銀行業を行う法人に対しては、平成12年６月に法人事業税の外形標準課税を導入しました（現行の適用期間は、平成15年４月から平

成16年３月まで）。 
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法人府民税・法人事業税の超過課税による増収 

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度  
平成15年度  

(見込) 

３２９億円 ３０７億円 ２５０億円 ２２８億円 ２４４億円 ２５１億円 ２５２億円 ２６７億円 

      （注）平成15年度は最終予算ベース 

 

            

ウ 地方税制に関する検討 

 平成１２年４月に設置した「地方税制検討プロジェクトチーム」で、今、本府が取り組んでいくべき税制の方向性について、幅広い角度から検

討を行い、平成１２年９月にその検討結果を「税制改革素案」としてとりまとめました。 

 この検討結果を踏まえ、大阪の再生に向けた緊急重要課題に対処するため、法人府民税均等割の超過課税や創業・産業集積促進税制を平成１３

年４月から導入しています。 

 

（２）府有財産の売り払いの促進 

 府有財産の効果的かつ効率的な活用を図る観点から、全庁的な検討体制のもと、低未利用財産及び用途廃止予定財産の他の用途への転用を推進

するとともに、利用する計画のない土地については、積極的に公用廃止・売却をすすめています。 

 
府有財産（土地）の売り払いによる歳入の確保 

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 
平成15年度

(見込) 

４７億円 ４６億円 ６６億円 １２０億円 ８１億円 ７６億円 １０５億円 ９７億円 

（注）平成15年度は最終予算ベース 
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（３）使用料・手数料の見直し 

 本府ではこれまで、法令等の改正に伴って適宜改定を行うとともに、４年に一度、物価上昇率等を勘案して、全面的な見直しを行ってきまし

た。また、適正な受益者負担を求める観点から、財政健全化方策（案）や財政再建プログラム（案）、行財政計画（案）に基づき、個別に点検、

見直しを行ってきています。 

   

 使用料・手数料の見直し状況 

年度 件数 当年度増収額 平年度ベース増収額 備考 

８ 59 8億4,500万円 16億2,900万円 一斉見直し 

９ 54 1億7,100万円 3億1,500万円 消費税率引上げに伴うものを含む 

１０  6 2億9,100万円 6億2,200万円  

１１  7 1億 500万円 1億6,900万円  

１２ 70 
20億9,400万円

(13億6,900万円)

46億3,100万円

(38億7,000万円)
一斉見直し 

１３ 24 1億3,100万円 2億1,400万円  

１４ 20 4億6,100万円 24億1,600万円  

１５ 14 2億4,000万円 2億9,400万円  

   （注）特別会計、企業会計を含まない。12年度の(   )内は、府立高等学校授業料に係るもので内数である。 
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